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午前 10 時 開議

○宮下准一委員長 これより本日の会議を開きます。

報告をさせます。

〔屋木主査朗読〕

１．本日の会議録署名委員は、

広 田 まゆみ 委員

寺 島 信 寿 委員

であります。

○宮下准一委員長 それでは、議案第１号ないし第４号、第18号、第23号及び報告第１号を一括

議題といたします。

１．保健福祉部所管審査（続）
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○宮下准一委員長 ３月12日に引き続き、保健福祉部所管に関わる質疑並びに質問の続行であり

ます。

平出陽子さん。

○平出陽子委員 私は、北海道困難女性支援基本計画について、20問伺ってまいります。

１問目は、困難女性支援法は、2022年５月19日、議員立法で成立しました。そして、基本方針

は翌年の2023年３月に成立しました。

その法案策定に当たっては、ＤＶ防止法では包括できない女性を取り巻く困難状況が見えてき

たからであろうと推察されますが、改めて、その法案や基本方針の成立の背景について伺いま

す。

○宮下准一委員長 子ども家庭支援課長中村浩さん。

○中村子ども家庭支援課長 困難女性支援法などの策定背景についてでありますが、困難を抱え

る女性への支援につきましては、昭和31年に制定された売春防止法に基づき、婦人保護事業を中

心に対応してきましたが、法制定以来、一度も抜本的な見直しがされておらず、顕在化するＤＶ

や性暴力、性犯罪被害、家庭関係破綻、生活困窮など、困難女性についても本事業の対象として

支援をしてきました。

近年、女性が直面する問題が複雑化、多様化、複合化する中で、コロナ禍以降、これまでの婦

人保護事業では十分に対応できなくなっていた課題が明らかになったことを背景に、女性の福祉

や人権の尊重や擁護、男女平等を基本理念とし、民間団体との協働といった新たな視点を盛り込

んだ困難女性支援法を制定し、基本方針が策定されたものと承知しております。

○平出陽子委員 法及び基本方針に基づいて、北海道も、困難な問題を抱える女性への支援等に

関する基本計画を策定しておりますが、どの施策のどの部分に力点を置いている基本計画なの

か、基本的な考えを伺います。

○中村子ども家庭支援課長 道の基本計画についてでありますが、困難女性支援法や国の基本方

針を踏まえ、困難な問題を抱える女性の福祉の増進や自立に向けた施策を総合的かつ計画的に展

開し、個々の支援対象となる女性に対して効果的に機能することを目指した計画としているとこ

ろです。

○平出陽子委員 北海道困難女性支援基本計画は、2024年度から2028年度までの５か年計画であ

り、今年度は２年目であります。

毎年度、指標の推移や目標値の達成状況、事業実績等を点検評価することになっております

が、１年目、つまり2024年度の評価を伺います。

○中村子ども家庭支援課長 点検評価についてでありますが、計画で定めた施策の内容や指標、

目標に関して、令和６年度は、道立女性相談支援センターにおいて4230件の相談対応を行うほ

か、177人の一時保護を実施するとともに、支援調整会議を活用した関係機関との連携や市町村

の職務関係者向けの研修等の実施による人材育成などに取り組んできたところでありますが、引

き続き、相談窓口の周知や相談者に寄り添った相談対応、迅速かつ広域的な一時保護や個々の状
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況に応じた自立支援のほか、計画の基本目標に設定している市町村の女性相談支援員の配置や市

町村支援調整会議の設置などにつきましては、基本目標の計画期間内の達成に向け、市町村や関

係機関と連携を密に図りながら、切れ目のない包括的な支援体制の構築に向けて取り組むことと

したところです。

○平出陽子委員 県レベルでは基本計画をそれぞれつくっているのでありますけれども、各市町

村では基本計画の策定は努力義務なのですね。ですから、策定できている自治体は少ないと思い

ます。

策定できているのは札幌市を除く11市町、策定する予定は３市町だそうでありますが、これに

は新法、つまり困難女性支援法の内容が含まれているのかどうか、伺います。

道としては、市町村で基本計画が策定されていない理由をどのように把握しているのか、そし

て、それらの状況に対する道の認識も伺います。

○中村子ども家庭支援課長 市町村の計画についてでありますが、道内では、令和７年９月現

在、11市町が策定しており、そのうち、困難女性支援法の内容を反映させた計画を策定している

のは５市町であり、その他の市町は今後の計画改定に合わせて反映がされるものと承知をしてお

ります。

国の基本方針において、市町村における基本計画の策定は努力義務となっており、策定されて

いない市町村もありますが、道といたしましては、地域における困難女性への支援の充実に向け

て計画の策定は必要と考えており、市町村に対し、計画の必要性などについて丁寧に説明するな

どして策定が進むよう促すほか、策定がされていない場合においても、必要な支援が行われるよ

うに働きかけてまいります。

○平出陽子委員 たとえ各市町村に基本計画がなくても、困難な事情が起きた場合、住民はまず

役所とか役場に相談するのではないかと思いますが、困難女性専用の相談窓口が市町村にそれぞ

れ設置されているのか、伺います。現在はないけれども、今後、新設される予定があるのかどう

かも伺います。

そして、もし困難女性専用の相談窓口がない場合、その市町村に住んでいる困難女性たちは、

困り事をどこに相談し、どのように解決しようとしているのかも併せて伺います。

○中村子ども家庭支援課長 市町村の相談体制についてでありますが、困難な問題を抱える女性

への相談等に対応するため、一部の市町村では、女性相談支援員を配置し、相談対応を行ってお

り、女性相談支援員が配置されていない市町村におきましては、保健や福祉の相談窓口などにお

いて相談に対応しているものと承知をしております。

また、道では、道立女性相談支援センターの相談窓口を案内するチラシを各市町村に配付し、

周知を依頼しており、市町村の相談窓口と連携しながら、困難な問題を抱える女性が女性相談支

援センターの相談窓口につながるよう取り組んでおります。

○平出陽子委員 特に女性たちは、困り事相談は、男性に話すのではなく、女性に相談したほう

が気が楽である、ストレスがない、そして、気安く相談できる、本音が言えると思っていると思



【第１分科会 ３月13日 第３号】

うのであります。ですから、相談窓口に女性相談支援員がいるとほっとするようであります。

そこで伺いますが、女性相談支援員を配置している市町村はどのくらいあるのでしょうか。ま

た、道立女性相談支援センターや14の各振興局にも女性相談支援員を配置しているのかどうか、

伺います。

○中村子ども家庭支援課長 女性相談支援員についてでありますが、道内市町村では12市に41名

が配置されております。

また、道立女性相談支援センターには４名配置しており、振興局には、ＤＶ相談に対応する男

女共同参画推進員を配置しているものの、女性相談支援員は配置しておりません。

○平出陽子委員 女性相談支援員は専門職でありますが、配置は各自治体の判断によるものであ

ることは私も承知しております。

身分保障について伺います。

ほとんどが会計年度任用職員とのことであります。任用は１年なのか、５年までいくのか、再

任用はあるのか、つまり、雇用形態について伺いたいと思います。

女性相談支援員は、仕事内容は理解しているし、やりがいもあり、頑張りたいと思っていて

も、賃金面での不安が残ると思うのですが、どのような要望があって、それについてどのように

解決したのかも併せて伺います。

○中村子ども家庭支援課長 支援員の身分保障などについてでありますが、女性相談支援員の任

用形態については、各自治体がそれぞれの基準等により対応しておりますが、再任用されている

例も多くあり、道内の女性相談支援員45名のうち、半数以上が５年以上継続的に任用されており

ます。

道立女性相談支援センターの女性相談支援員につきましては、会計年度任用職員として任用し

ており、職員団体を通じて報酬水準の引上げ要望がありますが、業務内容が高度な知識や経験を

要する職であることを踏まえ、他の会計年度任用職員に比べて高い報酬水準としているところで

す。

○平出陽子委員 今、他の会計年度任用職員よりもお給料がいいというような回答が来ましたけ

れども、やっぱり、身分の心配なく、やりがいのある仕事をしたいと思っていると思いますの

で、例えば、金銭面の支援だけではなく、女性相談支援員を配置しているかどうかによって市町

村にポイントを与えるとか、そういうような方策も必要ではないかなと思うのであります。

次に、８番目に行きます。

女性相談支援員の研修について伺いたいのですが、やはり、レベルアップしていかなければな

らないと思うのですね。これまでも研修があったようでありますけれども、これまでの実績、そ

して、今後の研修予定について、それから、研修を受けた結果、どのような成果を感じているの

かということについて伺います。

○中村子ども家庭支援課長 女性相談支援員への研修についてでありますが、年々、複雑化、多

様化する相談などに対応するスキルの向上を図るため、毎年、国や道において、相談技術全般の



【第１分科会 ３月13日 第３号】

ほか、ＤＶや性犯罪、性暴力等の被害者支援、民法改正などの特定のテーマについて研修を実施

しておりまして、令和６年度は、集合型で４回、オンライン型で１回、７年度は、集合型で５

回、オンライン型で３回開催しているところです。

道内の女性相談支援員は、これまでにいずれかの研修を受講しており、相談技術や知識の向上

につながっていると考えておりまして、引き続き、積極的な受講を促すとともに、効果的な研修

の実施に取り組んでまいります。

○平出陽子委員 国や地方公共団体の責務に、人材の確保というものがあります。市町村に困難

女性専用の相談窓口が設置されていなければ、ほかの部や課の人たちが担当するのだろうけれど

も、その人たちはきちんと研修を受けているのかということについて伺います。

そして、小規模町村には、なかなか相談に対応する人たちがいないということ、そうすると、

やはり、振興局の果たす役割というのは大きくなると思いますけれども、これまで、相談を受け

対応したことがあるのかどうか、小規模町村の相談窓口に対する道の支援について伺います。

○中村子ども家庭支援課長 相談対応に係る市町村支援についてでありますが、道では、相談窓

口で対応する職員が活用できるよう、基本的な相談対応や相談内容に応じた対応の手順、支援フ

ローチャートなどによる必要な支援先、専門的な相談窓口や関係機関の連絡先一覧などを掲載し

た相談対応者向けの支援ハンドブックを困難女性支援法の施行に合わせ改定し、市町村にも配付

しております。

また、市町村の担当職員が参加できる国のオンライン研修の開催を案内するなど、市町村職員

の研修参加について促しているところです。

なお、振興局において市町村からの相談を受け、関係機関と調整するなど、対応した個別案件

は、今年度、１件あったところです。

○平出陽子委員 道の関係機関の職員を対象に専門研修により人材育成に努めるということを書

いているのですが、人員の補充もなしに研修に参加せよと言われても、職員の方々は、ほかの仕

事もたくさんあって、兼務発令されていても、研修に参加するのも大変だと思うのではないかと

私は推察するのでありますけれども、専門研修についての所見を伺います。

○中村子ども家庭支援課長 職員の研修についてでありますが、道立女性相談支援センターや振

興局で相談に対応する職員に対しましては、女性相談支援員と同様に、国や道などで実施する研

修を受講することにより相談技術向上などの人材育成に努めているところです。

また、職員の負担を軽減し、受講しやすい環境を確保するため、集合形式だけではなく、オン

ライン形式での実施やアーカイブ配信、オンデマンド形式の研修などにより、希望する時間に受

講が可能となるよう、できる限り配慮をしているところです。

○平出陽子委員 11問目は、教育、啓発について伺います。

女性支援担当部局及び教育委員会等との連携とあります。この２年間、どのような会議を何回

開催してきたのか、そして、その結果、反応はどうだったのかということも含め、具体的に伺い

ます。
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○中村子ども家庭支援課長 教育、啓発などについてでありますが、道では、教育部局も含めた

関係部局や関係団体等が参加する支援調整会議の代表者会議を毎年開催し、関係機関との情報共

有や連携を図っており、一部の学校では、基本計画の取組の一環として、ホームルーム活動や公

共の科目などで男女平等参画に関する教育等が実施されているものと承知をしております。

また、道のホームページも必要に応じて適宜更新するとともに、相談窓口を案内するチラシ

を、市町村をはじめ、民間の団体へ広く配付したほか、一般の方も参加できるセミナーを開催す

るなどし、困難女性支援に関する普及啓発等に努めてきたところでありまして、こうした取組に

より、道立女性相談支援センターが令和６年度に新たに開設したメール相談窓口では、休日・夜

間や40歳代以下の世代からの相談が増えてきております。

なお、道といたしましては、被害の未然防止や被害に遭った際の相談先なども含め、学生への

周知などが重要と考えておりまして、今後、教育部局との連携を強化し、そうした取組の充実を

図ってまいります。

○平出陽子委員 本当はもう少し具体的な回答が欲しかったのでありますけれども、道教委に聞

かなければ分からないところもありますので、文教委員会で道教委に対して質問していきたいと

思います。

12番目であります。

調査研究の推進について伺います。

困難な問題を抱える女性の実態を把握するために必要な実態調査をすると基本計画にありま

す。

確かに、国や道は、困難女性を具体的に支援するわけではありません。支援団体、民間シェル

ターの情報からしか把握できないのが実態であります。そして、国や道は、企画立案し、支援の

実行を促すだけであります。

現時点で、何の実態を調査し、どんな改善策につなげたいと考えているのでしょうか、伺いま

す。

○中村子ども家庭支援課長 実態調査などについてでありますが、国では、困難な問題を抱える

女性への支援等に関し、定期的な実態調査を行うこととしており、昨年１月に全国の女性を対象

として実施した調査の結果が公表されているところです。

道では、これまで、困難女性の状況について、令和５年度に道民意識調査においてアンケート

調査を行うとともに、こども施策審議会や支援調整会議、ネットワーク会議等の関係団体との意

見交換の場を通して困難女性の現状の把握に努めてきており、団体から支援に係る資金面や後継

者不足などの人員面で課題があると把握しているところですが、今後も、国の調査結果や計画の

見直し時に実施する意識調査など、様々な機会を活用するなどしながら実態把握に努めてまいり

ます。

○平出陽子委員 行政機関と民間団体による協働―協力して働くと書く協働でありますけれ

ども、困難女性支援法では、新たな視点に、協働という言葉を付け加えたわけです。
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支援調整会議を活用して民間団体との連携を図ると基本計画には掲載されております。この２

年間に開催された支援調整会議の内容等、さらに、代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会

議等を実施していると思いますが、開催状況について伺います。

○中村子ども家庭支援課長 支援調整会議についてでありますが、支援調整会議は、地域の関係

機関等が支援対象者に関する情報や考え方を円滑に共有し、適切に連携協力する体制を構築する

ことを目的に三つの会議で構成しているところです。

代表者会議は、道本庁が主催し、年１回以上開催することとしておりまして、警察、司法、女

性支援団体等の代表者が参加し、情報共有や意見交換を行っており、令和６年度は46名、７年度

は41名の参加の下、実施をしております。

実務者会議は、道立女性相談支援センターが主催し、市町村や地域の警察、団体等の支援に当

たっている実務者が参加し、情報共有や意見交換を行うため、必要に応じて開催することとして

おり、令和６年度は、石狩振興局で33名、渡島総合振興局、檜山振興局の合同で62名、上川総合

振興局で32名、釧路総合振興局で23名、根室振興局で23名の参加の下、実施をしております。７

年度は、後志総合振興局で24名、胆振総合振興局で43名、日高振興局で20名の参加の下、実施を

しているところです。

また、個別ケース検討会議についても、道立女性相談支援センターが主催し、必要に応じて個

別ケースの支援に直接関係する機関が参加し、具体的な入所や支援策等の検討を実施しておりま

して、令和６年度は、胆振総合振興局で18名が参加し１回実施しており、７年度は、札幌市で延

べ15名が参加し２回、後志総合振興局で８名が参加し１回の計３回実施しているところです。

○平出陽子委員 １年目の参加者と２年目の参加者の数が違うとか、開催できていない地域があ

ったりしているのですね。その中身がどうだったのかなとちょっと疑問に思うところがあるので

すが、協働の支援をどのように捉えているのか、改めて道の所見を伺います。

○中村子ども家庭支援課長 関係機関との連携についてでありますが、広域分散型の本道におい

ては、それぞれの地域において、民間団体も含めた関係機関が連携協働し、地域で利用可能な支

援につなげていくことが重要です。

そのため、道といたしましては、引き続き、支援調整会議の実務者会議による情報共有や連携

強化を図るほか、必要に応じて開催する個別ケース検討会議やネットワーク会議等の関係団体と

の意見交換の場を活用しながら、具体的な支援策の検討を行うなどして、困難な問題を抱える女

性へ必要な支援が届くよう取り組んでまいります。

○平出陽子委員 支援者の皆さんに伺いますと、困難女性支援の総論的な研修会議を望んでいる

のではなくて、個別具体的なケース支援の情報交換をしたいそうなのですね。それが自分たちの

担当するサバイバーの皆さんのよりよいあしたへの支援につながる、そういうことと考えており

ますので、そのことを申し添えておきます。

14番目の質問に行きます。

困難女性たちを実質的に支援するのは女性相談支援センターと道内に点在しております民間の
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シェルターであります。14の各振興局に最低でも１か所はシェルターを設立したいという要望を

聞いてから私はもう20年以上にもなりますが、いまだに増えておりません。

それでは、民間シェルターなどがないところには、支援する人たちがいないのか、それから、

利用者というのでしょうか、要支援希望者がいないのか、どういうように考えているのでしょう

か。そして、役所の窓口で相談し切れない困難女性たちはどのようにしているのでしょうか、伺

います。

○中村子ども家庭支援課長 地域における支援体制についてでありますが、基本計画では、全て

の振興局管内に支援を行う民間団体が立ち上がることを目指しておりますが、近年、民間シェル

ター等においては、支援に当たる人の高齢化や成り手不足のほか、財政基盤が脆弱であることな

どが課題となっており、このことが民間シェルター等の開設が増えていない要因の一つと考えて

おります。

また、地域の市町村等の窓口での相談が難しい方は、相談内容に応じて、各振興局等に設置し

ている配偶者暴力相談支援センターや、警察、民間支援団体等の機関のほか、広域的な相談機関

である道立女性相談支援センター等に相談しているものと考えております。

○平出陽子委員 15番目の質問でありますけれども、シェルターの職員さんたちが一番困ってい

ることは、困難女性がセンターやシェルターに入居すると、その時点で、生活保護受給者は生活

費が一切入らなくなることです。

シェルターに一時保護されると、住居は保障されますが、生活費がありません。携帯電話代や

身の回りで必要なものの代金が払えません。そうすると、シェルターが立て替えるか、シェルタ

ーに入所しないという選択しかありません。

民間のステップハウス入所なら、シェルターの支援には該当しないため、支援費がシェルター

には出ず、無償となりますけれども、シェルターの方たちは面倒を見ざるを得なくなるのが実情

だそうです。

委託費の増額については国の問題なので、道としてはすぐに回答できないのでしょうけれど

も、道から出る生活費の中に含まれるような仕組みづくりができないものだろうか、伺います。

入居者の中には、金銭管理が苦手な人がたくさんいるそうであります。これまでの生育環境や

結婚生活状況から見て仕方がないにしても、子ども銀行のお金ではなく、本物の紙幣で予算を立

てる、仕分をする等々、実質的なお金の使い方の練習を繰り返すことで、地域での自立生活支援

につながると思いますが、いかがでしょうか、道の見解を伺います。

○中村子ども家庭支援課長 生活保護受給者の一時保護についてでありますが、生活保護を受給

されている方が一時保護となった場合、生活保護制度上、生活扶助が受けられなくなるほか、シ

ェルターへの一時保護委託費について、国の基準額は、入所者の収入状況等によらず、定額とし

ておりますことから、今後、支援に当たる民間シェルターから入所中に必要な生活費の具体的な

状況を聞き取るなどし、委託費の単価設定などについて、必要に応じて国に要望してまいりま

す。
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また、一時保護等で入所されている方に対しては、退所後に社会生活や日常生活に円滑に移行

できるよう、入所者個々の実情に応じて金銭管理の方法について学ぶ機会を設けるなど、生活力

向上へ向けた個別支援も併せて行っているところです。

○平出陽子委員 民間シェルターの運営について伺います。

現在、運営は出来高払い形式になっております。つまり、事業に関わる仕事をした結果、１か

月後に委託費が払い込まれます。その間の必要経費は、借金であります。預金のあるシェルター

はほとんどありません。借金も代表が個人名義でするしかありません。

長きにわたる支援が必要な人にも支援ができ、安定的な運営ができるように、前年度の委託費

から割り出し、概算払い形式にできないのか、伺います。

○中村子ども家庭支援課長 一時保護委託費についてでありますが、民間シェルターとの契約に

おいては、入所する本人及び同伴者１人当たりの日額単価を定め、保護日数に応じた実績払いを

行う単価契約としており、実績が確定していない状況での概算払いは困難となっております。

民間シェルターは、財政基盤が脆弱であり、一時保護件数の増減によって委託収入額が変動す

るなど、運営面が不安定でありますことから、道といたしましては、民間シェルターから経営の

実情と課題について詳細に聞き取るなどしながら、シェルターの運営が安定するよう、引き続

き、国に対し、施設維持経費に対する補助制度の創設や一時保護委託費の単価引上げについて要

望してまいります。

○平出陽子委員 先ほどの15番目と16番目の質問に対してもですけれども、答弁がもう本当に血

も涙もないのではないかなと思われるぐらいなのです。

では、どうするのかというと、苛酷な仕事をどんどんシェルターは取ってきて、そうすると来

月にお金が入ってくるからと、24時間対応できる電話を持って、夜も寝ないで、いつ誰から相談

が来るのか、そういう事業をするとお金が入ります。でも、そうすると、シェルターの職員は過

労死寸前なのですよ。運営面が不安定であると認識していながら、これまでと同じような対応を

しているということ自体がおかしいということを申し上げたいと思います。

次は、17番目の質問でありますけれども、住宅確保について伺います。

困難女性たちの自立に向けて、住宅の確保は重要であります。

道では、居住支援法人との連携や、公営住宅などの住まいを確保できるよう支援するとしてお

りますが、これまでの取組や関係部との連携など、住宅確保についての道の見解を伺います。

○中村子ども家庭支援課長 自立に向けた住宅確保についてでありますが、支援対象者が一時保

護所を退所後に安定的に生活を営むためには、住まいの確保が必要であり、これまで、道立女性

相談支援センターでは、市町村の住宅部局や住宅確保要配慮者居住支援法人と連携し、入所者の

自立に向けた居住先の確保について調整を図るほか、入居の手続や内覧についても、入所者に同

行するなどし、必要な支援を行っております。

また、住宅確保要配慮者への支援の充実などを目的に開催している北海道居住支援協議会の居

住支援法人部会に担当者がオブザーバーとして参加するなどし、情報共有や連携に取り組んでい
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るところです。

○平出陽子委員 困難女性といっても、同伴児童がいる場合は、支援がより難しくなります。し

かも、同伴児童の年齢によっても異なってくるのでしょう。本当は親子一緒に支援するほうがよ

いと思いますが、親御さんの気持ちが不安定で同伴できない場合は、親子分離で支援するしかな

い場合もあると聞きます。

そのような場合、特に注意することはどのようなことと認識しているのか、伺います。

○中村子ども家庭支援課長 同伴児への対応などについてでありますが、道立女性相談支援セン

ターでは、ＤＶ被害などにより一時保護となった方々は、心理的に追い込まれるなどし、気持ち

が不安定な場合もありますことから、保育指導員や心理士が、入所している親や子に対し、本人

の特性に合わせた心理教育や心理療法を行っているほか、精神科医による医学的判断に基づき、

必要に応じて医療機関と連携を図りながら、支援を行っております。

なお、親子分離が必要と判断される場合には、市町村や児童相談所とも十分に連携を図りなが

ら、子どものみを一時保護するなどしているところであり、道といたしましては、入所している

方の個々の状況に配慮した支援を行っていくことが必要であると考えております。

○平出陽子委員 19番目の質問であります。

サバイバー支援について伺います。

サバイバーとは、皆さんも御存じのように、被害者という言葉から脱却し、そして、生き残っ

た者、そういう意味で、強さも含めて、サバイバーという言葉を使うそうでありますけれども、

困難な問題から脱却し、何とか地域で自立し始めた女性たちが、それぞれの地で送る新しい人生

の未来に幸あれと私はエールを送りたいと思います。

嫌な思い出、つらい過去はもう忘れたいと思う一方で、共に困難な問題を克服してきた仲間た

ちや支援者たちに、今度は、サバイバーの自分が手を差し伸べられることは何かないだろうかと

模索しているかもしれません。もちろん、フラッシュバックには十分留意しながらも、シェルタ

ーやステップハウスから退去できたサバイバーが活躍できる場合も考えられます。

道の基本計画には記載されておりませんが、サバイバー支援について、道の見解を伺います。

○中村子ども家庭支援課長 自立された方々との継続的な関わりについてでありますが、ＤＶ被

害等の困難を乗り越え、地域において自立できた方々が、支援を受けてきた民間団体等と継続的

なつながりを持つことは、安心して安定した生活を送るために有効であります。

また、支援者の高齢化や新規の担い手が不足する中で、困難を乗り越えた方々は、自身の経験

を生かしながら、問題を抱える女性に対して寄り添った支援が行える人材として有用であると考

えておりますが、支援に当たっての心理的負担や安全確保など、配慮が必要であると認識してお

ります。

○平出陽子委員 サバイバーの人は、過去は切り捨てたのですよ。ですから、ステップハウスと

かシェルターが実家なのですよ。ここからスタートなものですから、それについての支援が必要

だと私は思うのであります。５年後に見直しになりますので、この計画の中に、ぜひ、サバイバ
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ー支援の項目を入れてもらいたいということを指摘しておきます。

最後の質問であります。

道の困難女性支援基本計画について伺ってまいりましたけれども、今年が３年目の中間年であ

ります。全道の困難女性たちがどこに住んでいても平等な支援が受けられるように、そして、支

援団体、相談支援員の方たちが安心して支援できるように、そんな環境を整えることが道の皆さ

んの責務ではないかと思います。

最後に、この支援基本計画の実現に向けての決意を伺って、質問を終わります。

○宮下准一委員長 子育て支援担当局長桑原知己さん。

○桑原子育て支援担当局長 困難な問題を抱える女性への支援に関しまして、今後の取組につい

てでございますが、道では、女性の福祉の増進や自立支援に加え、困難な問題を抱える女性本人

の意思を最大限に尊重しながら寄り添った支援を行うため、基本計画に基づき、各般の施策に取

り組んでいるところでございます。

道といたしましては、女性を取り巻く問題が複雑化、多様化、複合化しておりますことから、

今後とも、道立女性相談支援センターを中心に、支援調整会議を活用するなどして、行政や民間

支援団体等との情報共有やより一層の連携を図るとともに、研修や人材育成など、支援を行う方

々が活動しやすい環境づくりにも努めることにより、困難な問題に直面している女性の方々に寄

り添った切れ目のない支援が行われますよう取り組んでまいります。

○平出陽子委員 1956年に売春防止法が制定されました。それから45年です。2001年にやっとＤ

Ｖ防止法が成立しました。そして、21年たった2022年、困難女性支援法が制定されました。

法律の改定、新法を制定するには、関係者の並々ならぬ努力、労力、気力が必要であります。

法律は、大抵、５年の見直し規定がありますが、その間の支援の改善のため、運用面の改善をす

ることが地方行政の皆さんの仕事であります。

皆さんは、環境を整備し、支援できるように交通整理する、そのことが仕事であると思いま

す。しょうがい者のことはしょうがい者に聞けという言葉があります。ですから、サバイバーの

ことはサバイバーに聞け、支援者のことは支援者に聞け、つまり、当事者の意見は何物にも代え

ることができません。

実態が把握できたら、国にただ要望するだけではなく、道として何ができるのか、隙間をどの

ように埋めることができるのか、真剣に支援の改善に取り組んでもらいたいと思います。

根拠法であります困難女性支援法が制定されました。先ほども言いましたけれども、協力して

働く―協働というキーワードが付加されたのでありますから、道は、困難女性たちを支援す

る、その未来に責任がありますので、根拠法がありますからね、これからも自信を持って執行し

てもらいたい、そのことを強く申し上げまして、私の質問を終わります。

○宮下准一委員長 平出委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

赤根広介さん。

○赤根広介委員 それでは、子ども政策についてお伺いをしてまいります。
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昨日も議論がございましたが、「こども誰でも通園制度」を創設するとして、道では試行的事

業などに取り組んできたところでありますが、この成果や課題など、取組状況をどう把握されて

いるのか、まず伺います。

○宮下准一委員長 子ども成育支援担当課長岩木良成さん。

○岩木子ども成育支援担当課長 「こども誰でも通園制度」についてでございますが、道内で

は、令和６年度に試行的事業として８市町が、今年度は制度化された事業として20市町が実施を

しており、道では、市町村や保育所等の職員との意見交換を通じて、実施状況のほか、成果や課

題の把握に努めてきたところです。

実施事業所からは、保護者の育児負担の軽減や、子どもが多様な交流や経験を通じて成長の機

会となったとの声がある一方、利用可能時間が限られていることや初めて受け入れる子どもを安

全に預かる際の職員負担が大きい、現行補助単価では必要な人材の確保が難しいといった声を伺

っております。

○赤根広介委員 こうした課題をしっかりと踏まえながら、新年度から本格実施となるわけであ

りますが、新年度予算案では、乳児等のための支援給付費負担金約７億8700万円を計上している

わけであります。この予算積算の考え方など、事業スキームを伺います。

また、医療的ケア児など、障がいをお持ちのお子様が利用する際の加算措置がどうなっている

のか、伺います。

そして、子ども・子育て支援法に基づく基本指針が改正され、制度関係事項について、市町村

計画及び都道府県計画への位置づけが明記をされたわけであります。

本制度の内容について伺うとともに、都道府県及び市町村の役割がどうなっているのか、併せ

て伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 制度内容についてでございますが、対象となる児童は、保育所

等に在籍していない０歳６か月から満３歳未満までの乳幼児であり、保育所、認定こども園、小

規模保育事業所や地域子育て支援拠点などで実施予定となってございます。

乳児等のための支援給付費負担金は、国が示す利用可能時間や公定価格案と、市町村が子ど

も・子育て支援事業計画で見込みます対象児童数等を基に算定をしてございます。

また、障がいがある子どもへの支援といたしまして、医療的ケア児や障がい児の受入れに当た

り、看護師等の職員を配置するなど、適切に保育を提供するための体制を確保している場合に加

算措置を講ずることが可能とされております。

道と市町村との役割についてでございますが、本制度は、子ども・子育て支援法に基づく基本

指針の改正により、市町村が策定をいたします子ども・子育て支援事業計画に位置づけることと

されており、制度の実施主体であります市町村は、地域の利用ニーズを見込むとともに、提供体

制確保に向けた事業者の調整や認可などを行うこととされております。

都道府県は、市町村の実施状況などを踏まえながら、広域的な観点からの調整や保育人材確保

など、市町村の取組を支援する役割が求められておりますことから、道といたしましては、事業
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が円滑に実施されるよう、市町村への制度の詳細の情報提供や運営上の課題に対する助言を行う

などの支援を行っております。

○赤根広介委員 次に、保育の質の確保についてでありますが、道では、５万人程度と推定され

る潜在保育士が就業につながるよう、保育所とのマッチングを行う北海道福祉人材センターへの

届出を促進するとともに、復職しやすい環境づくりに取り組むとしておりますが、その就職数な

どの成果を含めた取組状況を伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 保育士の届出と支援についてでございますが、道が北海道社会

福祉協議会に委託して運営する北海道福祉人材センターでは、届出のあった保育士に対し、就職

相談や求人に関する情報提供などを行ってきており、届出制度を開始した令和元年８月から令和

８年２月までの届出人数の実績は合計452人で、これまでにセンターの支援を受けて就職した人

数は29人となってございます。

道では、来年度から、この届出に対応する業務を、保育士・保育所支援センターで実施するこ

ととし、再就職支援コーディネーターが、届出のあった保育士に事業所の求人情報や就職セミナ

ーなどの開催情報を積極的に提供し、就労ニーズに応じた丁寧なマッチング支援を行う考えであ

ります。

○赤根広介委員 今、答弁でもありましたとおり、新年度予算案では、支援センターの法定化を

受けて、人材確保策を強化するほか、人口減少下での保育提供体制の検討のための調査分析を行

うとしているわけでありますが、その内容を伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 保育士・保育所支援センター等についてでございますが、昨年

の児童福祉法改正により、都道府県がセンターとしての機能を担う体制を整備する旨の規定が設

けられたことから、道では、来年度から、センターの体制を強化し、新たに現役保育士による中

高生への出前授業や市町村との合同就職説明会を開催するほか、ハローワークと連携して求人情

報を積極的に提供するなど、保育人材確保対策のさらなる充実強化に取り組んでまいります。

また、国は、昨年度公表した「保育政策の新たな方向性」において、過疎地域の定員充足率が

低下する状況を踏まえ、将来を見据えた保育提供体制の計画的な整備が必要としておりますこと

から、道におきましても、来年度、道内の現状と課題の可視化や市町村での検討に必要な論点を

整理、提供することを目的とした調査研究事業を実施することとしております。

○赤根広介委員 次に、保育士の勤務環境改善など、保育士の方々がやりがいを持って働き続け

ることができるよう、道として今後どう取り組むのか、所見を伺います。

○宮下准一委員長 子ども政策局長片山崇さん。

○片山子ども政策局長 保育士の勤務環境改善などについてでございますが、本道においては、

地方部のみならず、都市部におきましても保育士不足が顕在化してきており、多様化する保育ニ

ーズに対応していくためには、保育人材の確保対策は重要な取組と考えております。

道では、これまで、保育士の働き方などに知見を有するコンサルタントを事業所に派遣し、Ｉ

ＣＴによる業務効率化などの助言や個別研修を実施しますほか、保育所等の施設長や保育士の方
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々を対象とした魅力ある職場づくりに関するセミナーを開催するなどして、保育現場の勤務環境

の改善支援に取り組んできております。

道としましては、こうした取組を継続するとともに、引き続き、国に対し、さらなる処遇改善

につながる公定価格の設定を要望するなどして、保育士の方々がやりがいと誇りを持ち、安心し

て働き続けられる環境の整備に取り組んでまいります。

○赤根広介委員 新年度からは新たな事業も始まるので、引き続き、注視をしてまいりたいとい

うふうに思います。

次に、保育所等における保育士等による虐待が疑われる事案に対し、自治体が迅速に対応でき

る体制整備を行うとしているわけでありますが、具体の取組を伺います。

また、虐待の防止にどう取り組むのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 虐待事案への対応についてでございますが、昨年10月に施行さ

れた改正児童福祉法では、保育所等の職員により虐待を受けたと思われる児童を発見した者の通

報義務が創設され、通報を受けた都道府県による事実確認や児童の安全確保のために必要な措置

を取ることなどが規定されました。

このため、道では、保育所等での虐待を未然に防止するため、事業者や関係職員向けの研修を

実施しているほか、指導監査を担当する振興局職員等に対する虐待対応に関する技術力向上研修

を来年度新たに実施することとしており、保育の実施主体である市町村と緊密に連携しながら、

保育所等における虐待防止や子どもの安全確保に向けた取組を進めてまいります。

○赤根広介委員 保育機能の維持のためには、保育の質の確保が極めて重要と考えるところであ

ります。

今、答弁にもございましたが、市町村と緊密に連携をしながら、道としても、様々な子育て支

援サービスとの役割分担、地域における保育体制の在り方の協議を進めるなど、持続可能な保育

の提供体制づくりに取り組むとしているわけでありますが、どのように対応しているのか、伺い

ます。

○岩木子ども成育支援担当課長 持続可能な保育提供体制についてでございますが、道では、

「こども誰でも通園制度」の本格実施に向け、様々な機会を捉え、市町村や保育関係者と意見交

換を行い、保育人材の確保や職員の専門性の向上、利用児童の減少への対応などに関しても意見

を伺っているところでございます。

道では、来年度、将来を見据えた保育提供体制の検討に資するよう、道内の現状と課題を可視

化し、必要な論点を整理、提供する調査研究事業を実施予定であるほか、保育現場を訪問して保

育士の方々の声を聞く場や、市町村や保育関係団体と意見交換する機会をより積極的に設けるな

ど、現場目線での取組の充実を図ってまいります。

○赤根広介委員 保育について様々議論してまいりましたが、国では、未就園児と保護者の孤立

化を防ぐことなどを目的に「こども誰でも通園制度」を創設し、いよいよ本格的に実施されるわ

けであります。
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保育をめぐる環境が大きく変化をする中、地域の実情に応じた保育所運営や子育て支援サービ

スとの多機能化などの議論を進め、持続可能な保育・子育て支援の提供体制づくりに今後どう取

り組むのか、所見を伺います。

○片山子ども政策局長 今後の取組についてでございますが、少子化の進行などにより地域の保

育環境が変化する中、道内のどの地域であっても多様なニーズに対応した保育や子育て支援サー

ビスを提供していくことが重要と考えております。

道では、これまで、市町村や保育関係団体とも連携をし、「こども誰でも通園制度」の確実な

実施や、多様な子育てニーズを踏まえた保育提供体制の整備、サービス基盤を支える保育人材の

確保などに取り組んできたところでございます。

道としては、こうした取組を継続するとともに、来年度、新たに、保育士養成校等と連携した

人材確保の取組や、市町村による計画的な保育提供体制の検討を支援するための調査研究事業を

実施しますほか、今後とも、市町村や関係団体、北海道こども施策審議会の意見も伺いながら、

地域の実情に応じたサービス提供体制が確保されるよう取り組んでまいります。

○赤根広介委員 全道各地の地域でしっかりと保育体制が維持されるか、まさに今が正念場だと

思いますので、しっかりとした取組を求めておきたいと思います。

次に、私が非常に大事だと思っておりまして、これまでも議論を重ねてきております、いわゆ

る子どもの居場所についてであります。

北海道こども計画では、子どもの居場所づくりの推進を掲げているわけでありますが、子ども

の居場所の中でも、子ども食堂の設置状況がどうなっているのか、未設置の自治体はないのか、

伺います。

また、現状や課題をどう認識しているのか、併せて伺います。

○宮下准一委員長 子ども家庭支援課長中村浩さん。

○中村子ども家庭支援課長 設置状況などについてでありますが、令和７年４月時点で市町村が

把握している子ども食堂は、83市町村に389であり、96市町村で未設置となっております。

道内の設置数は毎年増加しておりますが、最近の傾向といたしましては、子どもや保護者に限

らず、高齢者などの地域住民にも広く利用されるなど、多世代が集う地域交流の場となっており

ます。

また、道内の子ども食堂を支援する団体が行った運営者を対象とするアンケートによります

と、困っていることとして、資金調達が最も多く34％、次いで、スタッフの確保が11％となって

おり、資金面や人材面で課題があると考えられるところです。

○赤根広介委員 非常に役割が大きくなってきているのではないかというふうに思うわけであり

ます。

一方、未設置の自治体は96との答弁でありますが、その理由を伺うとともに、道としてどう対

応されているのか、伺います。

また、こども計画では、子ども、若者に身近な地域である市町村による取組を支援するととも
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に、必要に応じて市町村区域を超えた広域的な子どもの居場所づくりに向けた取組を進めるとあ

るわけでありますが、こうした取組には具体的にどのようなものがあるのか、併せて伺います。

○中村子ども家庭支援課長 未設置市町村への対応についてでありますが、子ども食堂は、地域

住民や民間団体等が開設するなど様々な形態があり、その多くは自主的に実施しており、地域に

おける人材不足や資金調達などの運営者側の理由のほか、放課後児童クラブや学習支援などの他

の子どもの居場所の確保が進んできていることも設置されない要因の一つとして考えられるとこ

ろです。

道では、これまで、子どもの居場所に関する運営費の助成など、各種支援策の活用について広

く周知し、市町村や関係団体に積極的な活用を促してきたほか、新規開設希望者等を対象とした

相談対応やコーディネーター派遣による研修会の開催などに取り組んできているところです。

広域的な取組についてでありますが、道では、市町村の取組を支援しながら、全ての子ども、

若者を対象に多様な居場所づくりを進めることとしており、市町村の区域にとどまらない取組と

いたしましては、ヤングケアラー同士が悩みや経験を共有するヤングケアラーズカフェの開催や

オンラインサロンの開設、児童養護施設の入所等を経験された方が気軽に立ち寄ることのできる

相互交流の場を提供しております。

○赤根広介委員 子どもの居場所の重要性は、繰り返しになりますが、一層、その重要性を増し

ていくものと考えるわけであります。

一方、子ども食堂をめぐっては、普及とともに、国や自治体が本来担うべき役割である社会の

セーフティーネットを担うことを課題とする意見も聞かれます。

例えば、災害の際、避難所での炊き出しを子ども食堂が行っています。これは非常にすばらし

いことでありますが、こうした事例も全国的には見受けられるわけであります。

道は、今後、子どもの居場所づくりと安定的な運営にどう取り組むのか、所見を伺います。

○宮下准一委員長 子育て支援担当局長桑原知己さん。

○桑原子育て支援担当局長 子どもの居場所づくりに関しまして、今後の取組についてでござい

ますが、子ども食堂をはじめとした子どもの居場所は、様々な特性を持つ子どもたちが家庭や学

校以外の身近な地域において安心、安全に過ごすことができ、信頼できる大人や仲間との出会い

の場として重要な役割を果たしており、道では、これまでも、子ども食堂の立ち上げに向けた支

援や研修、情報共有の場の提供などを通じて、市町村や民間団体の居場所づくりを促してきたと

ころでございます。

道といたしましては、引き続き、運営費補助などの各種支援策を広く周知し、活用を働きかけ

るほか、地域の好事例を民間団体や市町村等の関係機関と共有するなどして、地域の実情に応じ

た多様な居場所が確保されるよう取り組んでまいります。

○赤根広介委員 昨今の物価高で、子どもの居場所である子ども食堂も非常に大きなダメージを

受けているわけでありますので、道として、もう一歩支援を強めていただきたいということは指

摘させていただきます。
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次に、子どもの体験活動促進事業について伺います。

道では、保護者の就労環境や所得など家庭の状況が、子どもの学力や体験の機会に影響を与え

るといった子どもの教育における格差が指摘されていることを踏まえ、今年度より、子どもの体

験活動促進事業を実施していると承知しております。

そこでまず、事業概要と今年度の取組について伺います。

○中村子ども家庭支援課長 事業概要などについてでありますが、家庭の所得状況や生育環境の

違いによって子どもの学びや体験の機会に格差が生じておりますことから、道では、遊びや文

化、スポーツなどの機会に恵まれない子どもなどを対象に、体験機会を提供している団体に対し

て必要な経費を補助する取組を今年度から実施しております。

具体的な事業内容といたしましては、地域の母子会や子ども食堂などを運営する団体等を補助

対象者として、芸術鑑賞やスポーツ観戦、キャンプなどの子どもが体験する事業を実施する際の

公共交通機関利用にかかる交通費や傷害保険料、入場料や宿泊料などの経費に対し、１団体当た

り10万円を上限に補助を行うものでございます。

○赤根広介委員 令和８年度は、今年度の事業で得たノウハウを関係者で共有するとしておりま

す。

そこで、事業の成果と課題をどう認識されているのか、伺います。

また、補助金交付要綱を見る限り、補助対象事業者は幅広に感じるわけでありますが、関係者

とはどのような方を対象とし、どのようにノウハウの共有を図るのか、伺います。

○中村子ども家庭支援課長 成果などについてでありますが、今年度は、申請のあった８件の事

業に対して補助を行っており、事業を実施した事業者からは、宿泊や遊びなどの体験機会の確保

という点で有意義だった、初めて利用する公共交通や地域文化に触れる体験を楽しめたなど、事

業の目的に沿った成果が見られる御意見のほか、補助対象外の食事代分の負担ができず、不参加

となった方もいたといった課題となる御意見もいただいたところでございます。

道といたしましては、こうした御意見も踏まえ、補助対象経費の見直しなどについて検討を行

うとともに、北海道母子寡婦福祉連合会や子ども食堂ネットワーク等の事業の実施主体となり得

る団体と実施例などを情報共有するなどし、今後、体験機会事業の活用が図られるよう取り組ん

でまいります。

○赤根広介委員 本事業につきましては、より多くの業界団体や企業に認知され、そして、参画

をしていただくことで、より多様な体験の機会を創出することができる可能性を秘めていると私

は考えるわけであります。

例えば、私の地元の登別市は、観光を基幹産業としているわけでありますが、さきの一般質問

でも議論をさせていただいたように、深刻な人手不足で、策定中の第６期北海道観光のくにづく

り行動計画案の方向性では、観光産業等についての教育活動に係る外部人材の活用や体験活動な

ど、小中学生等に対する観光教育の推進、さらに、地域学習を通じた道民のシビックプライドの

醸成等が明記されているわけでありまして、教育現場や地域、そして、家庭における取組や理解
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が重要と考えているところであります。

そこで、例えば、母子・父子福祉団体と地域の観光協会などが連携をすることによって、宿泊

業の仕事を体験しつつ、御家族の皆さんで宿泊できる、そういった特別なプランの醸成も検討に

値するではないかと私は考えるわけであります。

ただいま述べたものは一つの事例でありますが、先ほど申し上げたとおり、様々な業界や団体

も巻き込み、協力をいただきながら、子どもの体験活動促進事業を大きく育てていただき、まさ

に「こどもまんなか社会」の実現に向けた社会の機運醸成や意識改革にもつながるよう取り組む

べきと考えるわけでありますが、新年度の取組について所見を伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部子ども応援社会推進監竹澤孝夫さん。

○竹澤保健福祉部子ども応援社会推進監 子どもの体験活動に関する今後の取組についてでござ

いますが、子どもたちの健やかな成長のためには、家庭の所得状況や生育環境の違いにかかわら

ず、遊びや文化・芸術活動といった様々な体験に触れることが重要と考えており、来年度は、ラ

イフデザインにつながる仕事や地域社会を知るための体験活動も対象にした事業の実施を考えて

いるところでございます。

こうした中、ひとり親関係団体からは、子どもの体験機会の拡充に対する要望をいただいてお

りますほか、宿泊事業者の団体からは、社会貢献活動の一環として支援を行いたいという申出を

いただいているところであり、現在、協議を行っているところでありますが、今後、連携協定を

締結している民間企業等に対しましても、体験の場の提供などの支援を呼びかけるなど、民間企

業や団体等との協働による事業の拡大を検討し、子どもの体験活動のさらなる充実に向けて取り

組んでまいります。

○赤根広介委員 今、竹澤監から新年度の事業の構想を述べていただきました。

「こどもまんなか社会」の実現のため、こうした企業や団体、応援団会議に参画している企

業、そして、そこに参加している団体にも周知していくことで、この活動がもっともっと大きく

成長するというふうに思います。

当然、子どもの格差というものは望むべきものではありませんが、現実として、それがどうし

てもある以上、そこを少しでも縮めていくのが私たちの役割だと思いますので、しっかりとこの

事業を推進していただくよう指摘をさせていただきます。

次に、難病を患った子どもが家族と自由に過ごせる「こどもホスピス」について、国内、道内

での設置状況を伺います。

また、こどもホスピスについて、「こどもまんなか社会」の実現を目指す道の認識を改めて伺

います。

○中村子ども家庭支援課長 こどもホスピスの設置状況などについてでありますが、道内では、

複数の民間支援団体が重い病気や障がいを抱える子どもとその御家族を対象に、一時的に治療や

療養している施設を離れ、家族だけで過ごす宿泊場所の提供や、キャンプ等の体験イベントを開

催するなど、多様な活動を実施しているところです。
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道といたしましても、重い病気や障がいを抱える子どもとその御家族にとり、療養中の精神

的・経済的負担の軽減につながるよう、民間団体の活動を支援していく必要があると考えている

ところでございます。

なお、道外では、横浜市と大阪市に「こどもホスピス」の施設が開設されていると承知をして

おります。

○赤根広介委員 今、こどもホスピスについての議論を約１年半ぶりにさせていただいているわ

けでありますが、こども家庭庁も実態調査を実施していると承知しております。

新設はかなりハードルが高いということですが、そうした運営面での課題について道としてど

う捉えているのか、伺います。

また、新年度予算案では、重い病気や障がいを抱える子どもたちの居場所と親子が交流できる

イベントの普及啓発事業を実施し、支援体制の強化を図るとしているわけでありますが、具体の

取組を併せて伺います。

○中村子ども家庭支援課長 運営面での課題についてでありますが、重い病気等を抱える子ども

とその御家族を支援する民間団体の活動において、医療、福祉の制度で対応できない多様な支援

を行うことができる一方で、民間の補助金や助成金、寄附金を主たる財源として活動しており、

国の調査では、３割以上の団体が資金不足や人材不足等で運営が困難と回答していると承知をし

ております。

また、道内では、民間支援団体の活動に対する認知度も十分とは言い難いことから、道といた

しましては、団体の活動の認知度を向上させ、運営面に関する民間資金やボランティア等の人材

を確保することが課題と考えているところでございます。

普及啓発事業についてでありますが、道では、来年度、道内の民間支援団体をサポートするた

め、重い病気などを抱える子どもとその御家族の支援に関し、関係団体等で構成する協議会を開

催し、御意見を伺いながら、道内各地で普及啓発イベントを実施することとしており、民間支援

団体の活動などに関する認知度の向上や支援に対する機運の醸成を図ってまいります。

○赤根広介委員 私は、今答弁いただいた内容では必ずしも十分ではないのではないかと思うわ

けであります。

そこで、重度の疾病や障がいを抱え、生命を脅かす可能性のある状態にある子どもたちの居場

所である「こどもホスピス」の今後の取組について所見を伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長鈴木義和さん。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 重い病気などを抱える子どもとその御家族へ

の支援に関する今後の取組についてでございますが、道といたしましては、これまで、こうした

支援活動について道民の理解を深めていただくためのシンポジウムを開催してきたほか、医療機

関を通じて、療養中のお子さんの希望や退院後に必要なサポートなどについて、保護者などへの

調査を実施し、年度内に取りまとめることとしております。

今後、道といたしましては、調査結果を踏まえ、医療・福祉関係団体などが参画する協議会で
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支援の現状や課題などについて御意見を伺い、各地域における民間支援団体の特色ある活動の充

実に向けた方策を検討するなど、重い病気や障がいとともに生きる子どもたちとその御家族への

支援体制の充実に向けて取り組んでまいります。

○赤根広介委員 年度内に調査結果を取りまとめるということでありますが、やはり、先ほどの

答弁であったように、課題は資金不足や人材不足であります。

そうした意味においては、民間支援団体の活動の充実に向けた方策を検討するということであ

りますので、やはり、何らかの直接的な運営支援というものをその選択肢の中にしっかりと入れ

ていくべきだと私は考えるわけでありますが、重ねて所見を伺います。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 病気や障がいを抱える子どもとその御家族へ

の支援についてでございますが、道内各地域において、多様なニーズを要するお子さんやその御

家族に対しまして支援を行う民間団体などによる特色ある活動の充実が図られることが重要と考

えてございます。

道といたしましては、年度内に取りまとめる保護者などに対する調査結果を踏まえ、医療・福

祉関係団体などが参画する協議会において幅広く御意見を伺いながら、支援方策を検討するなど

して、重い病気や障がいとともに生きる子どもたちとその御家族への支援体制の充実に向けて取

り組んでまいります。

○赤根広介委員 また動向を注視していきたいと思いますが、支援方策の検討については、引き

続き議論していきたいというふうに思います。前向きな検討をぜひお願いしたいと思います。し

っかりと検討していただきたいと思います。

次に、周産期医療などについてであります。

国の「こどもまんなか実行計画2024」では、出産に関する支援等のさらなる強化として、安全

な無痛分娩の推進が掲げられているわけであります。

そこで、道では、道内の無痛分娩を取り扱う医療機関の状況把握に努めるなど、妊婦の方々が

安心して安全に出産できる環境の整備に取り組むとしているわけでありますが、道内の状況把握

をどのように行い、結果はどうであったのか、まず伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 無痛分娩に関する状況把握についてでございますが、道では、

道内の実施状況を把握するため、産科を標榜する道内134の医療機関を対象に調査を昨年11月に

実施いたしまして、90施設から回答をいただきました。

分娩を取り扱う49施設中、無痛分娩対応施設は20施設で、12施設が札幌市に所在をしておりま

した。

無痛分娩の取扱実績は、令和５年度は13施設、約1800件であったのに対し、直近の令和６年度

は18施設、約1900件と、対応施設数、取扱実績ともに前年度より増加しておりました。

○赤根広介委員 率直に私の想像よりは多いなというのが実感であります。

そこで、国では、妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会を設置し、議

論をしてきたわけでありますが、この検討会で取りまとめられた「議論の整理」では、無痛分娩
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についてどのような議論が交わされ、整理されたのか、伺います。

○宮下准一委員長 地域医療課医療参事村松司さん。

○村松地域医療課医療参事 無痛分娩に関する議論等についてでございますが、検討会では、平

成30年に無痛分娩関係学会・団体連絡協議会が組織され、安全な提供体制に向けた取組が行われ

ていることや、無痛分娩の実施率が上昇しているといった現状を踏まえ、安全で効果的な無痛分

娩を実施するには、産科医、麻酔科医に一定の習熟が求められる、実施する医療機関の体制や研

修等の実態把握を進めるべきといった今後の検討課題等への意見が上げられております。

また、支援等の方向性として、希望する妊婦が安全な無痛分娩を選択できる環境整備を進める

べき、安全で質の高い無痛分娩の提供体制の確保に取り組む必要がある、無痛分娩を選択するこ

とに対する偏見をなくすため、正しい理解を広める必要があるといった意見があったと承知して

おります。

○赤根広介委員 次に、北海道医療計画で掲げる、無痛分娩を実施する医療機関について、無痛

分娩関係学会・団体連絡協議会が実施する研修、情報公開、有害事象分析事業への参画にはどの

ように取り組み、その成果がどうなっているのか、伺います。

○村松地域医療課医療参事 取組の内容等についてでございますが、道では、無痛分娩関係学

会・団体連絡協議会が実施する医療スタッフの研修、無痛分娩の提供体制に係る情報公開、安全

性向上のためのインシデント、アクシデントの収集、分析、共有等の取組について、道内の分娩

実施医療機関に対して継続的に周知を図っているところでございます。

また、道内の医療機関において、新たな無痛分娩の開始や、実施が未公開であることを道が覚

知した場合は、医療機関に対し、無痛分娩関係学会・団体連絡協議会が行っている情報公開に協

力するよう依頼しているところであり、こうした結果、本年３月10日時点では、道内18か所の医

療機関で無痛分娩を提供している旨、公開されているところでございます。

○赤根広介委員 そこで、国の検討会の議論でも幾つか課題が挙げられているわけであります

が、本道で無痛分娩を進める上での課題をどのように認識されているのか、伺います。

また、昨年から東京都では独自支援が開始をされているわけであります。出産における多様な

ニーズが尊重されるよう、道においても無痛分娩に対して独自の支援策を講じるべきではないか

と考えるわけでありますが、所見を伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 無痛分娩に関する課題についてでございますが、道の調査で

は、無痛分娩の対応施設が都市部に偏在していること、対応可能なのは麻酔科医の勤務日に限ら

れること、実施施設の中でも国が推奨する講習会を受講できていない助産師や看護師がいること

といった現状にありますほか、麻酔科医等の専門人材とともに、分娩の安全性の確保が困難との

声や、現場の医師などからは、無痛分娩のリスク等の正しい知識の普及が必要との御意見もいた

だいたところでございます。

道といたしましては、希望する妊婦がリスクやデメリットを理解した上で、ガイドラインの標

準化などの安全管理体制が確立されるなど、安全な無痛分娩を選択できる環境を整備する必要が
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あると考えております。

無痛分娩への支援についてでございますけれども、国の検討会では、無痛分娩の保険適用化に

関し、質の向上の観点から肯定的な意見がある一方で、時期尚早との意見もあったと承知をして

おります。

昨年12月の国の社会保障審議会の部会では、無痛分娩に関し、実施施設に地域差があること、

リスクやデメリットがあることを踏まえ、まずは安全に無痛分娩を提供できる体制整備が必要と

の意見があったところであり、道といたしましては、今後とも、国の検討状況を注視しながら、

医療関係団体と道の調査結果を共有し、無痛分娩とその支援の在り方について御意見を伺ってま

いります。

○赤根広介委員 まだなかなか前向きな答弁をいただけないのは、やむを得ないのかなと思うわ

けであります。

今まで無痛分娩の実績がない岩手県では、新年度予算案で、無痛分娩を始める施設に向けての

必要経費の補助、そして、周産期の救急医療への対応と産後ケアの受皿拡充を合わせて計6000万

円を予算計上していると。これは、当然、人口減少だとかの様々な要素からの一つの対策ではあ

りますけれども、しっかりとした危機感を持ちながら、出産の多様なニーズに応えていくという

姿勢を打ち出しているわけであります。

今、出産の無償化に向けて、国も法案を提出しており、これから議論がされていく中でありま

すが、やはり、本道の人口減少の状況を踏まえても、実績は一定程度あるかと思いますので、無

痛分娩の支援についてもぜひ前向きに検討していただきたいということを指摘させていただきま

す。

今後の取組についてでありますが、年少人口の減少、そして、出生数の低下を含めた医療需要

が変化していく中で、やはり、中長期的な視点に立つ必要があると思うわけであります。

各地域で高度・専門的な小児・周産期医療を維持できれば、それは何より望ましいことであり

ますが、現実的にはなかなか難しい状況の中で、そうした維持に限られた医療資源をやみくもに

割くのではなくて、あえて地域では機能の選択と集中を図り、人口の集中する札幌・石狩圏など

でより高度な専門医療に特化し、必要なときには全道各地から速やかに必要な医療を提供できる

仕組みを構築するなど、全道的な視点で小児・周産期医療の質をしっかりと確保していく、こう

した発想も必要だと私は考えているわけであります。

こうした発想は、現行の医療計画のその先の取組になるのかもしれませんが、今後どのように

小児・周産期医療を維持していくのか、所見を伺います。

○宮下准一委員長 地域医療推進局長竹内正人さん。

○竹内地域医療推進局長 今後の取組についてでございますが、道では、これまで、周産期母子

医療センターや小児地域医療センターなどと地域の医療機関が連携を図りながら、症状等に応

じ、高度・専門医療に至るまでの体系的な医療提供体制を構築するほか、本道の広域性を踏ま

え、高度・専門的な医療を大学病院等で提供できるよう、ドクターヘリやメディカルウイングを
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活用した搬送体制も整備してきているところでございます。

道といたしましては、本道における人口減少や少子化の進行を踏まえた医療提供体制につい

て、今後、国から示される新たな地域医療に関するガイドラインも参考としつつ、総医協や医育

大学の御意見を伺い、周産期母子医療センターなど、関係医療機関との連携を図りながら、小

児・周産期医療体制の確保に努めてまいります。

○赤根広介委員 私は、「こどもまんなか社会」の実現というものは、日本の社会自体を大きく

変えていく大事な取組だというふうに考えているわけであります。

最後に、「こどもまんなか社会」の実現を目指す北海道として、話題のラーケーションに関

し、その意義や導入の必要性について、子ども応援社会推進監の所見を伺います。

○竹澤保健福祉部子ども応援社会推進監 ラーケーションなど、親子での体験活動等についてで

ございますが、遊びや体験活動は子どもの健やかな成長の原点であり、様々な体験を通じて自己

肯定感や自己有用感を高め、自分らしく社会生活を営むことができるようになることから、こう

した機会を増やしていくことは大変重要と認識しております。

いわゆるラーケーションにつきましては、遊びや体験活動の機会の創出に有用であると考えら

れますが、現在、道教委において、他県の取組の検証や、各市町村、関係団体の方々などの意見

を伺っていると承知しておりまして、その状況を注視してまいります。

一方で、道では、親子で参加できるイベントの情報発信や、文化、芸術、スポーツなどの体験

機会を提供するための取組を進めておりまして、こうした活動に積極的に参加していただくため

には、保護者の方々の休暇取得促進などの環境整備も必要であります。

道といたしましては、関係部局とも連携をしながら、子どもの様々な学びや多様な体験の機会

を確保するなどして、子育てに関する道民意識の醸成を図り、本道の子どもたちが健やかに成長

できる地域社会の実現に向け、取り組んでまいります。

○赤根広介委員 ぜひ、道教委を言い訳にせず、そこを突破していただくのが竹澤さんの役割だ

ということでエールを送って、この子ども政策については知事に直接お伺いさせていただきます

ので、委員長のお取り計らいをお願い申し上げます。

次に、地域医療と道民福祉について伺います。

市立室蘭総合病院の閉鎖については、我が会派の代表質問でも議論させていただいたところで

ありますが、室蘭市では、対策本部で製鉄記念室蘭病院へ移管する機能について協議するとして

おりまして、患者の受皿の確保は最重要課題と言えるわけであります。

一方、道におきましては、地域における協議、議論の場として、西胆振の地域医療構想調整会

議を設けており、議論を進めるとしているわけであります。

そこで、対策本部と調整会議の関係性がどうなるのか、今後の進め方と併せて所見を伺いま

す。

○竹内地域医療推進局長 調整会議における協議などについてでございますが、室蘭市が設置い

たしました対策本部は、患者の方々の受皿の確保や製鉄記念室蘭病院への機能統合など、地域医
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療体制の確保のほか、病院職員の再就職、持続可能な財政基盤の確立など、様々な課題への対応

を図るため設置されたものと承知しております。

他方、地域医療構想調整会議は、医療機関や医師会等関係団体の参画の下、病床の機能分化、

連携等による将来目指すべき医療提供体制の実現に向け、医療機関が相互に協議する場として道

が設置しているものでございます。

道といたしましては、対策本部における市と周辺医療機関との個別協議の状況を調整会議の場

で定期的に共有いただきますとともに、圏域全体で検討が必要な事項について協議を進めなが

ら、地域の方々が安心して必要な医療を受けられるよう取り組んでまいります。

○赤根広介委員 この問題は、地域医療のみならず、例えば、現在513人いる正職員がもし望め

ば道職員へと転職する、こうした希望についても、今後、市からの相談も考えられるわけであり

ます。

幅広く影響が及ぶことが想定されるわけでありますので、道としても、当然、保健福祉部がま

ずは窓口の中心となりながらではありますけれども、総務、経済、総合政策など、まさに全庁を

挙げた支援、対応の体制確立を求めるわけでありますが、今後の対応について所見を伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部長古岡昇さん。

○古岡保健福祉部長 市立室蘭総合病院に関しまして、今後の対応についてでございますが、道

では、一昨日、室蘭市から、病院の統合再編に伴う様々な課題に対応していくため、市長を本部

長とする対策本部を設置したと伺ったところでございます。

道への協力要請の内容などにつきましては、この対策本部の下に設置いたします検討チーム

で、今後、協議の上、取りまとめる予定とお聞きをしてございます。

道といたしましては、引き続き、市と情報共有を図りながら、庁内関係部局が連携し、丁寧に

対応してまいります。

○赤根広介委員 現在、既に、薬剤師の方で2025年度末で退職される方が２名おり、運用上望ま

しい12名体制から７人体制となるということで、例えば、救急医療確保のための体制整備などに

ついても懸念があるわけであります。

どうしても、閉院ということで、ネガティブなイメージが先行してしまうわけでありますが、

再編統合してしっかりと地域の医療を守っていく、こうした前向きな姿勢というものを、今後、

地域の皆さんにも、北海道、道民に対しても訴えていかなければいけないというふうに考えるわ

けであります。

古岡保健福祉部長におかれましては、まさに道政の中心で、この間、長年にわたり北海道の発

展、そして、道民福祉の向上のために御尽力をされてきたわけであります。

そこで、これまでの経験も含めて、今後の本道の発展、地域医療と道民福祉の向上にどう臨ん

でいくか、最後に所見を伺いつつ、この問題につきましても知事に直接お伺いしたいということ

をあらかじめ申し上げまして、私の質問を終わります。ありがとうございました。

○古岡保健福祉部長 通告がございませんでしたので、ちょっとなかなか何を申し上げていいか
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はあれなのですが、まず、この２年間、保健福祉行政を担当させていただきまして、様々御議論

をさせていただきました。

今、目の前には、市立病院という大きな病院の閉鎖といった課題もございます。これが直近で

最も大きな課題なのかもしれませんし、さらに大きなことを申し上げますと、保健医療行政は大

変大きな課題を抱えている分野でございますので、毎年毎年、制度が変わって、対応した頃には

また新しい問題が生じてくるといったこともございます。

引き続き、私ども、力を合わせてしっかり対応してまいります。ありがとうございます。

○宮下准一委員長 赤根委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

以上で通告の質疑並びに質問は終了いたしました。

総括質疑に保留された事項については本委員会において質疑を行うこととし、これをもって、

保健福祉部所管に関わる質疑並びに質問は終結と認めます。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午前11時32分休憩

午後１時１分開議

○木葉淳副委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

１．総合政策部所管審査

○木葉淳副委員長 これより総合政策部所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

和田敬太さん。

○和田敬太委員 それでは、北海道グローバル戦略について質問をさせていただきます。

アメリカ第一主義による様々な国際施策の動きと各国の影響など、国際情勢が不安定な状況に

あります。こうした国際情勢の変化や流れに的確に対応しながら、外国人材の確保をはじめ、イ

ンバウンドや投資の呼び込みなど、海外との交流を北海道の発展につなげていくことが重要であ

ります。これまで、道では、平成29年に策定した北海道グローバル戦略に基づき、国際施策の推

進に取り組み、様々なグローバルリスクに対応しながら本道の国際化を着実に進めてきたものと

認識をしております。

先日の総合政策委員会では、来年度からスタート予定の第２期北海道グローバル戦略案が報告

されたところであります。この新たな戦略では、「地域と世界が調和しながらともに発展し、世

界で輝く北海道」との目指す姿や、その実現に向けた三つの展開方向が示されており、目まぐる

しく変化する国際情勢や、その動向をめぐる国内外の動きに対応しながら、国際施策がさらに推

進されるものと期待をしております。

そこで、新たな戦略の策定及び戦略に基づき、来年度、どのように国際施策を展開していくの

か、以下、お伺いをしてまいります。
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まず、新たなグローバル戦略の策定について、これまで、外部の皆様の意見聴取など、どのよ

うに検討を進めてきたのか、お伺いをいたします。

○木葉淳副委員長 国際企画担当課長齊藤祐紀さん。

○齊藤国際企画担当課長 戦略の検討についてでございますが、新たなグローバル戦略の策定に

当たりましては、ジェトロやＪＩＣＡをはじめ、経済や各産業団体、学識経験者や外国人コミュ

ニティーなど、国際関連施策に関する様々な分野において知見を有する有識者から、昨年４月以

来、数度にわたり意見聴取を行ってまいりました。

加えまして、市長会や町村会など団体への意見照会を行うとともに、地域の企業や市町村など

にお伺いし、国際関連の取組や直面する課題についてヒアリングを実施したところでございまし

て、国際情勢をめぐる国内外の動向や、道内地域の実情も踏まえた幅広い観点から多様な御意見

をいただき、現戦略の振り返りや新たな戦略の策定に向けた検討を重ねてまいりました。

さらに、昨年11月下旬より約１か月間実施しましたパブリックコメントにおいて、広く道民の

皆様にお示しし、子どもや外国人を含む19名から32件の御意見をいただいたところでございま

す。

○和田敬太委員 次に、地域ヒアリングについてお伺いいたします。

新たな取組として、先進的な取組を行っている地域の団体などにヒアリングを実施したとのこ

とでありますが、その具体的な内容と、戦略の案にどのように反映されているのか、お伺いいた

します。

○齊藤国際企画担当課長 地域の皆様へのヒアリングについてでございますが、道内では、幅広

い分野で海外と地域のつながりが強まり、外国人住民も増加する中、各地域において、多様な主

体が多文化共生などの創意工夫あふれる取組を展開しておりまして、新たな戦略の策定には地域

の実情を踏まえた検討が必要と認識したところでございます。

このため、道では、全ての振興局地域におきましてヒアリングを実施することといたしまし

て、国際局と振興局職員が現地を訪問し、約60者の皆様から、インドネシアの方々の増加など出

身国・地域の多様化や、人材定着に向けた工夫、地域住民との交流機会が少ないことなど、取組

の背景や成果、直面する課題などを直接お伺いしたところでございます。

こうして集めました地域の皆様の取組や貴重なお声につきましては、戦略の土台となる現状、

課題や施策の方向性などの検討に生かすとともに、他地域の参考となり得る身近で特徴的な23の

事例を紹介するパートを新たに設け、取組の横展開を促進してまいりたいと考えております。

○和田敬太委員 地域の取組の横展開は、本道全体の国際化の底上げに重要であり、戦略の積極

的な周知が期待されるところであります。

新たな戦略では、地域の取組の推進のほか、三つの展開方向と重点国・地域について記載をさ

れておりますが、その内容についてお伺いいたします。

○齊藤国際企画担当課長 戦略推進の基本的な考え方についてでございますが、経済や社会のグ

ローバル化が進展する中、海外との交流を本道の持続的な発展につなげていくことが重要と認識
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しております。

このため、道では、新たな戦略の目指す姿といたしまして、「地域と世界が調和しながらとも

に発展し、世界で輝く北海道」を掲げまして、「外国人を引きつけ、共生する地域づくり」など

の三つの展開方向に基づき、外国人材の確保と定着や多文化共生、リスクへの対応強化など、国

際情勢をめぐる国内外の動向を踏まえ、多様な主体と連携しながら地域の発展につなげる取組を

進めることとしております。

また、新たに設定した「ターゲットやニーズの明確化」などの施策横断的な視点に基づき、こ

れまで交流を重ねてまいりました地域に、インドなどの新たな交流先を加えた重点国・地域を設

定し、海外との交流を戦略的に進めるとともに、アフリカなどを注目エリアとして交流の可能性

を探求するなど、将来を見据えた関係づくりにも取り組むこととしております。

○和田敬太委員 ありがとうございます。

次に、各分野についてお伺いいたします。

まず、外国人材の受入れと共生についてであります。

グローバル戦略で示されているとおり、本道では、全国より速いペースで人口減少が進み、人

手不足が大きな課題となっております。外国人材の確保は、本道経済の持続的発展に向け必要不

可欠な取組であります。

令和９年度から、現在の技能実習に代わり、育成就労制度が開始されることとなっており、本

年１月には分野別運用方針が策定されました。制度の詳細が見えてきたところでありますが、制

度開始に向け、どのような課題があると認識しているのか、お伺いをいたします。

○木葉淳副委員長 外国人材担当課長山本英司さん。

○山本外国人材担当課長 育成就労制度についてでございますが、本制度では、現行の技能実習

制度と異なり、本人意向による転籍が可能となりますが、国では、東京都、大阪府、愛知県など

８都府県内の過疎地域を除く地域を大都市圏等、それ以外を地方と位置づけ、育成就労外国人が

大都市圏等に過度に集中しないよう、地方の受入れ機関に対し、一定条件下での受入れ人数枠の

拡大や、転籍者の割合を緩和する措置を設けたところです。

一方、大都市圏等と地方における受入れや転籍の状況等を継続的かつ的確にモニタリングする

指標が設定されていないため、地方への配慮施策の実効性の確保が課題と考えます。また、農

業、漁業、建設など分野別の運用方針におきましては、各分野の受入れ上限となる受入れ見込み

数が設定されていますが、上限に近づく場合等の具体的な対応手順が示されていないため、こう

した場合の地域への影響が懸念されるところでございます。

○和田敬太委員 次に、外国人材の確保についてお伺いをいたします。

道内では、１次産業などを中心に外国人材の受入れが進んでおりますが、人手不足の緩和に向

けた潜在的なニーズは今後さらに大きいものと考えられます。

道では、外国人材の安定的確保に向けて、来年度、どのように取り組んでいくのか、お伺いを

いたします。
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○木葉淳副委員長 外国人材担当局長内藤敏徳さん。

○内藤外国人材担当局長 外国人材の確保に向けた取組についてでございますが、本道では、様

々な分野で人手不足が深刻化しており、今後も人口減少と高齢化が続くと見込まれるほか、育成

就労制度の開始後には、本人意向の転籍により、外国人材の道外への転出数の増加が懸念される

ところでございます。

このため、道といたしましては、外国人相談センターによる多言語対応や、地域で日本語を学

べる環境づくりを進めるとともに、中小企業などにおける外国人材の採用意欲を喚起するため、

地域の産業支援機関等と連携した事業者向けセミナーの開催や、定着につながる取組の好事例を

積極的に紹介するプッシュ型支援など、外国人の採用と道内への定着に向けた取組を推進するほ

か、国の総合的対応策に掲げられた政策の具体化を注視しつつ、地域の意向も踏まえながら、国

への要望など必要な対応に努めてまいります。

○和田敬太委員 次に、日本語教育についてお伺いいたします。

外国人材が地域で安心して働き、定着していくためには、日本語教育の充実が極めて重要であ

ると考えます。

広域分散型である本道において、地域の日本語教育の機会の確保に向け、来年度、どのように

取り組んでいくのか、お伺いをいたします。

○山本外国人材担当課長 日本語教育についてでございますが、道では、多文化共生の実現など

に向けまして取組方向を整理しました「外国人材の受入拡大・共生に向けた対応方向」におい

て、外国人が日本の文化や地域の慣習・慣行等を理解できる環境づくりを推進することとしてお

りまして、これまで、道内各地において、日本語教育に携わる人材の育成や日本語教室のモデル

開催のほか、国の補助金を活用し、市町村等が行う日本語教室の運営などを支援する取組を進め

てきたところでございます。

道といたしましては、今後、外国人住民の方々が広域に分散して居住している本道の特性を踏

まえ、市町村や事業者等、地域の意向や外国人住民の声をお伺いしながら、対応方向の充実を図

り、日本語教育に携わる方々が広域に活動できる体制づくりや、対面とオンラインを組み合わせ

た学習機会の提供など、持続的な日本語教育環境の構築に取り組んでまいります。

○和田敬太委員 次に、外国人地域おこし協力隊についてお伺いします。

来年度予算の重点政策において、外国人地域おこし協力隊を活用した新たなモデル事業が掲載

されております。外国人材の地域への定着に向け、身近な相談相手として、その活躍が期待され

るところであります。

そこで、外国人地域おこし協力隊の役割と活動内容、その成果をどのように地域へ広げていく

のか、お伺いいたします。

○内藤外国人材担当局長 地域おこし協力隊についてでありますが、在住外国人が増加を続ける

中、道内の市町村においては、日本の制度、ルールやマナーの理解不足による住民トラブルや、

根拠のない情報による外国人への偏見や誤解など、外国人をめぐる様々な課題が顕在化してきた
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ところでございます。

このため、道では、来年度、新たに外国人地域おこし協力隊を振興局に配置し、母国語を活用

した日本語学習支援や生活オリエンテーションの実施、地域住民との交流の場づくりなど、より

外国人住民の目線に立った細やかな支援を展開することとしたところでございます。

この取組を通じて、道内で働き暮らす外国人の方々に対し、日本語能力の向上や地域住民との

相互理解の促進などを図るとともに、各地域での取組から得られた知見や成果を道内市町村へ広

く展開していくことを通じ、外国人の方々が、地域社会の一員として安全、安心に暮らし、定着

を促す環境づくりを進めてまいります。

○和田敬太委員 次に、道内企業の海外展開に向けた取組についてですが、揺れ動く米国の関税

政策や中国による一連の措置など、様々なグローバルリスクが顕在化する中、人口減少による国

内市場の縮小も踏まえますと、道内企業の海外展開は今後ますます重要になると考えます。道の

海外との経済交流の取組について、以下、お伺いをしてまいります。

まず、現状の取組と実績について、道内企業の輸出や北海道認知度向上など、海外展開に向け

て、今年度、道ではどのように取り組んできたのかお伺いするとともに、具体的な取組実績につ

いてお伺いをいたします。

○木葉淳副委員長 国際経済担当課長髙橋誠さん。

○髙橋国際経済担当課長 道内企業の海外展開に係る取組などについてでございますが、道で

は、今年度、ＡＳＥＡＮや東アジアについて、シンガポールの飲食チェーンと道内企業との商談

を行い、９社15品目を活用した道産食品フェアを現地14店舗で開催したほか、韓国の商社を道内

へ招聘し、関係機関の協力の下、道内企業と商談を行い、３社６品目が年内にソウル市内に開設

予定の道産品販売コーナーで扱われることが決まったところでございます。

また、庁内関係部局や札幌市などと連携しながら、米国のスーパーや飲食店で道産品プロモー

ションを行い、４社６品目が成約したほか、インドにおいては、ムンバイで食や観光のＰＲを行

い好評を得るなど、現地人脈を拡大し情報収集しながら、輸出先国・地域の多角化や認知度向上

に向けた取組を進めたところでございます。

○和田敬太委員 ありがとうございます。

次に、来年度の取組につきまして、道内企業の海外展開におきましては、札幌市をはじめとす

る道内自治体や関係機関などとの連携を一層強化すべきと考えます。

今後、道は、海外との経済交流の展開について、どのような戦略の下で展開をしていくのか、

お伺いをいたします。

○木葉淳副委員長 国際企画担当局長堀内一宏さん。

○堀内国際企画担当局長 来年度の展開についてでございますが、中国による一連の措置など様

々なリスクを踏まえまして、輸出先国などの多角化が求められる中、市町村など多様な主体と連

携しながら、新たな市場や需要の開拓を促進して、海外の成長力を取り込むことが重要でござい

ます。



【第１分科会 ３月13日 第３号】

このため、道では、新年度、これまで重点的に取り組んでまいりましたＡＳＥＡＮや東アジア

に加えまして、人口や経済規模の大きい米国やインドのほか、豪州などへの取組を強化し、庁内

関係部局はもとより、札幌市など市町村や関係機関との連携を一層密にしながら、現地プロモー

ションによる販路開拓や認知度向上、海外事業者の招聘による商談などに取り組むとともに、越

境ｅコマースへの理解促進など、道内企業の多様な海外展開を後押しし、本道経済の活性化につ

なげてまいります。

以上でございます。

○和田敬太委員 次に、国際交流に関し、パラオ共和国との交流についてお伺いいたします。

経済や社会のグローバル化が進展する中で、経済的な利益を求めるだけではなく、多様な国、

地域との国際協力を通じて信頼関係を着実に積み重ねていく視点は大変重要であります。

パラオ共和国は、人口約１万8000人の太平洋上に位置する小さな島国でありますが、日本の委

任統治領だった時代、北海道からも多くの方が移住した歴史的なつながりがあります。道議会で

は、有志議員で2017年及び2024年にペリリュー島で開催された慰霊式典に出席し、昨年６月に

は、日本パラオ北海道議会議員懇話会を設立したところであります。来月には、この懇話会で訪

問団を結成し、戦没者慰霊式典に出席するため、パラオ共和国を訪問する予定とのことでありま

す。

そこで、パラオ共和国と道の間でこれまでどのような交流を進めてきたのか、お伺いをいたし

ます。

○木葉淳副委員長 国際課長木下博史さん。

○木下国際課長 パラオ共和国との交流についてでございますが、南太平洋に位置するパラオ

は、戦前から我が国との関わりが強く、北海道からも多くの人々が移住され、現在も世界有数の

親日国として知られております。

道では、これまで、特別職などによる現地訪問やＨＩＥＣＣを通じた高校生同士の交流への支

援を行ってまいりましたほか、道立高校では、実習船がパラオに寄港し、現地高校生と交流を重

ねてまいりました。

また、道が協力するＪＩＣＡの海外協力隊員派遣では、環境、エネルギー、自動車整備などの

分野で、本道の人材が、パラオ共和国の社会的な課題解決のため活躍してきましたほか、札幌医

科大学によります医師の研修受入れや、現地医療事情のシンポジウム開催など、医療分野での交

流も進められていると承知しております。

以上でございます。

○和田敬太委員 次に、パラオとの今後の交流についてであります。

道では、新たなグローバル戦略で、パラオ共和国との交流をどのように位置づけ、今後どのよ

うに交流を進めていくのか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 国際局長小林靖幸さん。

○小林国際局長 今後の交流などについてでございますが、新たなグローバル戦略では、国際交
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流や協力による地域間のつながりの拡大を政策の柱としまして、その取組を進める国の一つとし

てパラオ共和国を位置づけ、両国間における多彩な交流の創出などに取り組むこととしておりま

す。

こうした中、道では、来月予定されています道議会議員懇話会の皆様のパラオ訪問と連携しま

して、戦没者慰霊行事への出席や、現地で人気の高い野球の子ども用道具が不足しているとの声

を踏まえまして、懇話会の皆様にも御協力いただいた道具の寄贈、そして野球教室の実施のほ

か、さらなる交流の促進に向け、高校同士のオンライン交流に向けた事前調整を行う予定でござ

います。

道では、訪問時の交流を踏まえた現地関係者の今後に向けた意向把握や、在京大使館等を通じ

た情報収集などを行い、本道とパラオ共和国との交流の充実に取り組んでまいります。

○和田敬太委員 最後に、今後の国際施策の展開についてお伺いいたします。

ここまで、新たなグローバル戦略の策定や各分野での取組についてそれぞれお伺いをしてまい

りましたが、いずれも重要であると考えます。戦略に基づき、どのような方向性で、今後の国際

施策を展開していくのか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 総合政策部グローバル戦略推進監山田哲史さん。

○山田総合政策部グローバル戦略推進監 今後の国際施策の展開についてでございます。

国や地域間のつながりが強まり、グローバル化が進展する一方、国際情勢は目まぐるしく変化

しております。その変化とともに多様なリスクが顕在する中、本道のポテンシャルの発揮とリス

クへの対応の強化を並行して進めることが重要と受け止めております。

このため、道では、戦略の推進に向けた三つの展開方向を定めまして、リスクマネジメント強

化の視点を踏まえた輸出先の多角化や、多様な国、地域からの誘客促進等の取組を充実するとと

もに、地域おこし協力隊の活用など、増加する外国人住民との共生に向けた地域づくりを進めま

すほか、高度人材の獲得に向けたインドとの交流拡大などに取り組むこととしております。

道といたしましては、多様な主体と連携をいたしまして、重点国・地域などのターゲットを見

据えた友好、経済の両面での海外との交流を地域の成長につなげ、世界と調和しながら発展し、

北海道が輝くよう、さらなる努力を積み重ねてまいる考えです。

以上でございます。

○和田敬太委員 ありがとうございます。

次に、交通政策についてお伺いをしてまいります。

北海道交通政策総合指針の次期重点戦略につきましては、先月の新幹線・総合交通体系対策特

別委員会で案が示され、年度内の策定を目指していると承知をしております。人口減少の進行に

より公共交通の利用者減少や人手不足が深刻化する中、指針が目指す交通ネットワークの実現に

向けては、この重点戦略の下、関係者が連携し効果的に施策を推進していくことが重要と考えま

す。以下、その内容について伺ってまいります。

まず、北海道型運輸連合に向けた取組についてであります。
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北海道型運輸連合について、現行の重点戦略においては、利便性向上の取組の実施から隣接地

域との相互連携エリアの拡大、さらに生産性向上の取組への検討など、ステップアップしながら

北海道全体で緩やかな連携を図っていくと示されております。

一方で、次期戦略の案においては、こうした表現は見られず、地域公共交通活性化協議会等に

おいて、連携協働の在り方や、そのステップアップに向けた取組を検討する場をつくり、これを

北海道型運輸連合と位置づけるとされております。これは、これまでと異なる考え方なのか、ど

のような姿を目指していくものなのか、お伺いをいたします。

また、地域において取組の検討を加速するためには、関係者の理解をより深めていく工夫など

も必要であると考えますが、見解をお伺いいたします。

○木葉淳副委員長 総合政策部次長兼交通政策局長清水大貴さん。

○清水総合政策部次長兼交通政策局長 北海道型運輸連合に向けた取組についてでございます

が、人口減少の進行により利用者の減少や人手不足が深刻となる中、道では、地域とともに利便

性の向上や路線の再編などに取り組み、関係者の連携協働の芽が道内各地で生まれてきたところ

でございます。

交通を取り巻く環境が厳しさを増す中、運転手不足による路線の休廃止など個々の路線課題に

着目した取組にとどまることなく、地域間のつながりといった広域的な観点も踏まえ、地域全体

の交通の将来やあるべき姿について、事業者、自治体などで認識の共有を深め、関係者間の連携

協働をステップアップさせていく取組が重要と認識しております。

このため、今後の取組を検討していく土台として、地域の関係者が主体となって参加し、連携

協働の在り方などを検討していく場を整えるとともに、関係者の方々に理解をより深めていただ

けるよう、事業者間連携による取組の具体例を示すことなども検討し、全道各地において北海道

型運輸連合の形成を進める中で、地域全体が抱える様々な交通課題への対応を加速させるなど、

持続可能な地域交通の実現に向け取り組んでまいります。

○和田敬太委員 次に、自治体機能の補完・強化についてであります。

次期重点戦略の検討と併せ、地域交通小委員会で議論されました、地域交通におけるデータ活

用・支援制度の検討に向けた調査では、利便増進実施計画の策定などに関し、人員不足で検討が

進まないと回答した市町村は４割を超えるなど、交通行政の現場にもその影響が及んでおりま

す。

市町村は、地域交通を守るため、事業者との情報共有や様々な連携に向けた調整など重要な役

割を担っておりますが、人手不足によりこうした機能を十分に果たすことが難しくなる場面も危

惧をされます。

今後は、市町村の調整業務を補完するような外部機関を活用することも選択肢として検討して

いく必要があるものと考えますが、見解をお伺いいたします。

○木葉淳副委員長 政策調整担当課長古関明教さん。

○古関政策調整担当課長 人材不足への対応についてでありますが、道では、運輸交通審議会の
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下に設置しました地域交通小委員会におきまして、モビリティーデータの活用などに向け、検討

調査を行う中で、人手不足の深刻化は、交通事業者のみならず、市町村にも大きな影響を及ぼし

ている状況を確認いたしました。

公共交通の環境が一層厳しさを増す中、その維持確保に向けては、事業者の方々が安定して事

業活動を継続できる環境づくりが何より重要でありまして、そのためには、多様な交通モードを

組み合わせた交通の最適化や利便性の向上など、地域が一体となった取組を進めていく必要があ

るものと考えております。

こうした認識の下、今後、地域公共交通計画のアップデートや、利用ニーズを踏まえた移動手

段の提供、共同化、協業化などの取組を進めるに当たりまして、方向性の取りまとめや関係者間

の調整において自治体の役割が一層重要となることから、市町村が担うべき調整機能に対する支

援としまして、専門知識を有する外部機関を活用することについても検討を進めてまいります。

○和田敬太委員 次に、地域物流の確保についてです。

物流においても、ドライバーの高齢化や時間外労働の上限規制などにより、人材不足は深刻化

しております。

こうした中、道内各地では、住民の方々との最終的な荷物の受け渡しといったラストマイルへ

の課題も顕在化し、今後、地域物流を維持していくためには、事業者の方々だけではなく、住民

の皆様を含め、地域の関係者の御協力の下、物流拠点の確保や物流ＤＸといった新たな技術の活

用なども検討する必要があると考えますが、見解をお伺いいたします。

○木葉淳副委員長 物流担当局長菅野圭二さん。

○菅野物流担当局長 新たな技術の活用についてでございますが、道内の物流事業者におきまし

ても運転手不足が深刻化しており、道では、これまで、輸送頻度の減少、さらには配送エリアの

縮小といった課題があることを確認してきたところでございます。

こうした課題に対しましては、これまで以上に物流の効率化が不可欠であり、事業者間連携に

よる中継・共同輸送の取組はもとより、荷物を集約する場所において、住民の皆様の協力を得な

がら、直接、受け渡しする仕組みづくりや、ＡＩによる効率的な配送ルートの設定といった新技

術の活用なども検討する必要があると考えているところでございます。

道といたしましては、こうした認識の下、今後、物流事業者や市町村、住民の皆様などと連携

協力しながら、集会所や遊休施設などを新たな物流拠点として活用し、この拠点において、事業

者からの荷物の受け取りや、利用者からの集荷を行うなどの実証を検討するほか、小口配送にお

きましては、新たな輸送手段として、ドローンや自動配送ロボットの導入検討を進めるなど、地

域における持続的な物流ネットワークの確保に向け取り組んでまいります。

○和田敬太委員 重点戦略小委員会における検討過程では、この戦略について、ＰＤＣＡをしっ

かり回していくことが重要との意見があったと聞いております。

指針が目指す交通ネットワークの実現に向けては、関係者が一体となって取組を進めていくこ

とが重要と考えます。重点戦略の推進管理を今後どのように行っていく考えなのか、お伺いをい
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たします。

○古関政策調整担当課長 次期重点戦略の推進管理についてでありますが、本道の交通を取り巻

く様々な環境が厳しさを増す中、交通物流ネットワークを維持確保していくためには、事業者の

方々のみならず、自治体、経済団体など多様な主体が連携し、それぞれの役割を果たしながら取

組を進めていくことが重要と考えております。

このため、道といたしましては、交通・物流連携会議のネットワークを活用し、地域交通の課

題や先進的な取組事例につきまして情報共有や意見交換を行い、関係者間の連携強化や取組の横

への展開の促進などに努めてまいります。

また、ＰＤＣＡサイクルの下、毎年度、戦略ごとに設定しました関連指標に対する進捗状況の

ほか、本道の交通環境や社会経済情勢の変化などを踏まえまして、取組の実績や効果を定期的に

把握し、進捗が遅れている場合の原因やその対応方向などを確認するとともに、関係者が一体と

なった取組の根幹となる北海道型運輸連合の形成に向けた地域の取組状況などについて、運輸交

通審議会の御意見も伺いながら点検評価を行い、計画的な施策の推進に努めてまいる考えでござ

います。

○和田敬太委員 交通を取り巻く環境が厳しさを増す中、本道の交通、物流を守っていくために

は、これを支える事業者のみが解決すべき課題と捉えるのではなく、道や市町村など関係者の協

力連携の下、地域の将来を見据えた交通体系を検討し、その実現に一丸となって取り組んでいく

ことが必要と考えます。

道は、次期重点戦略の下で、今後の交通政策をどのように進めていこうと考えているのか、所

見をお伺いいたします。

○木葉淳副委員長 総合政策部交通企画監斎藤由彦さん。

○斎藤総合政策部交通企画監 今後の重点戦略の進め方についてでございます。

交通を取り巻く環境が変化する中、道では、広域的な地域公共交通計画を策定し、シームレス

交通の取組を進めるとともに、物流においては輸送の効率化などに取り組んできたところでござ

いますが、様々な業種において人材不足が深刻化するなど、事業者の経営環境は厳しさを増して

いるものと認識してございます。

本道における今後の交通・物流ネットワークの維持に向けましては、利便性向上の観点から、

詳細な移動実態を把握し、地域全体で活用する取組などに加えまして、物流における生産性の向

上や運輸人材の確保といった取組を進めていくため、これまで以上に地域で連携を図ることも極

めて重要でございます。

道といたしましては、次期重点戦略において、モビリティーデータの活用や新たな地域交通支

援制度の検討のほか、中継・共同輸送の仕組みづくり、外国人を含めた人材の確保育成など、具

体的な取組を掲げ、事業者の方々や自治体など関係者間の連携強化を図りながら、持続的な交

通、物流の維持確保に向けて取り組んでまいります。

以上でございます。



【第１分科会 ３月13日 第３号】

○和田敬太委員 ありがとうございます。

次に、道南いさりび鉄道についてお伺いをしてまいります。

道南いさりび鉄道は、沿線地域を結ぶ公共交通としての役割を果たすため、道と沿線市町によ

る支援の下、会社の経営安定化を図っているものと承知をしております。このたびの当初予算に

おきましても、その所要額が計上されているとのことであります。道南いさりび鉄道について

は、様々な課題があるものと認識しておりますので、以下、その内容について、２点お伺いをい

たします。

まず、車両の在り方の検討についてであります。

先月、昨年５月以来となる道南いさりび鉄道沿線地域協議会が開催され、前回、道が提案して

いた負担割合の見直し協議ではなく、車両の在り方について協議が行われ、今後、車両の在り方

について検討に着手していくとのことでありますが、どのように検討を進めていくのか、お伺い

いたします。

○木葉淳副委員長 並行在来線担当課長小林達也さん。

○小林並行在来線担当課長 車両の在り方の検討についてですが、昨年３月に道南いさりび鉄道

が策定した第２次経営計画では、人材の確保育成とともに、車両の在り方の検討についても計画

期間中から対応を進めるべき重要課題としていましたが、昨年５月の協議会では、沿線市町の皆

様から、会社の経営に大きな影響があるため、車両更新の検討を進めた上で負担割合の協議を進

める必要があるとの意見もあり、このたび、協議を行ったところです。

今般、協議会において、会社からは、安全運行や定時性の確保、さらには、お客様の快適性の

維持の観点から車両の更新が喫緊の課題であると認識している、沿線市町からは、具体的な検討

事項が示され、課題解決に向けて期待感を寄せるとともに、さらに検討を前に進めてほしい、幹

事会で具体的な検討、分析を行い、議論を深めていきたいといった意見があったところであり、

今後は、幹事会を中心に、会社とともに導入に向けたスケジュールや車種、車両数、負担軽減

策、支援スキームなどの検討を進めてまいります。

○和田敬太委員 昨年５月の協議会では、道南いさりび鉄道に対する補助金の負担割合につきま

して検討の方向性などが示されましたが、車両の在り方の検討は、今後の負担割合の協議にどの

ような影響を与えるのか、また、第２次経営計画が令和８年度からスタートする中で、今後、道

として、沿線市町との負担割合に関する協議をどのように進めていくのか、併せてお伺いをいた

します。

○木葉淳副委員長 鉄道担当局長佐藤寿志さん。

○佐藤鉄道担当局長 負担割合の協議についてでございますが、昨年５月の協議会において、道

から、全国の並行在来線８社に対する負担割合などを比較しながら検討する、また、運行赤字と

設備投資を分けて協議していくことも検討する、沿線市町の考え方を踏まえて柔軟に検討すると

いった検討の方向性を示しておりまして、今回の協議会では、これらに加えて、道と沿線市町の

負担割合については車両の在り方と併せて検討することを確認したところでございます。
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道といたしましては、こうした検討の方向性に沿って、地域鉄道としての道南いさりび鉄道が

地域社会の活性化を図るための重要な社会インフラの一つとして持続的、安定的に運行していけ

るよう、引き続き、沿線市町をはじめとする関係者の皆様との協議を慎重かつ丁寧に進めてまい

ります。

○和田敬太委員 次に、航空政策についてお伺いをしてまいります。

道内空港への新規就航については、国際線では、新千歳空港の１月の利用者数が単月で過去最

高を記録するなど好調に推移する中、関係者の悲願でありました北米路線として、エア・カナダ

社による新千歳－バンクーバー線の就航が予定をされているとのことであり、道央圏のみなら

ず、全道への経済波及効果なども考慮しますと、今後は欧米路線のさらなる充実も期待されると

ころであります。

一方で、国内線につきましては、昨年10月にトキエア社が丘珠－中部線を就航するなど新たな

動きはあるものの、国において、国内航空のあり方に関する有識者会議でも議論されているとお

り、コロナ禍に起因する行動変容によりビジネス利用が減少し、また、燃料費や整備費、人件費

などの高騰により、大手航空会社を含めて路線の維持が厳しい状況であると認識をしておりま

す。そこで、以下、３点お伺いいたします。

本道の航空ネットワークの充実は、観光振興など本道経済の活性化を図る上で重要な取組と考

えますが、これまでの新規路線の誘致に関する取組を踏まえ、今後どのように取り組んでいくの

か、お伺いをいたします。

また、国際線につきましては、季節による繁閑差や、インバウンドに比べアウトバウンドの利

用が少ないなどの課題があるほか、国内線についても、先ほど申し上げたとおり、現時点では安

定的な利用状況であっても、コロナ禍後のビジネス利用の減少など、今後の需要に影響を生じる

おそれもあると考えられます。

こうした中で、路線を定着させ、安定的に維持していく取組も重要となり、双方向での航空需

要の拡大が欠かせないと考えますが、路線を維持するために道はどのように取り組むお考えなの

か、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 航空課長丹野正樹さん。

○丹野航空課長 航空路線の維持拡充に関する取組についてでありますが、道では、これまで、

道内空港への航空路線の誘致に向けまして、北海道エアポートなどと連携し、国内の航空会社は

もとより、アジアやオーストラリア、欧米の航空会社との関係性を構築するため、本社に加え、

定期的に日本支社を訪問し、新規路線の就航や増便などの働きかけを行ってきたところでござい

ます。

また、道民の皆様の海外旅行を促進するイベントやセミナーを開催するとともに、道内空港に

就航している航空会社と地元自治体等による利用促進の取組に対して補助を行うなど、アウトバ

ウンドを含めた双方向の需要喚起に取り組んでおります。

道といたしましては、引き続き、北海道エアポートや地元自治体はもとより、経済界など地域
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の様々な関係者との連携を図りながら、本道との路線就航に至っていない欧米の航空会社の幹部

を道内に招聘するなど誘致活動を強化しますとともに、より幅広い集客が期待できる企業向けの

海外研修旅行や、日本に滞在するインバウンドの国内線利用を促すなど、新たな航空需要の創出

拡大を図ってまいります。

○和田敬太委員 次に、空港業務を担う人材の確保についてお伺いいたします。

様々な業種、業態において人材確保が課題となっておりますが、空港でのグランドハンドリン

グなど、航空機の運航を支える人材についても同様に重要な課題であると考えます。

新たな路線を受け入れるためにも、こうした人材を持続的、安定的に確保していくことが重要

と考えますが、どのように取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○丹野航空課長 空港業務を担う人材の確保についてでありますが、国内外の航空需要の拡大な

どに対応するためには、グランドハンドリングや保安検査といった空港業務を担う人材を安定的

に確保し、空港機能を維持していくことが重要と考えております。

このため、道では、北海道エアポートが中心となって設立をしました道内空港受入体制整備実

行委員会に参画をし、地方空港における人材の確保や、空港間で人材を派遣できる仕組みを構築

しますとともに、道独自に、道内への移住希望者の方々向けのセミナーを実施してきたほか、高

校生までの若年層の方々を対象に、地元自治体と空港関係者が連携して実施します空港施設の見

学会や搭乗体験などの普及啓発の取組に補助をしてきたところでございます。

道といたしましては、引き続き、北海道エアポートや地元自治体などとの連携による地方空港

での受入れ体制整備に取り組みますとともに、中長期的な視点で、空港業務の認知度を高めるた

めの取組への支援を行うなど、空港業務を担う人材の安定的な確保に向けて取り組んでまいりま

す。

○和田敬太委員 路線の誘致や受入れ体制の整備、人材確保など様々な課題がある中で、道の航

空ネットワークビジョンが目指す、航空ネットワークの充実や空港機能の強化、空港間の連携推

進などを効率的かつ効果的に進めていくための取組を今後どのように進めていくお考えなのか、

道の所見をお伺いいたします。

○木葉淳副委員長 航空港湾局長藤嶋泰道さん。

○藤嶋航空港湾局長 今後の取組についてでございますが、本道の航空ネットワークの充実強化

を図ることは、海外や国内各地との交流拡大による地域振興や観光振興など、地域経済の活性化

に寄与する重要な取組と認識してございます。

このため、道におきましては、北海道エアポートや空港が所在する自治体などと連携して行う

国内外の航空会社に対するエアポートセールスや、インバウンド、アウトバウンド双方の航空需

要の創出拡大に向けた取組への支援のほか、航空路線の受入れに欠かせないグランドハンドリン

グなどの空港業務を担う人材の確保など、各般の施策を推進してきたところでございます。

道といたしましては、航空ネットワークビジョンに基づく航空ネットワークの充実、空港機能

の強化、空港間連携を三つの柱とした取組を加速させていくため、北海道エアポートや空港所在



【第１分科会 ３月13日 第３号】

自治体との会議の開催を調整し、アクションプランにおいて重点的に進める施策などについて検

討を深めながら、ビジョンが目指す「未来をリードするＨｏｋｋａｉｄｏ型地域航空ネットワー

クの実現」に向けて取り組んでまいります。

○和田敬太委員 次に、空港の機能強化と２次交通についてお伺いをしてまいります。

この冬は、道内に多くの外国人観光客が来道し、私の地元・札幌のホテルや観光地も大きなに

ぎわいを見せております。新千歳空港の利用者数が大幅に増加する中で、空港の機能強化を図っ

ていくことが重要と考えますが、現在、新千歳空港が抱えている課題をどのように認識している

のか、所見をお伺いいたします。

○丹野航空課長 新千歳空港の機能強化についてでありますが、航空需要が拡大する中、空港利

用者の利便性確保のためには、受入れ環境の整備などが重要との考えの下、道では、これまで、

空港の人材不足への対応のため、空港業務を紹介するセミナーの実施や、地元自治体などが連携

して実施する空港業務の認知度向上の取組に対して補助を行うとともに、国に対し、空港施設の

拡充や空港人材の確保、ＣＩＱ体制の強化といった国際線利用者の受入れ体制整備を進めるよう

国に要望してきたところでございます。

また、北海道エアポートにおきましても、将来の需要拡大を見越した先進機器の導入などに係

る保安検査場改修といった利便性向上のための施設や設備の更新などに取り組んでおります。

道といたしましては、さらなる航空ネットワークの拡充を見据え、新千歳空港における通年で

の安定運航や空港機能の強化を図るためには、国際線の受入れ環境整備に加えまして、利用者の

増加に対応した空港アクセスの充実も必要になるものと認識してございます。

○和田敬太委員 次に、鉄道アクセスの現状についてお伺いします。

３月11日に知事が国へ要請した地域未来戦略の実現に向けた提案要望の中で、空港アクセス鉄

道の輸送力増強や利便性向上に資する抜本改良等が盛り込まれております。

地域未来戦略は経済的な観点からの要望が中心となる中で、この要望をどのような位置づけで

行ったのか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 鉄道企画担当課長佐藤康大さん。

○佐藤鉄道企画担当課長 国への要望についてでございますが、このたびの地域未来戦略の実現

に向けた要望におきましては、大胆な産業の再配置を含めた産業投資の促進とともに、千歳地域

における半導体産業などの集積等に伴って人流増などが見込まれる中、国の交付金の活用を念頭

に置きつつ、必要なインフラの迅速な整備について要望を行ったものでございます。

こうした戦略を進めていくためには、新千歳空港の機能強化や空港アクセス鉄道の輸送力を高

めていくことなどが重要であることから、新千歳空港の鉄道アクセスの輸送力増強について要望

を行ったものでございます。

○和田敬太委員 最後に、今後の取組について、空港アクセスの輸送力強化や利便性向上は、イ

ンバウンドの増加やラピダス社をはじめとする産業集積の拡大による人流の増加に加え、先般の

雪害による輸送障害を解消する側面からも重要度が高まっていると考えます。
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道として、今後どのように取り組んでいくのか、所見をお伺いいたします。

○佐藤鉄道担当局長 新千歳空港のアクセス強化についてでございますが、ＪＲ北海道におきま

しては、これまで様々な輸送力の強化を図ってきております。例えば、快速エアポートの増便、

１時間当たりの列車を５本から６本にするですとか、車両を更新する際には１列車当たりの定員

を増やす、こういった取組を行ってきているところではありますが、新千歳空港の航空旅客が過

去最多を更新した中、鉄道の利用者数もコロナ前を上回る水準で推移しておりまして、今後のさ

らなる国際旅客の増加やラピダスの工場稼働などを見据えますと、鉄道利用者のさらなる増加が

見込まれております。

道といたしましては、新千歳空港の鉄道アクセスの抜本的な改良によりまして、札幌と空港間

の輸送力の増強や利用者の利便性向上とともに、冬季における安定輸送の確保を図ることが必要

と考えておりまして、今後におきましては、様々な課題がある中、必要な調査の実施などについ

て国に対応を求めてまいります。

以上でございます。

○和田敬太委員 ありがとうございました。

様々議論をさせていただきましたが、この交通政策は本道にとって重要な課題でありますこと

から、知事の見解を直接お伺いしたいと考えておりますので、委員長にお取り計らいをお願い申

し上げたいと思います。

以上で質問を終わります。

○木葉淳副委員長 和田委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

岡田遼さん。

○岡田遼委員 それでは、順次質問いたします。

初めに、地域公共交通事業者・運送事業者臨時支援事業費についてです。

先議の補正予算におけるこの事業費に関する議論では、物流のラストワンマイルを担う個人事

業者等が使用する軽バン、軽トラや、運転代行業者の車両は対象から外れていることが明らかと

なりました。あえて対象から外す理由があったのか、それとも仕方なく対象外とせざるを得なか

ったのか、伺います。

○木葉淳副委員長 物流企画担当課長松田雅宏さん。

○松田物流企画担当課長 交通・物流事業者への支援についてでございますが、地域の暮らしや

産業を支える上で重要な役割を担っております交通・物流事業者は、人口減少に伴う利用者の減

少や輸送を担う人材不足などによりまして、厳しい経営環境に置かれているものと認識してござ

います。

このため、道では、今回の物価高対応緊急経済対策を取りまとめるに当たり、物価高騰などの

影響により車両維持費の負担感が大きいとの事業者等の声を踏まえまして、地域の公共交通を担

う交通事業者や、北海道と本州間、地域間の物資輸送を担う運送事業者を対象にしたところでご
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ざいます。

○岡田遼委員 中小・小規模企業賃上げ環境整備等支援事業費と同様、こちらも小規模な事業者

が補助対象から外れる設計となっております。

このたび対象とならなかった個人事業者等が使用する軽バン、軽トラや、運転代行業者の車両

を対象とした支援策を改めて創設すべきと考えますが、所見を伺います。

○松田物流企画担当課長 交通事業者等への支援等についてでございますが、道では、今回の物

価高対応緊急経済対策におきまして、物価高などの影響により厳しい経営環境に置かれておりま

す地域の公共交通を支える交通事業者や、長距離輸送などを担う運送事業者を対象に、今後も安

定的に事業が継続できるよう、車両維持経費等の一部につきまして臨時的な支援を行うこととし

たところでございます。

道といたしましては、今後も、引き続き、事業者を取り巻く環境の変化を踏まえながら、地域

における交通物流の確保に向けまして取り組んでまいります。

○岡田遼委員 補助単価についてもお聞きをいたします。

補助単価がバス１台２万円、トラック１台１万4000円などとなっていますが、この額の根拠を

伺うとともに、その額は妥当だと考えているのか、事業者の方からの声をどのように把握してい

るのか、伺います。

○松田物流企画担当課長 事業者への支援についてでございますが、これまで実施してきた臨時

支援につきまして、道内のバス・トラック事業者の皆様からは、厳しい経営環境の中で事業の安

定化に効果があったとの率直な評価をいただいているほか、昨今の物価高騰の影響などにより、

輸送サービスを維持していく上で必要不可欠な車両維持費の増嵩が続くなど、いまだ負担感が大

きいといった声を伺ってきたところでございます。

こうしたことから、道といたしましては、今般の物価高対応緊急経済対策におきまして、事業

者や関係団体からの要望などを踏まえ、交通・物流事業者が安定的に事業を継続できるよう、限

られた財源を活用しながら、自賠責保険料や自動車重量税といった車両維持経費の一部を対象と

しまして臨時的に支援を行うとしたところでございます。

○岡田遼委員 道内の交通事業者や運送事業者は深刻な運転手不足に直面しており、その影響

は、地域バス路線の縮小や減便、輸送力の低下という形で顕在化をし、道民生活や地域経済に大

きな影響を及ぼしております。

運転手不足の背景には、長時間労働や低い賃金水準といった構造的課題があり、処遇改善や地

域における労働力確保など、より踏み込んだ対策が急務であり、我が会派では、もう１段階の対

策が必要であると強く求めてきたところでありますが、残念ながら、これまでと同様、車両維持

に関わる経費への支援にとどまっております。

また、事業者の方からは、単価が安過ぎるという声もいただいております。補助単価も対象範

囲も十分ではなく、支援策については改めて予算を計上すべきです。この件につきましては、知

事に直接伺いたいというふうに思いますので、委員長におかれましてはお取り計らいをよろしく
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お願いいたします。

続けて、地域公共交通対策についてお聞きをいたします。

地域公共交通確保維持改善事業費補助金についてです。

生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性、実情に最適な手段が提供さ

れ、地域公共交通の確保、維持、改善を支援することを目的とした、国交省の地域公共交通確保

維持改善事業費補助金交付要綱に基づく補助金は、路線維持のため補助金が交付されているもの

の、生産性の向上と運行便数が補助要件に影響することから、人口減少とともに利用者数の減少

を踏まえた補助金の見直しが図られるべきと考えます。

加えて、本制度は、全国を21ブロックに分けてその単位で平均的な単価を捉えていることか

ら、他の都府県に比べ社会減が深刻化している道内においては、バス事業者が車両にかかる経費

も高額であるといった地域事情を踏まえ、全国21ブロック単価での算出ではなく、事業所でかか

る経費に対する補助金への改正を目指し、国に強く求めるべきと考えますが、道の見解を伺いま

す。

○木葉淳副委員長 地域交通担当課長髙松正裕さん。

○髙松地域交通担当課長 補助制度についてでございますが、バス事業は、地域の暮らしや産業

を支える重要な役割を担っており、安定的な運行が図られるよう、道では、国や市町村と協調し

た運行費補助を行うとともに、広域分散型の地域構造にある本道の地域事情を加味し、バス路線

における国補助額と実欠損額の乖離が生じないよう、補助制度について国に要望を行ってきたと

ころでございます。

道といたしましては、引き続き、バス路線の維持確保に向けて、必要な予算の確保はもとよ

り、地域の実情を反映した支援制度の充実強化などについて国に要請してまいります。

○岡田遼委員 それでは、最後に、バス運転手確保対策についてお聞きをいたします。

全国的な運転手不足による路線バス減便の影響は、札幌市内でも顕著に現れております。

札幌地区連合と北海道交通労協バス部会に集結する加盟４組合は、持続可能なバス路線維持に

向けて、一つの労組、会社の課題ではなく、札幌全体での共通した課題として職場で直面してい

る慢性的な人手不足への対策が喫緊の課題と考え、昨年９月、札幌市に対し、連盟による要請を

実施し、その結果、札幌市の本年度予算において、待遇改善分の人件費補助や労働環境改善への

取組など、運転手確保へ向け行政が後押しできる施策の具体化につながった事例があります。

運転手や整備士の処遇改善に向け、道がリーダーシップをとり、全道域で改善を図るべきであ

るというふうに考えますが、所見を伺います。

また、バスの運転手確保に向け、北海道独自の補助金の枠組みを検討すべきと考えますが、併

せて伺いまして、私の質問を終わります。

○髙松地域交通担当課長 運転手確保に向けた対応についてでございますが、道では、事業者の

安定的な事業継続を図ることを通じて運転手の処遇改善に向けた環境整備につながるよう、バス

運行費の補助などに取り組むとともに、地域の関係者と連携を図りながら、外国人材の活用など
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といった運転手確保に向けた取組や、利用促進をはじめ、利便性や収支率の向上にも資する利便

増進実施計画の策定による路線の最適化などに取り組んできたところでございます。

道といたしましては、こうした取組のほか、引き続き、国に対し、必要な予算の確保や運転手

の雇用環境の整備への支援などの充実強化を働きかけることはもとより、北海道運輸交通審議会

における委員の御意見を踏まえながら、利用者の減少や人材不足などの公共交通環境の変化に対

応した地域交通の支援制度の検討を進めてまいります。

○木葉淳副委員長 岡田委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

大越農子さん。

○大越農子委員 私のほうからは、地方創生について、14問、質問してまいります。

本道では、全国を上回るスピードで人口減少が進行しており、とりわけ若年層の道外流出や地

域社会の担い手不足など、地域の持続性に関わる課題が顕在化しております。

こうした中、道では、北海道創生総合戦略の見直しを進め、人口減少対策の強化やＧＸ、Ａ

Ｉ・ＤＸの推進、若者や女性にも選ばれる地域づくりなど、本道の将来を見据えた取組を検討し

ているものと認識しております。

地方創生を実効性のあるものとしていくためには、現状を的確に分析し、地域の実情に即した

施策を着実に展開していくことが重要であると考えます。

まず、北海道創生総合戦略の見直しについてであります。

今回の改訂に際しては、大学生や地域おこし協力隊など若い世代をはじめ、幅広い層から意見

聴取を行ったと聞いておりますが、どのような意見が寄せられたのか、伺います。

○木葉淳副委員長 地域創生推進室長岡田茂也さん。

○岡田地域創生推進室長 北海道創生総合戦略の改訂に当たっての意見聴取についてであります

が、道では、このたびの総合戦略の改訂に当たりまして、パブリックコメントや市町村、関係団

体への意見募集を実施しましたほか、若者や女性の方々に選ばれる地域づくりに向けまして、地

域おこし協力隊や大学生、女性の方々から対面で御意見を伺うなど、きめ細かく意見聴取を行っ

たところであります。

若者や女性の方々からは、例えば、アンコンシャス・バイアスの解消に向けた取組を明確に位

置づけるべき、学生に地域の魅力を発信できていない、若者の情報収集源はＳＮＳであり、積極

的に活用すべきなど、若者や女性の定着に関連する貴重な御意見をいただいたところでありま

す。

○大越農子委員 今回の改訂では、若者や女性にも選ばれる地域づくりが新たな施策の柱の一つ

として位置づけられているところであります。

どのような考え方でこの柱を設定したのか、また、改訂版の原案にどのように反映されている

のか、伺います。

○岡田地域創生推進室長 若者や女性にも選ばれる地域づくりについてでありますが、本道にお
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きましては、若年層を中心に道外への転出超過が続き、その割合は女性が高く、こうした状況は

地域の人口減少をさらに加速させるものと認識しておりまして、国においても、地方創生の基本

構想の視点として、若者や女性にも選ばれる地域づくりを掲げ、国と地方が一体となった取組を

進めることとしている中、道としましても、本年度、改訂する総合戦略におきまして施策の柱の

一つに位置づけ、取組を充実することとしたものです。

具体的には、大学等と市町村が連携し、フィールドワークをはじめとする取組を促進すること

によりまして、若者や女性を引きつける地域づくりを推進しますほか、働く場における女性の活

躍を支援することにより、女性の能力を発揮しやすい環境整備を図るなど、関連施策の見直しを

行ったところであります。

○大越農子委員 次に、女性の人口流出について伺います。

本道では、とりわけ若年層女性の流出が多い状況にあると認識しております。私は、１期生の

頃から女性活躍推進に非常に力を入れておりまして、深刻に思っておるところですが、若年層と

言っても幅がありますけれども、特に進学や就職の時期に当たる世代の女性の人口移動の状況

と、それに対する道の認識についてお伺いいたします。

○岡田地域創生推進室長 女性の転出超過についてでありますが、本道における日本人の人口移

動につきましては、2014年以降、女性の転出超過数が男性を上回っておりまして、とりわけ進学

や就職を契機とした若年層の転出超過数が多い状況にございます。

直近の2025年における進学や就職のタイミングに該当する年代の転出超過数を見ますと、15歳

から19歳では、男性が234人、女性が609人、20歳から24歳では、男性が1832人、女性が2045人で

ありまして、いずれも、女性の転出超過数が男性に比べ多くなっております。

道としましては、こうした転出超過の状況は、産業の担い手不足や地域活力の低下に加えまし

て、地域の人口減少をさらに加速させる大きな課題であると認識してございます。

○大越農子委員 それだけの女性が流出をし、男性との差も大きい状況は極めて深刻と考えま

す。若年層女性の流出は少子化に拍車をかけると指摘されており、ひいては経済全体のパイの縮

小にもつながるなど、地域経済の持続性にも影響を及ぼす可能性があると考えられます。

そこで伺いますが、道では、若年層女性の道外流出が続いている要因についてどのように分析

しているのか、お伺いいたします。

○岡田地域創生推進室長 若年層における女性の転出要因についてでありますが、令和６年度の

国の調査では、自己都合で出身地域から東京圏に転出した女性につきましては、出身地域におい

て、固定的な性別役割分担意識などが残る地元に生きづらさを感じ、転出していることがうかが

われまして、令和５年度に道が実施した調査でも同様の傾向が見られるところであります。

また、このたびの総合戦略の改訂に合わせまして、道内大学生や地域で活躍されている地域お

こし協力隊の皆様に、女性に選ばれる北海道となるために何が必要かをお伺いしましたところ、

地域において女性が活躍できる企業があることや、働きやすい環境をつくるなど、職業や仕事に

関する御意見が多く見られたところであります。
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道としましては、こうしたことに加えまして、生活環境や子育て環境における課題のほか、都

会への憧れといった心理的要因なども相まって転出につながっているものと認識しております。

○大越農子委員 要因分析について、非常に踏み込んだ御答弁をいただいたと思っております。

正しく危機感を持つということは非常に大事だというふうに思います。危機感を持っている、

要因についても分析を深めているということでありますので、対策を十分に取ることで解決に向

かうのではないかと思いますが、残念ながら、若年層女性の流出には歯止めがかかっていない状

況にあります。

改めて、本気で取り組まなければならない課題と考えますが、人口減少対策の観点から、女性

流出防止に向け、今後どのような対策を講じていくのか、伺います。

○木葉淳副委員長 地域創生局長馬場俊哉さん。

○馬場地域創生局長 女性の転出抑制に向けた取組についてでありますが、道としては、女性の

皆様の意識について、対面を含め、丁寧な把握に努めてきたところであり、道内への定着や呼び

戻しを進めていくためには、仕事、収入における格差解消や女性活躍の推進、固定的な性別役割

分担意識の解消といった課題などに的確に対応していくことが重要と考えております。

このため、道では、安定的な収入を確保するための正規雇用化や、安心して働ける就業環境の

整備を図るとともに、アンコンシャス・バイアスの解消等に向け、企業や地域を対象とした各種

セミナーを開催するほか、国が推進する「地域働き方・職場改革ネットワーク」に参画し、先進

自治体の取組や国の専門的知見を活用するなど、女性の皆様が地域で働きやすく活躍できる環境

づくりに積極的に取り組んでまいります。

○大越農子委員 国が推進する「地域働き方・職場改革ネットワーク」に参画されるなど、踏み

込んだ答弁をいただいたと思います。しっかりと対応していただきたいと強く求めて、次の質問

に参ります。

次に、高校魅力化に向けた取組について伺います。

地域によっては、まちに道立高校が１校のみという地域も多く、高校の魅力化が地域の将来に

直結する課題となっております。

高校の魅力化に向けた市町村の取組状況、とりわけ、まちに道立高校が１校しかない地域にお

ける取組状況について伺います。

○木葉淳副委員長 地域戦略課長大須賀康高さん。

○大須賀地域戦略課長 高校魅力化に向けた市町村の取組状況についてでございますが、令和７

年４月現在、道内の186道立高校のうち、市町村に１校のみ所在する道立高校は86校であり、こ

のうち51市町村において、市町村や地元の小中学校、ＰＴＡ、経済団体等の関係者によって構成

される協議会等を立ち上げ、入学者の確保や高校の魅力化に向けた取組を行っているところでご

ざいます。

具体的には、生徒募集に係る道内外でのＰＲ、学区外からの入学者のための学生寮の設置、地

域資源を生かした地学協働の取組、進学をサポートするための公営塾の設置や運営などといった
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活動が展開されているものと承知しております。

○大越農子委員 高校魅力化については、既に積極的に取り組んでいる地域がある一方で、十分

な取組が進んでいない地域もあるものと考えます。

道としては、いずれに対しても支援していく必要があると考えますが、新年度、どのように取

り組んでいくのか、お伺いいたします。

○馬場地域創生局長 今後の道の取組についてでありますが、急速に進む人口減少や、４月から

スタートするいわゆる高校無償化など、高校をめぐる環境が大きく変化する中、地域の将来を担

う人材育成や、まちづくりにおける高校の在り方について、地域の関係者が知恵を持ち寄って検

討し、高校の魅力化に取り組むことが重要と考えてございます。

このため、道では、新たに来年度、知事部局と道教委が連携をし、地域における検討状況やニ

ーズを把握するとともに、専門家や先進地の関係者によるセミナーや個別相談会を開催するなど

して、検討の体制づくりから取組の磨き上げまで、各地域の取組段階に応じた必要なサポートを

行うほか、具体化した取組につきましては、来年度予算案において増額することとしております

地域づくり総合交付金を活用して重点的に支援をするなど、地域における高校魅力化に向けた取

組を促進してまいります。

○大越農子委員 知事部局と道教委が連携をして取組を進めるということは、本当に評価をいた

しております。しっかりと部門を超えた連携をこれからも進めていただきたいというふうに思い

ます。

次に、移住交流に関する取組について伺います。

道は、これまでも、本道への移住促進に向けて、道外の方々を対象に様々な取組を実施してき

たと認識しております。

これまでの移住促進の取組について、どのような成果があったのか、伺います。

○木葉淳副委員長 移住交流担当課長今田美幸さん。

○今田移住交流担当課長 移住交流施策の効果についてでございますが、これまで、道では、首

都圏に移住の総合相談窓口を設置するとともに、市町村や関係団体の方々と連携し、東京をはじ

め、全国の主要都市で移住関係イベントを開催するなど、本道の魅力を広く発信してまいりまし

た。

特に、近年は、子育て世代をメインターゲットに据え、道内で保育園留学を経験した方や、子

育て中の先輩移住者をゲストに招いたオンラインイベントを実施したほか、航空業界の仕事や地

域おこし協力隊など、移住関心層が懸念としている仕事をテーマとしたオンラインセミナーを開

催するなどした結果、昨年度における北海道全体の移住相談件数は１万8813件と過去最高を記録

し、今年度も同様の傾向を示してございます。

○大越農子委員 道の移住相談件数は増加しているということであります。その結果に満足する

ことなく、今後、より多くの方々に実際に本道へ移住していただくため、気軽に相談できる体制

を検討するなど、移住促進に向けた取組をさらに進める必要があると考えます。
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そこで、道は、本道の移住施策を取り巻く課題をどのように認識しており、今後どのような取

組を進めていく考えか、伺います。

○木葉淳副委員長 地域づくり担当局長津久井直子さん。

○津久井地域づくり担当局長 移住交流施策に関する今後の取組についてでございますが、人口

減少が進む中、地域への人の流れを創出するため、本道への移住者の動向をきめ細かく把握しな

がら移住施策を推進していくことが重要でございます。

一方、首都圏等に設置しております移住相談窓口は、定休日や営業時間の関係上、対応できる

時間が限られておりますほか、移住関心層からは、これまでの仕事、住まい、暮らしに加えまし

て、コロナ禍以降、首都圏での仕事を継続したまま北海道に移住するテレワーク移住についての

問合せも増えているなど、相談内容も多様化しており、こうした状況に対応できる体制の構築が

必要でございます。

このため、令和８年度には、ＡＩチャットボットを導入し、時間や場所を問わず気軽に問合せ

ができる環境を整備することで、より多くの相談に対応していくとともに、移住を考えている方

々の関心事項などを把握、分析し、これまで以上にデータに基づき効果的に情報発信などを行

い、北海道への移住を一層促進してまいります。

○大越農子委員 ＡＩの導入などにより、非常に多様なニーズをしっかりと把握していくという

意思を感じます。しっかり取り組んでいただきたいと思います。

次に、持続可能な市町村行財政について伺います。

人口減少が進む中、道内市町村においては、行政サービスの維持確保が大きな課題となってい

るものと考えます。

道として、道内市町村における行政サービスの維持確保に関する現状と課題をどのように認識

しているのか、伺います。

○木葉淳副委員長 広域連携担当課長小本幸治さん。

○小本広域連携担当課長 市町村の行政サービスに関する課題などについてでありますが、広域

分散型で多様な地域特性を有する本道におきましては、住民に最も身近な市町村が、地域の実情

に応じて、市町村間の広域連携などにより、将来にわたり持続的に行財政運営を行うことができ

る体制を確保していくことが重要でございます。

道内におきましては、機関の共同設置や一部事務組合、広域連合などによる事務の共同処理の

ほか、国の定住自立圏制度や道の地域づくり総合交付金などを活用し、市町村間で共通する課題

の解決に向けた取組が進められております。

一方、急速に進む人口減少の影響などにより、特に、専門人材を中心にした職員の不足が課題

となっており、医療や福祉、教育などの分野におきまして、今後、単独の市町村だけでは持続的

に行政サービスを提供することが困難となることが懸念されているところでございます。

○大越農子委員 課題認識について伺いましたが、行政サービスを維持していくためには、道に

よる支援や広域的な調整も重要になると考えます。
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市町村の行政サービス提供を維持確保していくため、今後どのような支援や調整を行っていく

のか、お伺いいたします。

○木葉淳副委員長 地域行政局長笹森穣さん。

○笹森地域行政局長 市町村の支援体制などについてでございますが、人材不足が深刻化する

中、市町村における行政サービスを将来にわたり持続可能なものとしていくためには、業務の効

率化に向けたデジタル技術の活用や、市町村間の広域的な連携、民間活力の導入などを推進して

いくことが今後ますます重要になるものと認識をしております。

道では、これまで、地域づくりの拠点である振興局が市町村間の取組をコーディネートする役

割を担うとともに、地域づくり総合交付金による財政的支援や人的支援などを組み合わせながら

広域連携等の後押しをしてきたところでございます。

今後は、道内市町村の動きをより一層推進していくため、令和８年度から地域行政局の体制を

強化し、自治体のＤＸ化や広域連携等の推進に向けた取組をプッシュ型で一元的に支援するほ

か、本庁と振興局が一体となって、市町村の持続可能な行財政運営の確保に向けた取組を着実に

進めてまいります。

○大越農子委員 次に、地方創生タスクフォース会議について伺います。

昨年６月に設置された地方創生タスクフォース会議は、国と地域の連携による地方創生の推進

体制として、全国に先駆けて設置されたと伺っております。

これまでの開催状況と、どのような議論が行われてきたのか、伺います。

○岡田地域創生推進室長 タスクフォース会議の開催状況などについてでありますが、昨年６

月、国と地方が一体となった地方創生の推進体制としまして、地方創生タスクフォース会議が全

国に先駆けて本道で立ち上げられ、国からは、内閣官房、内閣府及び道内地方支分部局、自治体

からは、道のほか、札幌市、北海道市長会、北海道町村会が、経済団体からは、北海道経済連合

会など３団体の代表者の出席の下、第１回会議が開催されたところです。

その後、事務レベルによる協議を進める場としまして、これまで計３回にわたり実務者会合が

開催され、地方公共団体と経済団体などが連携して、地域の成長やイノベーション創出につなが

るプロジェクトに取り組む広域リージョン連携に向けた検討を行いますとともに、地域が抱える

様々な課題の解決に向け、道が提案しました地方支分部局との連携による市町村へのサポートな

どについて、取組の具体化に向けた議論を重ねてきたところであります。

○大越農子委員 道から、タスクフォース会議において様々な提案が行われていると聞いており

ます。

そこで、道から提案した事項について、これまでどのような取組が進められてきたのか、ま

た、今後どのように取り進めていく考えなのか、伺います。

○馬場地域創生局長 タスクフォース会議の取組についてでありますが、道では、本会議を契機

として、各振興局が開発局の出先機関である開発建設部とともに開催をしております地域づくり

連携会議の場に、新たに、経済産業局や運輸局など他の地方支分部局にも参画いただくととも
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に、市町村が抱える地域課題の解決に向けて、支分部局の専門的知見やノウハウとのマッチング

を促進する取組などを進めてきたところでございます。

道といたしましては、引き続き、タスクフォース会議の枠組みを効果的に活用し、関係機関が

一体となって地域の特色を生かした産業振興等のプロジェクトの磨き上げや加速化を図りますと

ともに、地域が創意工夫を凝らした取組を行えるよう、支分部局との連携を一層密にしながら、

国の支援制度や先進事例に関する情報提供、取組の具体化に向けた助言など、市町村等に対する

支援の充実強化を図ってまいります。

○大越農子委員 最後に、地方創生に向けた今後の取組について伺います。

国による地方創生の推進体制や道の総合戦略の改訂等を踏まえ、人口減少が進む中にあって

も、地域の活力を維持し、持続可能な地域社会を実現していくことが重要であると考えます。

北海道における地域創生の推進に向けて、今後どのように取り組んでいくのか、見解を伺いま

す。

○木葉淳副委員長 総合政策部長兼地域振興監中村昌彦さん。

○中村総合政策部長兼地域振興監 今後の取組についてでございますが、本道におきましては、

若年層、特に女性の転出超過数が多く、若者や女性の意識や人口動態などを踏まえた対策を進め

ていくことが重要でございます。

このため、道では、地域における高校の魅力化や大学生による地域活動の取組の支援、移住相

談体制の充実など、道内への人材の定着や呼び戻しに向けた取組を一層強化するほか、若者や女

性の方々がその能力を発揮し活躍できるよう、働きやすい就業環境の整備などに取り組んでまい

ります。

また、ＡＩ等を活用した産業の生産性向上に取り組むなど、地域の特色を生かした魅力ある雇

用の場の創出を図るとともに、市町村の取組を支援するための体制強化も行いながら、地方創生

タスクフォース会議をはじめとする多様な主体との連携の枠組みを活用し、本道の創生に向けて

取組を加速してまいります。

○大越農子委員 終わります。

○木葉淳副委員長 大越委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後２時31分休憩

午後２時50分開議

○宮下准一委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

総合政策部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

木葉淳さん。

○木葉淳委員 通告に従い、順次伺ってまいります。

まず、日本ハムファイターズ２軍施設の道内移転に関するサポートチームについて伺います。
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道は、昨年７月に、プロ野球・日本ハムファイターズ２軍施設の道内移転に向けたサポートチ

ームを設置いたしました。しかしながら、本道として、この誘致をどのような政策目的の下で進

めているのか、また、道内経済の活性化や交流人口の増加などにどう結びつけていくのか、その

全体の戦略が道民に見えていないのが現状ではないでしょうか。

そこでまず、サポートチームの設置の目的とこれまでの具体的な活動内容、本道としての目指

す将来像について伺います。

○宮下准一委員長 政策局参事菅原伸一さん。

○菅原政策局参事 サポートチームについてでありますが、昨年７月に、北海道日本ハムファイ

ターズから２軍施設の道内移転が表明されたことを受けまして、道では、ファイターズや誘致に

取り組む市町村の相談対応を行うため、直ちに庁内関係部によるサポートチームを設置したとこ

ろでございます。

ファイターズや市町村との個別の相談内容につきましては協議中であり、お示しできません

が、道内への移転や誘致活動が円滑に進むよう、関係部局と連携しながら、相談に対応している

ところでございます。

○木葉淳委員 市町村との相談の内容を聞いているのじゃなくて、道の目指す将来像はどうなの

ですかという質問をしたのですけれども、踏み込んだ答弁は全くなかったということで、ちょっ

と寂しい限りです。

２軍施設の移転は、単なるスポーツ施設の立地にはとどまらず、宿泊ですとか飲食、交通、合

宿誘致等、幅広い経済波及効果が期待されます。ファイターズの１軍の拠点は既に北広島にあり

まして、２軍施設との相乗効果による新たな周遊動線の形成も可能だというふうに思います。な

ぜ、もっと積極的に取組をしないのでしょうか。

本道として、２軍施設移転による経済波及効果の試算は行っているのか、そして、道内の広域

連携を含めたまちづくりですとか、関係人口などを含めて、戦略をどのように描かれているの

か、伺います。

○菅原政策局参事 経済波及効果についてでありますが、道では、２軍施設の移転による経済波

及効果の試算は行っておりませんが、民間会社において統合的価値を予測するレポートが公表さ

れたことは承知しており、経済波及効果は、建設期間中と開業後10年間を合わせまして2193億円

と試算されているところでございます。

また、ファイターズは、道内への移転を公表した際に、野球だけにとどまらず、地域の課題解

決や様々な分野に貢献していきたいとの意向を示しており、移転後にはそうした動きも出てくる

ものと考えております。

○木葉淳委員 現状では、誘致のほうは道央圏の候補自治体がそれぞれに取り組んでいるという

ことで、道はサポートチームですから、サポートということに徹しているのは分かるのですけれ

ども、2193億円もの経済波及効果があるということを踏まえれば、もっと積極的な取組というの

があってよいのではないかと思います。
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北海道全体のブランドの向上というのですか、若年層の定着促進にも資する重要な案件だとい

うふうに私は思うのですね。本道として、主体的に関与し、公共交通インフラとの連携ですと

か、道内全域への経済波及効果、それから、道内企業とのマッチングですとか、大学や高校との

連携などを戦略的に展開すべきではないでしょうか。

本道として、主体的な関与の具体策をどのように考えているのか、もう一度伺います。

○菅原政策局参事 道としての役割についてでありますが、２軍施設の道内への移転は決まって

いるものの、ファイターズと関係市とで個別の協議を進めている段階であり、現時点で、道とし

ては、市町村とファイターズの間で円滑な協議が進むよう相談対応を行っているところでござい

ます。

今後、候補地が決定し、移転に関する具体的な見通しが明らかになった段階で、必要な対応を

検討してまいります。

○木葉淳委員 役割ではなくて、戦略を持ったらよろしいのではないでしょうかということを聞

いているのですよね。

私は、サポートチームを単なる調整の窓口にとどめるのではなくて、全庁横断的な体制へと格

上げをして、例えば、地域経済戦略本部のような機能強化を図るべきだと思います。知事直轄レ

ベルのプロジェクトとして位置づけるサポートチームの今後の機能強化について伺います。

○菅原政策局参事 サポートチームの機能についてでありますが、サポートチームは、２軍施設

の道内への移転や市町村の誘致活動が円滑に進むよう相談体制を整備したものであり、引き続

き、ファイターズと関係市が個別協議を行っていく中で、関係部局が連携して相談に丁寧に対応

していく考えであります。

○木葉淳委員 相談に丁寧に対応ということなのですが、私の質問にも丁寧に対応していただけ

ればよかったなと思います。機能強化について聞いたのですが、その辺の答弁がなかったという

ことはちょっと残念であります。

本道は、人口減少ですとか若年層の流出という大きな課題を抱えています。２軍施設の移転と

いうのは、先ほども申し上げましたけれども、スポーツ産業が集積したりですとか、合宿、育成

の拠点となったり、それから、子どもたちの夢づくりへと発展させる契機にもなっていくのでは

ないでしょうか。

道は、この誘致を中長期ビジョンの中にどのように位置づけ、北海道全体の成長戦略へと昇華

させていくのか、もっと言えば、ほかのプロスポーツにも広げて、本道の関係人口を増加させる

などの北海道経済の活性化につなげていく考えがないのか、伺います。

○宮下准一委員長 政策局長青山大介さん。

○青山政策局長 本道の活性化についてでございますが、ファイターズにおきましては、2023年

に、道内外から多くの方々が訪れる交流拠点として北海道ボールパークＦビレッジを北広島市に

整備するなど、プロ野球の魅力だけではなく、観光振興やまちづくりなど、様々な観点から北海

道に活力をもたらしているものと承知をしてございます。
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こうした中、昨年７月に道内への移転が公表された２軍施設は、野球施設のみならず、住宅や

商業施設などのまちづくりを含む構想となっておりまして、移転後は、定住人口や交流人口の増

加にとどまらず、地域への愛着向上といった様々な効果が期待されるところでございます。

道といたしましては、本年６月の移転先決定、それから、2030年の開業に向けまして、引き続

き、関係部局が連携し、北海道全体への貢献を表明しているファイターズに対し必要なサポート

を行ってまいります。

○木葉淳委員 ６月には移転先が決まる予定となっているので、また改めて、この点については

第２回定例会で伺っていければなというふうに思います。

それでは、次の質問に移ります。

「生涯活躍のまち」についてです。

先日の一般質問において、我が会派同僚議員からも生涯活躍のまちづくりについて伺いまし

た。私からは、国が、昨年の６月、それから12月に、地域創生に関する閣議決定を行って、関係

人口の創出、２地域居住の促進、デジタル実装の推進など、新たな方向性を示したことを踏まえ

て、本道における「生涯活躍のまち」構想の再構築という視点から、提案も含めて伺ってまいり

ます。

2017年７月、道は、「生涯活躍のまち」推進ネットワークを設置して、本道独自の構想を掲げ

ました。そこで、道が当初描いていた北海道らしい「生涯活躍のまち」とはどのような構想だっ

たのか、国が提唱した構想との違いをどう整理して、本道として、どう独自性を打ち出し、北海

道らしい「生涯活躍のまち」構想を進めてきたのか、伺います。

○宮下准一委員長 移住交流担当課長今田美幸さん。

○今田移住交流担当課長 北海道らしい「生涯活躍のまち」の取組についてでございますが、道

は、平成27年に策定した北海道創生総合戦略におきまして、重点戦略プロジェクトの中で「「北

海道暮らし」のブランド化」を位置づけ、その施策の一つとして、生涯活躍のまち、いわゆる日

本版ＣＣＲＣ構想の地域展開を掲げており、北海道らしい取組といたしまして、夏の冷涼な気候

や豊かな自然環境など、本道の地域資源の優位性を生かすとともに、冬の暮らしに対する不安解

消や居住環境に関する相談といった、移住に至るまでのサポートの実施が必要との視点に立ち、

首都圏等に在住する、いわゆるアクティブシニアの方々に向けた移住、定住の取組を進めてきた

ところでございます。

○木葉淳委員 道の考える北海道らしさというのは、北海道の地域資源、夏の気候だとか、そう

いったことを踏まえてと今答弁にあったのですけれども、やはり、課題となるのは冬の暮らしで

あろうということで、そこに向けた対応を行われてきたということです。

全国を見ますと、コンパクトシティー構想と一体化した都市型モデル、それから、医療・大学

連携による多世代交流型モデル、そういった具体的な成果を上げている地域が存在をしていま

す。全国の自治体での状況をどのように把握されているのか、伺います。

○今田移住交流担当課長 全国の好事例についてでございますが、国では、特徴的な事例やデジ
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タル技術を活用した取組などを取りまとめた事例集等を作成しておりますほか、全国の自治体の

中で特に参考となる取組を横展開するため、「生涯活躍のまち」事例紹介セミナー等を開催して

おります。

この中では、例えば、コミュニティーセンターを核とした住民主体の地域づくりを目指し、生

活支援体制の構築やデジタル化への対応を行っている山形県長井市の取組や、移住者を対象とし

た団地の整備や地域住民との交流イベントを開催している長野県佐久市の取組などが紹介されて

おり、道では、本構想に関心のある市町村に対しまして、こうした取組事例の情報提供を行って

きたところでございます。

○木葉淳委員 既存の施設を活用したりだとか工夫した取組が行われているという答弁があった

のですけれども、やはり、こうした取組を進めるには、財政的・技術的支援が必要かと思いま

す。

どのような支援を行い、そして、本道の地域活性化につなげてきたのか、これまでの成果につ

いて伺います。

○今田移住交流担当課長 これまでの取組と成果についてでございますが、道は、「生涯活躍の

まち」構想に取り組む市町村によるネットワークを設置し、設置当初は、ネットワーク参加市町

村を集め、国の担当者を招き、本構想について説明を行う会議の開催や現地意見交換会を実施し

たほか、メールマガジンによる情報共有を行ってきたところでございます。

さらに、地域づくり総合交付金を活用し、市町村が実施している多世代交流イベントの開催

や、地域コミュニティーの醸成に向けた取組等に対する財政支援なども行っており、例えば、多

文化共生・多世代のまちづくりを掲げる東川町では、人口が緩やかに増加しており、移住者によ

る起業や留学生によるボランティア活動が行われるなど、住民がそれぞれの知識や経験を生かし

ながら地域で活躍しております。

○木葉淳委員 もともとはアクティブシニアを対象にした移住施策であったかというふうに思う

のですけれども、やはり、「生涯活躍のまち」のコンセプトも少しずつ変わってきて、今では全

世代型のまちづくりというふうになっています。

人口減少が急速に進む本道において、もともとのコンセプトであった移住の促進は非常に重要

だと思うのですけれども、先ほどもほかの委員に対して答弁がありましたが、道の移住施策の取

組の状況について伺います。

○宮下准一委員長 地域づくり担当局長津久井直子さん。

○津久井地域づくり担当局長 本道の移住施策についてでございますが、道は、人口減少が進む

中、社会減対策として移住施策に取り組んでおり、道外に住む方々に本道の魅力を広く発信する

ため、これまでも、市町村や関係団体の方々と連携しながら、首都圏等で移住関係イベントの開

催や、仕事、住まい、暮らしに関するオンラインセミナーなどを実施してきたところでございま

す。

こうした取組の結果、移住相談は増加傾向にあり、昨年度における北海道全体の相談件数は、
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過去最高の１万8813件を記録したところでございます。

道といたしましては、引き続き、移住関心層のニーズを的確に把握しながら、地域の皆様と一

体となって、本道への移住の促進に向け、取り組んでまいります。

○木葉淳委員 最後に、今後の展開について、提案を含めて伺います。

私の地元・江別市では、地域共生社会の実現に向けて、「生涯活躍のまち」構想に取り組んで

きました。国は、昨年６月と12月に、閣議決定において、デジタル田園都市国家構想の継承や、

関係人口、２地域居住の拡大などへと政策軸を進化させています。

この流れを踏まえれば、本道の「生涯活躍のまち」についても、高齢者限定型から全世代循環

型モデルへ転換、それから、医療、住まい、交通、就労をパッケージ化した広域連携モデルの構

築ですとか、冬季対応型コンパクトタウンのモデル化、首都圏との２地域居住を前提とした季節

型移住の推進といった、北海道ならではの新たな取組の再構築が必要だと考えます。

国は、来年度に「生涯活躍のまち」に関する新たなガイドラインを策定するとしておりますけ

れども、北海道として、今後、「生涯活躍のまち」についてどのように取り組んでいくのか、本

道としての施策を推進する部長の決意をお伺いいたします。

○宮下准一委員長 総合政策部長兼地域振興監中村昌彦さん。

○中村総合政策部長兼地域振興監 今後の取組についてでございますが、人口減少が進み、首都

圏への一極集中が続く中、地域の活性化やコミュニティーの維持を図る上で、若者、女性、高齢

者、障がいのある方、子どもなど、誰もが居場所と役割を持って活躍できる「生涯活躍のまち」

構想は、時代に即した形で進めていくべきと考えております。

現在、国では、年齢や障がいの有無を問わず、様々な人が集い、生きがいを持って暮らすこと

ができる場の整備を全国に広げるため、来年度の策定に向けてガイドラインの検討を進めてお

り、道におきましても、令和６年３月に策定した北海道地域福祉支援計画において、多様な主体

が交流する「共生のまち」を目指す江別市の取組を先駆的な事例として紹介しております。

道といたしましては、引き続き、国の検討状況などの把握に努めるとともに、庁内関係部局と

しっかりと連携をしながら、市町村に対し、情報提供や必要な支援を行ってまいります。

○木葉淳委員 国の検討状況を積極的に把握して、関係部局としっかりと連携をしていくという

答弁をいただきましたので、よろしくお願いしたいと思います。

それでは次に、交通政策について、北海道交通政策総合指針を絡めながら、昨年の第３回定例

道議会における一般質問で私が質問した内容について伺っていきたいというふうに思います。

昨年の第３回定例道議会で、交通企画監から、外国人材の活用実績がある事業者などを招いた

セミナーを開催する、あるいは、バス事業者の方々に広く情報提供を行う、特定技能制度に基づ

く外国人材の確保に向けた取組を展開するとの答弁がありました。

そこで、セミナーの開催実績ですとか外国人ドライバーの採用の状況について伺います。

○宮下准一委員長 地域交通担当課長髙松正裕さん。

○髙松地域交通担当課長 外国人材の確保に向けた取組状況等についてでございますが、道で
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は、特定技能制度に基づく外国人材の活用に向けまして、自動車運送業などを対象としたセミナ

ーを１月に開催し、外国人材の受入れに必要な手続等の解説や、外国人材の受入れに向けた道内

事業者の取組状況等についての情報提供を行うとともに、外国人材の活用に先行して取り組んで

いる事業者の採用活動例や、外国人材とのコミュニケーション上の課題等についての来場者との

意見交換などを行ったところであり、自動車運送業のほか、人材派遣会社など、約50事業者が参

加したところでございます。

また、道の特定技能制度を活用した採用状況については、バス事業者の数社が既に外国人材の

採用活動を始めており、このうち、昨年11月に外国人材を受け入れた事業者からの報告では、２

月末に大型２種免許を取得し、今春の乗務開始ができるよう、現在、職場研修中と承知している

ところでございます。

○木葉淳委員 ありがとうございます。

それでは、次ですけれども、もちろん、バスの運転手不足というのは、外国人材の活用だけで

解決できるのではなくて、若い世代ですとか女性ですとか、そういった総合的な対策が不可欠だ

というふうに思います。

道として、この間、どのような具体的な取組を進めてきたのか、伺います。

○髙松地域交通担当課長 運転手確保に向けた取組についてでございますが、昨今、顕著となっ

ている運転手不足につきましては、人口減少や高齢化の進行などの背景による高齢運転手の退職

などが主な要因であると認識しており、道では、高校生を対象としたバス運転手の業務説明会の

開催や、バス運転手の業務内容等を紹介したキャリアパスガイドの作成など、若年層の確保に向

けた取組を進めるとともに、女性運転手として活躍している方々の体験談等を道のホームページ

等から広く発信するなど、女性運転手の確保にも取り組むことに加え、事業者の方々の新規採用

者の確保に伴うコスト負担を可能な限り軽減する観点から、北海道バス協会などと連携して、大

型免許の取得費用に対する助成事業も実施するなど、新規採用者などの確保に向け、様々な取組

を進めてきたところでございます。

○木葉淳委員 この３月に改定されます北海道交通政策総合指針重点戦略での運転手確保の位置

づけと、重点戦略と連動した具体的な取組について伺います。

○髙松地域交通担当課長 運転手確保の取組等についてでございますが、バス事業におきまして

は、運転手不足の解消が喫緊の課題と認識しており、道では、次期重点戦略において、交通が果

たす役割として安全・安心な暮らしを支えるといった柱を掲げ、具体的な取組として運輸人材の

確保育成を位置づけるとともに、事業者が安定して事業活動を継続できる環境づくりに向け、人

手不足への対応といった観点から施策を検討してきたところでございます。

道といたしましては、将来にわたりバス事業の安定的な運行が図られるよう、関係者の連携の

下、運転体験や合同企業説明会の開催をはじめ、外国人材を含む多様な人材確保に取り組むこと

はもとより、自動運転やＡＩ等を活用したデマンド交通、キャッシュレス決済の導入など、新技

術の活用による生産性の向上を推進するなど、持続可能な地域交通の確保に向けて取り組んでま
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いります。

○木葉淳委員 引き続き、運転手の確保に向けて全力で取り組んでいただければと思います。

次に、持続可能な地域交通の維持確保ということで質問をさせていただきますが、私も、道議

会には可能な限り路線バスを利用しながら来ています。ただ、その便も、前は数本あったのです

けれども、今は、朝に１便、帰りに１便しかなくなっているという状況です。やはり、大きな課

題を持っている方がたくさんいらっしゃるということを踏まえて、昨年の第３回定例道議会で私

も質問させていただきました。そのときに、知事から、全道14地域において地域公共交通計画を

策定し、一部の地域で利便増進実施計画の策定を進めているとありました。

この１年間で策定された計画の数、それから、路線の再編統合、共同運行など、実際に最適化

が実現した例、利用実態等のデータを共有する仕組みづくり等の進捗状況について伺います。

○髙松地域交通担当課長 利便増進実施計画の策定状況などについてでございますが、道では、

令和４年以降、道内14地域で広域的な地域公共交通計画を策定し、地域の関係者と連携しながら

利便性の向上などの取組を進めており、より一層、地域の理解を得ながら地域交通の最適化に取

り組む必要があるとの認識の下、昨年７月には、オホーツク地域において２件の利便増進実施計

画を策定し、重複したバス路線の解消等による収支率の向上や、キャッシュレス決済の導入等に

よる利便性の向上等に取り組むとともに、バス事業者２社が、運賃やダイヤの直接協議が進めら

れるよう、独占禁止法特例法を活用した、道内初となる共同経営計画を８月に策定するなど、事

業者間の連携による新たな取組が進められたところでございます。

道といたしましては、こうした取組をさらに加速させ、交通事業者の方々などが抱える課題へ

の対応や、市町村が考えるまちづくりと連動した地域交通ネットワークの持続的な確保を図るた

め、住民の移動実態等のデータを共有するための仕組みについて検討を進めており、北海道運輸

交通審議会で幅広い議論をいただきながら、先月、モビリティーデータ基盤の構築の方向性を取

りまとめたところであり、今後、具体化に向けた議論を深めてまいります。

○木葉淳委員 新年度の取組について伺うのですけれども、改定される重点戦略では、路線維持

をどのような位置づけとして、どのような実効性ある具体策を打ち出していくのか、伺います。

○髙松地域交通担当課長 地域交通の確保に向けた取組等についてでございますが、道として

は、利用者の減少や運転手不足などバス事業を取り巻く環境が厳しさを増している状況を踏ま

え、事業者、利用者の双方の目線から、地域交通の維持確保に向けた対応策を検討することが必

要と考えており、事業者の事業継続の観点からは、これまで以上に、限られた資源を有効に活用

するための重複路線の解消や運行の共同化といった取組や、人手不足への対応などを推進してい

くことが必要であるほか、また、利用者の利便性向上の観点からは、移動ニーズに応じた運行と

していくために、地域の関係者が移動実態を把握、活用できる環境を整えることは重要でござい

ます。

こうした認識の下、次期重点戦略では、事業者や自治体など関係者間の連携強化に重きを置く

中で、今後、モビリティーデータ基盤を整備し、バス事業者をはじめ、地域全体でデータを活用
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することを通じた交通の最適化や利便性の向上に取り組むとともに、外国人材を含む多様な人材

の確保、さらには、交通事業者を支えていく新たな支援制度の検討等に取り組んでまいります。

○木葉淳委員 改定される重点戦略において持続可能性を掲げるということであれば、やはり、

具体的な数値目標ですとかスケジュールを示すべきではないでしょうか。

道として、本道の公共交通を今後どのような姿に再構築していくのか、今後の具体的な戦略を

伺います。

○宮下准一委員長 総合政策部次長兼交通政策局長清水大貴さん。

○清水総合政策部次長兼交通政策局長 今後の対応などについてでございますが、道では、これ

まで、道内14地域で広域的な地域公共交通計画を策定し、地域交通の確保に向けた取組を展開し

てきたところであり、上川地域などにおいては、重複路線の解消など路線の最適化に取り組んで

きたところでございます。

また、こうした取組をさらに加速させ、地域交通の最適化に向けたデータ活用や支援について

検討するため、事業者や市町村を対象にニーズ等の調査を行い、その結果を基に、北海道運輸交

通審議会において、路線の最適化に必要となる施策について議論を深めてきたところでございま

す。

道としては、広域的な地域公共交通計画の推進やアップデートにより、地域交通の最適化や、

さらなる利便性の向上を図るとともに、地域の関係者による最適化の検討に資するモビリティー

データを共有するための仕組みや、新たな地域交通支援制度の検討を行うなど、総合的な施策展

開を図り、持続可能な地域交通の確保に向けて取り組んでまいります。

○木葉淳委員 引き続きの取組をよろしくお願いいたします。

次に、新千歳空港での滞留について伺います。

札幌市では、１月24日から25日にかけての大雪により交通機関が麻痺をしました。それで、新

千歳空港では、一時、7000人が足止めを余儀なくされて、札幌の地下歩行空間でも約350人の方

々が一夜を明かしたと伺います。

こうした滞留というのは、以前にも発生をしておりまして、北海道交通政策総合指針では、

2016年12月の大雪で新千歳空港の欠航が相次いだことにより空港内に多数の乗客が滞留したこと

を受け、利用者の的確な誘導や運行状況、代替輸送の情報提供など、交通機関が相互に連携協力

し、迅速に対応できる体制の構築が喫緊の課題であるとしています。そこで、以下、伺います。

まずは、認識についてです。

今回、7000人が新千歳空港に滞留したということは想定外の事態だと考えていらっしゃるの

か、まず、その点について伺います。

○宮下准一委員長 航空課長丹野正樹さん。

○丹野航空課長 新千歳空港における滞留についてでございますが、このたびの大雪による輸送

障害への対応におきましては、４年前の雪害を踏まえまして、関係者との情報共有の迅速化や、

利用者の方々がホームページなどを活用してワンストップで情報を入手できる機会を北海道運輸
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局と道で提供するなどの取組を推進してきたものの、ＪＲと北海道エアポートとの間のホットラ

インが機能せず、札幌－新千歳空港間の代替輸送手段が十分確保できなかったことなどによりま

して、新千歳空港において想定を超える多数の滞留者が発生したといった課題があったと認識し

ております。

○木葉淳委員 ホットラインが機能しなかったことは想定外だったということかと思いますけれ

ども、今回の混乱については様々な要因が指摘をされています。

道として、最も重大だったものは何だったと考えていらっしゃるのか、伺います。

○宮下准一委員長 交通企画課長齋藤冬樹さん。

○齋藤交通企画課長 大雪の状況についてでございますが、このたびの札幌圏での記録的な大雪

においては、道路の渋滞やバスダイヤの乱れ、高速道路の通行止めといった交通障害の発生のほ

か、ＪＲにおいて、列車の進路を変更するポイントの不転換などが相次いだことに加え、運行再

開予定時刻が数度にわたって延期されたことによって、多くの利用者の方々に混乱が生じたもの

と考えております。

○木葉淳委員 原因は、数度の運行再開予定時刻の延期とホットラインが機能しなかったという

ことで、もう一問、質問をしようと思ったのですが、そこについては、ほぼ答弁されたものと思

いますので、ちょっと１問飛ばします。

道は、このホットラインの運用状況について、平時から点検、確認を行ってきたのか、これま

での運用確認や訓練の状況を伺います。

○丹野航空課長 ホットラインの運用状況などについてでございますが、ＪＲと北海道エアポー

トにおきましては、札幌－新千歳空港間の列車に運行障害が発生した場合などにホットラインを

活用した情報共有を図っていると伺っております。

また、新千歳空港における大雪等による滞留者の解消に向けた連携会議におきまして、ホット

ラインを設置している両社を含む関係者間の緊急時の連絡体制の確認などを行う情報伝達訓練

を、令和４年度から毎年度、降雪期前に実施しているところでございます。

○木葉淳委員 訓練はしてきているということなのですけれども、今回、7000人も新千歳空港に

滞留をしています。４年前にも同様の滞留が発生して、改善策を整理したとされています。

４年前に整理した改善項目のうち、今回、実際に機能した項目は何で、機能しなかった項目と

いうのは何なのか、その点について伺います。

○齋藤交通企画課長 検証についてでございますが、各関係機関では、４年前の大雪対応に関わ

る検証に基づき、札幌－新千歳空港間における代替輸送手段の確保が円滑に行える体制の構築

や、関係機関相互における情報共有を図る連絡体制の構築に努めるとともに、訓練の実施などに

取り組んできたところでございます。

今般の札幌圏の大雪の際におきましても、道や関係機関は、タクシーの営業区域外運送の実施

や、ＳＮＳ等を通じた情報発信など、４年前の検証報告書に沿った対応に努めたところですが、

先ほども申し上げましたとおり、ＪＲにおいて運行再開予定時刻が数度にわたって延期されたこ
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とや、札幌－新千歳空港間の代替輸送手段が不足したことなど、改善すべき点があったものと認

識をしてございます。

○木葉淳委員 札幌－新千歳空港間の代替輸送手段が不足したということですけれども、やは

り、大雪の影響というのは、2016年12月の大雪もそうですし、４年前の大雪もそうですけれど

も、同じようなことが繰り返されてきているのではないでしょうか。

大雪を想定した総合的な実動訓練、これが重要なのかなというふうに思うのですけれども、こ

の４年間で何回ほど実施されたのか。それから、ＪＲや空港、バス事業者、道、関係自治体を含

めた訓練が重要だと思うのですけれども、そうした訓練の状況についても伺います。

○清水総合政策部次長兼交通政策局長 大雪に備えた取組についてでございますが、道では、大

雪や暴風雪などに関係機関が連携して対処するため、札幌市や道開発局、ＪＲなどと雪害対策連

絡部を設置し、４年前の大雪に係る検証を踏まえ、毎年、降雪期前に札幌圏の大雪による大規模

な交通障害の発生を想定し、ウェブ会議を活用し、それぞれの対応状況を共有、連携を図ること

を確認する訓練を実施しております。

また、道が事務局を務め、ＪＲや北海道エアポートはもとより、バス協会やＮＥＸＣＯ、気象

台などといった関係機関が参画する北海道交通・物流連携会議の情報共有・対応強化ワーキング

グループでは、気象情報や交通機関の運休の状況に応じて情報共有や情報発信を実施する体制を

構築し、毎年度、降雪期前には運用の確認訓練に取り組んできております。

さらに、北海道運輸局と北海道エアポートが共同事務局を務め、ＪＲやバス会社などが参画す

る新千歳空港滞留者解消連携会議では、代替輸送の確保に向けて、大谷地バスターミナル内の乗

客の待機場所や誘導手法の確認を行う、空港連絡バスの緊急ピストン輸送のシミュレーションや

実施訓練を毎年度行うなど、各機関における大雪時の対応に向けた体制づくりに努めてきたとこ

ろでございます。

○木葉淳委員 降雪期前の訓練が行われてきたということであったのですけれども、やはり、降

雪時ですとか、そういった災害が起こり得るような状況での訓練というものも今後必要になって

くるのではないでしょうか。

そして、今回、多くの利用者の方々が、何が起きているのか分からなかったと、そういった証

言があったかというふうに思います。特に外国人観光客への多言語情報提供というのが十分であ

ったとは言えません。

道として、現在、交通情報を一元的に集約し発信する公式プラットフォームは存在しているの

か、併せて運用状況について伺います。

○齋藤交通企画課長 情報発信についてでございますが、大雪等により交通障害が発生し、円滑

な移動、滞在に影響が懸念される状況下におきましては、旅行客の方々などの不安を解消し、安

全、安心の確保を図るため、的確な情報発信はもとより、行政機関や各事業者などの関係者間で

適時適切な情報共有が行われることが重要と認識をしております。

道では、こうした認識の下、これまで、大雪等により交通障害が予想される際などにおいて



【第１分科会 ３月13日 第３号】

は、北海道運輸局が運営する、交通状況や気象情報などを交通事業者等から集約し多言語で確認

できる「北海道 旅の安全情報サイト」といった各機関が提供する情報等を、ウェブやＳＮＳを

活用し、多言語により発信するなど、各機関が連携しながら、迅速かつ適時適切な情報発信に努

めてきたところでございます。

○木葉淳委員 私も、この道議会を出てバス停まで行く間に、多くの国の方々が広場などで雪だ

るまを作って遊んでいたりとか、そういう姿を見るのですけれども、現在、リアルタイムで運行

状況を発信できる体制というのは何言語で整備をされているのでしょうか。それから、24時間体

制で更新できる仕組みとなっているのでしょうか。その点について伺います。

○齋藤交通企画課長 多言語での情報発信についてでございますが、北海道運輸局が運営する

「北海道 旅の安全情報サイト」では、交通障害の状況に応じて24時間いつでも各関係機関が直

接、情報を更新できる仕組みとなっておりますほか、日本語、英語、中国語、韓国語の多言語で

の情報発信を行っているところでございます。

○木葉淳委員 次に、除排雪の初動の判断ということで伺うのですけれども、道は、今回、ダン

プトラック支援を行っています。本格支援は滞留が顕在化した後でしたが、気象予測段階で前倒

しの広域応援体制を発動する判断はできなかったのか、今後、事前配備型の除排雪体制に転換す

る考えはあるのかどうか、伺います。

○齋藤交通企画課長 除排雪体制の確保についてでございますが、道の防災計画において、雪害

対策は、道、開発局、札幌市、ＪＲなど26機関で構成する北海道雪害対策連絡部の体制の下、構

成機関がそれぞれ相互に連携して実施しております。

道は、連絡部の事務局として、気象台が発表する情報を踏まえ、雪害のおそれがある場合は、

構成機関を招集して会議を開催し、連絡部内で連携した対応を図ることとしており、１月の大雪

の際にも、担当者会議を開催し、各機関の対応状況や支援要請の有無などを確認の上、それぞれ

必要な対応を行ったところです。

また、道では、毎年、各地域で、国や市町村等の関係機関で構成する「除排雪に関する連絡調

整会議」に参画し、相互の連携協力体制などを確認しております。

道といたしましては、今後とも、こういった取組を続け、関係者間の連携の強化に努めてまい

ります。

○木葉淳委員 最後に、今回の事案についてなのですけれども、単なる大雪ということではなく

て、やはり、４年前の教訓が制度として定着していたのかどうかが問われるのではないかと思い

ます。

先日のＪＲの中間検証がありましたけれども、それだけで終わらせるのではなくて、北海道と

しての責任というものも含めて、具体的な工程表を示し、期限を区切って体制を見直す考えはあ

るのかどうか、伺います。

○清水総合政策部次長兼交通政策局長 大雪時における交通障害への対応についてでございます

が、道では、今般の大雪における大規模な交通障害の発生を踏まえまして、雪害対策連絡部の関
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係機関とともに対応の振り返りを行い、２月末に開催した災害対策連絡本部員会議におきまし

て、ＪＲの情報提供の在り方、想定を超える滞留者の発生といった課題や、ＪＲが進めている検

証作業を含め、関係機関のこれまでの取組と今後の対応を確認したところでございます。

道としては、引き続き、関係機関と連携して、当面の降雪期における対応に万全を期すととも

に、ＪＲの検討状況なども踏まえながら、次の降雪期に向け必要な対策を講ずるなど、道民の皆

様の安全、安心な交通サービスの確保が図られるよう取り組んでまいります。

○木葉淳委員 では、ちょっと角度を変えて質問をするのですけれども、新千歳空港駅のスルー

化についてです。

新千歳空港から道南や道東方面への２次交通の充実のため、また、度重なる雪害対応のため、

新千歳空港駅から鉄道の複数ルートをつくって、新千歳空港駅スルー化ということは不可欠では

ないかなというふうに私は思います。

ＪＲ北海道が2024年に策定した中期経営計画によると、新千歳空港駅のスルー化についても、

関係者と協力し検討するとあります。道も重要な関係者と認識するのですけれども、これまでの

検討状況について伺います。

○宮下准一委員長 鉄道企画担当課長佐藤康大さん。

○佐藤鉄道企画担当課長 新千歳空港スルー化の検討状況についてでございますが、新千歳空港

駅のスルー化等の鉄道アクセスの抜本的な改良により、札幌と空港間の輸送力の増強はもとよ

り、道東や道南方面とのアクセスの利便性向上による新たな観光流動の創出など、様々な効果が

期待されると考えており、道では、これまで、ＪＲ北海道など関係者と様々な課題について意見

交換を行うとともに、鉄道アクセスの抜本的な改良の実現に向け、国に働きかけてきたところで

ございます。

○木葉淳委員 利便性の向上ですとか新たな観光流動の創出など、様々な効果があるというふう

なことであったのですけれども、もうちょっと踏み込んで、現在、道東方面ですとか函館方面に

新千歳空港から移動する際、まず、南千歳駅まで移動して、特急列車に乗り換える必要がありま

す。やはり、そのような不便を解消することがスルー化であるのかなというふうに思います。

具体的に、ルートだとか、何か考えていらっしゃるのであれば、それをお聞かせいただければ

と思います。

○佐藤鉄道企画担当課長 新千歳空港アクセス鉄道についてでございますが、新千歳空港駅のス

ルー化については、ＪＲ北海道の中期経営計画において今後の事業構想として位置づけられてい

るところであり、空港アクセスについて様々な課題がある中、国において必要な調査を行ってい

ただきたいと考えております。

○木葉淳委員 国において必要な調査を行っていただきたいということですが、もうちょっと踏

み込んだ答弁をお願いしたいのですけれども、知事が、先日、政府の地域未来戦略に関連した新

千歳空港周辺の交通アクセス強化を国に要望されています。

先ほども質問の中で言ったのですけれども、１月に新千歳空港において7000人が滞留する事態
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が発生したということを考えれば、空港アクセスというのは、産業振興だけじゃなくて、危機管

理の観点からも見直していく必要があるというふうに思います。現在の議論は、大雪が降ったと

きにあっても、新千歳空港から札幌方面への輸送を前提としている、そういった代替輸送を考え

られているのですけれども、札幌圏こそ大雪の影響を受けやすい地域ですので、むしろ、比較

的、雪が少ないとされている太平洋側、苫小牧方面へ分散させていく発想というのがこれから必

要になってくるのではないでしょうか。

先ほどの答弁でも、新千歳空港駅のスルー化について、道東や道南方面へのアクセス向上によ

る様々な効果を指摘しています。観光や地域経済だけではなくて、空港滞留時の分散輸送という

危機管理の観点からも、苫小牧方面への人の流れを確保する新千歳空港駅スルー化に向けて、国

に支援を求めるべきと考えますけれども、認識を伺います。

○宮下准一委員長 鉄道担当局長佐藤寿志さん。

○佐藤鉄道担当局長 先般、国に行いました要請におきましては、新千歳空港の機能強化や空港

アクセス鉄道の輸送力を高めていくことが重要であるといった観点で要望を行っております。

新千歳空港駅のスルー化など、鉄道アクセスの抜本的な改良によりまして、輸送力の増強はも

とより、委員おっしゃるように、例えば、冬季における安定輸送の確保といったことも効果とし

て期待されますので、道としては、空港アクセスについて様々な課題がある中、国において必要

な調査を行っていただきたいと考えております。

以上でございます。

○木葉淳委員 今の件については、知事から直接伺いたいと思いますので、お取り計らいをお願

いいたします。

以上で私の質問を終わります。

○宮下准一委員長 木葉委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

赤根広介さん。

○赤根広介委員 それでは、初めに、地方創生と人口減少についてであります。

知事は、執行方針で、高校の在り方や魅力化について、知事部局と教育庁が連携してサポート

するとともに、モデルとなる取組などを支援するほか、その魅力の発信に取り組むとしておりま

す。

地域における高校の在り方について、道はどのように考えているのか、まず伺います。

○宮下准一委員長 地域戦略課長大須賀康高さん。

○大須賀地域戦略課長 地域における高校の在り方についてでございますが、全国を上回るスピ

ードで人口減少が進み、地域の暮らしや経済を支える担い手不足が大きな課題となる中、未来を

担う子どもたちの成長を支える教育環境は、活力ある地域づくりの観点からも重要であり、道立

高校をはじめとした高校が、教育の場としてはもとより、地域住民の皆様との協働や、地域に対

する愛着や誇りを育む取組を進めるための拠点としての役割を果たしていくことは、大変有意義
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と考えているところでございます。

○赤根広介委員 今、御答弁で、地域住民との協働あるいは愛着や誇りを育むための拠点と、非

常に大事な拠点という意味だと思います。

私は、今回の事業は、当然、否定をするわけではないのですが、御案内のとおり、道内には、

数多く高校が存在しない市町村があるわけであります。

そうした市町村への同じようなサポートについては、皆さんはどのようにお考えなのか、伺い

ます。

すぐに答えられないということは、そういう視点が、やっぱり、抜け落ちている証拠だと私は

思います。ここはしっかり検討していただきたいということは強く指摘をさせていただきます。

第３期北海道創生総合戦略の原案では、地域課題の解決を通じて地域創生に資するコンソーシ

アムを構築するなど、高校を核として地域と高校が緊密に連携し、地域の特色を生かした取組を

展開することで高校の魅力化を図るとしているわけであります。

このＫＰＩは、市町村内に所在する高校が１校のみである市町村における学校運営協議会設置

状況となっているわけでありますが、この設定の考え方及び高校の魅力化を図る具体的な取組を

伺います。

○大須賀地域戦略課長 高校魅力化に向けた取組などについてでございますが、道では、創生総

合戦略改訂版の原案におきまして、地域の将来を支える人材育成のための高校魅力化に取り組む

こととしており、地域の皆様と高校が緊密に連携した地学協働などの取組を、小規模市町村を含

め、全道各地に広げていくことを目指し、保護者や地域住民等が学校運営に参画する学校運営協

議会について、高校が１校のみの市町村における設置数をＫＰＩに設置しているところでござい

ます。

さらに、来年度は、知事部局と道教委が連携し、高校魅力化に向けた地域での検討状況やニー

ズを把握するとともに、専門家や先進地の関係者によるセミナーや個別相談会を開催するなどし

て、検討の体制づくりから取組の磨き上げまで、各地域の取組段階に応じて必要なサポートを行

うほか、具体化した取組について地域づくり総合交付金で支援することとしており、地域におけ

る高校魅力化に向けた取組を促進してまいります。

○赤根広介委員 今、答弁でありました地域づくり総合交付金で、どのような支援及び取組を行

うのか、その予算規模、積算の考え方と併せて伺います。

○大須賀地域戦略課長 地域づくり総合交付金についてでございますが、道では、来年度、高校

魅力化に向けた地域における検討を加速化するため、新たに、道教委と連携し、情報提供などの

必要なサポートを行うとともに、こうした取組を通じて具体化した事業を地域づくり総合交付金

により支援することとしており、生徒募集に係る道内外でのＰＲ、地域資源を生かした地学協働

の取組、進学をサポートするための公営塾の設置、運営といった取組への支援を想定していると

ころでございます。

地域づくり総合交付金につきましては、こうした高校魅力化に向けた取組を含む、若者や女性
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に選ばれる地域づくりをはじめ、ＡＩ・ＤＸを活用した地域課題の解決に向けた市町村などの取

組を重点的に支援することとしており、来年度の予算案につきましては、5000万円を増額し、本

定例会に提案したところでございます。

○赤根広介委員 同様に、若者や女性に選ばれる地域づくりについて、地域づくり総合交付金で

はどのような支援及び取組を行うのか、その予算規模、積算の考え方と併せて伺います。

○大須賀地域戦略課長 若者や女性に選ばれる地域づくりについてでございますが、本道におい

ては、進学や就職を主な理由として、若年層の方々を中心に道外への転出超過が続き、その割合

は女性が高く、こうした状況は、地域の人口減少をさらに加速させるものと認識をしているとこ

ろでございます。

このため、道では、北海道創生総合戦略の改訂案に、若者や女性に選ばれる地域づくりを掲

げ、取組を充実することとしたところでございまして、地域づくり総合交付金につきましては、

高校の魅力化支援など若者や女性に選ばれる地域づくりをはじめ、ＡＩ・ＤＸを活用した地域課

題の解決に向けた市町村などの取組に対して重点的に支援することとしており、来年度の予算案

については、5000万円を増額し、本定例会に提案したところでございます。

○赤根広介委員 今、両方の答弁を聞いて、具体的な積算根拠は示されなかったわけでありま

す。双方ともに5000万円を増額ということでありますが、これは全体で5000万円の増額なのです

よね。これは、それぞれ枠というものはないのですか。全体で、あくまで競い合ってここから奪

い合ってください、そういう趣旨なのですかね、伺います。

○宮下准一委員長 地域創生局長馬場俊哉さん。

○馬場地域創生局長 地域づくり総合交付金の運用についてでございますが、交付金に関しまし

ては、メニューごとに予算の枠は設けておらず、重点的な取組に関しまして予算額を決めずに優

先的に配分をしているということでございます。

○赤根広介委員 これは、例えば、地域が高校の魅力化づくりを希望しても必ずしも当たらない

と、当然、そういう可能性もあるという認識でいいのか、伺います。

○馬場地域創生局長 地域づくり総合交付金の配分についてでございますけれども、優先分野の

全体の状況に応じまして、予算全体の額を勘案しながら配分をしてまいる、こういうことでござ

います。

○赤根広介委員 私は、これは非常に残酷だと思いますよ。本当に人づくりが大事だと言うのだ

ったら、やっぱり、別枠でちゃんと予算を確保するべきだということは強く指摘せざるを得ない

わけであります。

次に、グローバル化に対応した世界で活躍できる多様な人材の育成について、これも原案で示

されているわけでありまして、その中で、高校生の交換留学促進事業、グローバル人材育成推進

事業やＩＣＴを活用した海外高校生との交流を実施し、高校生の留学促進やグローバル人材育成

を図るとしているわけであります。

一方、ＫＰＩは、道内の公立高校における留学生の割合0.01％、これは令和３年ですが、これ
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を令和９年に１％ということで、そもそも本気度というものが全く感じられないわけであります

が、この設定の理由及び直近の数字を伺うとともに、留学の支援策についても併せて伺います。

○宮下准一委員長 地域創生推進室長岡田茂也さん。

○岡田地域創生推進室長 留学の支援策などについてでありますが、道では、道内の公立高校に

おける留学者の割合が全国平均の1.0％を下回っておりますことから、全国平均を目標値として

設定したところでありまして、直近の令和５年度の調査では、留学者が380名、在学者数に占め

る割合は0.5％となっております。

目標達成に向けましては、国の補助金を活用しまして、高校生の留学に係る費用の一部を補助

しておりますほか、高校生が道内大学の留学生と相互交流を行うプログラムを実施するなど、留

学の促進や留学機運の向上に取り組んでおりまして、こうした取組を通じ、語学力やコミュニケ

ーション能力、異文化や国際社会に対する理解を促進しまして、グローバル人材の育成を図って

まいります。

○赤根広介委員 今、答弁いただいた直近の数字も、これは教育の所管の政策ではありますけれ

ども、グローバル人材を育成していくための大事な政策であります。これが、令和７年度の政策

評価では、実は令和５年度の目標値というのは0.20なので、0.51％でももう達成率255％になっ

ちゃっているのですよね。政策としてはＡ評価、ただ、実際はまだまだ足りないと。こういうと

ころも、目標値の設定というのは、これは道教委と連携してしっかりと取り組んでいただきたい

と指摘をさせていただきます。

道では、こうした事業を通じて、北海道とのつながりをどう構築し、グローバル化に対応した

世界で活躍できる多様な人材の育成に取り組むのか、所見を伺います。

○岡田地域創生推進室長 グローバル化に対応した人材育成についてでありますが、道では、地

域の外国人材等の活用や、道内大学に在籍する留学生と高校生との交流、留学への支援など、異

文化理解や多様な価値観に触れる機会の創出に向けて取り組みますほか、留学事業に参加しまし

た生徒の皆様が、体験発表の講師を務め、自らの経験や留学時の留意点を伝える場を設けるな

ど、生徒の皆様の留学への意欲の醸成に取り組んでいるところでございます。

今後も、引き続き、北海道への誇りと異なる文化への寛容を身につけ、国際的な広い視野を持

って地域の課題解決に主体的に取り組むことができる人材の育成に努めてまいります。

○赤根広介委員 先ほどから述べているとおり、非常に大事な取組だと思いますので、留学され

た方がその後どういった活動をされているのか、そういったフォローアップというのも、これか

らのデジタルの時代ではいろいろやっていけると思いますので、ぜひ、そうしたことでまた次に

つなげていくという政策の連動性というものをつくり上げていただきたいというふうに思いま

す。

次に、創生総合戦略の原案では、地域の魅力を高め、地域への人の流れをつくるとして、関係

人口の創出、拡大や、２地域居住の促進を図るとともに、交通ネットワークの維持に努め、最大

限活用するとしているわけであります。



【第１分科会 ３月13日 第３号】

そこで、官民連携による移住、定住の取組推進では、ＫＰＩを移住相談件数としているわけで

ありますが、この設定の理由と、また、これまでの延べ相談件数、そして、移住、定住に結びつ

いた件数についても併せて伺います。

○宮下准一委員長 移住交流担当課長今田美幸さん。

○今田移住交流担当課長 移住施策の成果指標についてでございますが、道外からの転入につき

ましては、就職や転勤、結婚、進学や転校など様々な態様があり、移住者の数を正確に把握する

ことは困難でありますことから、道では、移住に至るまでのステップが重要との考えの下、まず

は、北海道への移住に関心を持っていただくことから始まり、次に、道内での暮らしや住まい、

仕事に関する相談をいただき、最後に、移住を検討している現地を体験訪問いただくといった、

実際に移住された方のプロセスを捉え、施策の目標として相談件数をＫＰＩとしているところで

ございます。

このため、道では、これまで、首都圏に移住の相談窓口を設置するとともに、市町村や関係団

体の方々と連携しながら、全国の主要都市で移住関係イベントを開催し、本道の魅力を発信する

などしてきた結果、令和６年度の相談件数は過去最高の１万8813件となっております。

○赤根広介委員 ステップが重要と。私は、ステップじゃなくて、結果もぜひ注目しなきゃいけ

ないのじゃないのかと思います。

そうした中で、関係人口の量的拡大や質的向上とは何を指し、成果をどう把握されるのか、伺

います。

○今田移住交流担当課長 本道の関係人口についてでございますが、道では、北海道に関心のあ

る方との継続的な関係を構築し、本道との関わりのきっかけの提供やつながりを維持強化するた

め、これまでも、北海道型ワーケーションの普及展開や交流イベントの開催に加え、ほっかいど

う応援団会議のネットワークなども活用し、取組を進めてきたところでございます。

こうした中、国は、地方創生に関する総合戦略等において、関係人口の量的拡大、質的向上を

図る仕組みとして、ふるさと住民登録制度の創設を掲げ、関係省庁が連携して、制度設計やシス

テム構築の検討を進めているところでございまして、現時点で、本制度による成果等の設定は難

しいことから、道といたしましては、引き続き、国の動向を注視するとともに、市町村や関係団

体と連携し、本制度も活用しながら、関係人口の創出、拡大に向けた取組を進めてまいります。

○赤根広介委員 次に、同じように２地域居住者の実態と推進策、併せて目標値を伺います。

○今田移住交流担当課長 ２地域居住の促進についてでございますが、２地域居住は、その滞在

期間や訪問回数などの要件について定義はなく、その在り方も多様であってよいと考えており、

統一的に実態把握や目標値の設定を行うことは難しいですが、地方への人の流れを生み出し、関

係人口の増加につなげるため、２地域居住の促進は重要な取組と認識しております。

こうした中、令和６年11月に、いわゆる二地域居住促進法が施行され、市町村が２地域居住の

促進に向けた特定居住促進計画を策定することで、各種交付金の優先採択等が受けられることと

なったところでございます。
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道といたしましては、市町村計画の円滑な策定に向けまして、庁内関係部局との連携の下、助

言等を行うとともに、市町村等のニーズをきめ細かに把握するなど、地域の皆様と緊密に連携協

力しながら、２地域居住の促進に向けて取り組んでまいります。

○赤根広介委員 いずれも大事な取組なのは、当然、私も賛同するわけでありますが、残念なが

ら、正確な実態把握ができていないということだと思います。

そこで、新年度予算案では、先ほど大越委員からもありましたが、ＡＩチャットボットを約

3000万円かけて導入すると。この導入の効果を伺います。

また、私が自分のＡＩで調べたところによりますと、このチャットボットで得た情報を政策立

案に生かす仕組みをつくると、利用者視点の改善が広がるとともに、移住者向け交流イベントや

フォローアップ機能をチャットボットで案内するなど、定住後も関与を続けられるような支援体

制を構築すると満足度と定着率の向上につながるとのことであります。もしかしたら、先ほどか

ら課題になっている実態把握というものも、少しずつ可能になっていく可能性もあるのじゃない

のかなというふうに思っています。

そこで、自治体との連携を含めた効果的な仕組みづくりにどう取り組まれるのか、所見を伺い

ます。

○宮下准一委員長 地域づくり担当局長津久井直子さん。

○津久井地域づくり担当局長 ＡＩチャットボット導入の効果についてでございますが、道で

は、本道への移住や関心のある市町村の情報を提供するＡＩチャットボットを導入することで、

これまで、営業時間等の制約により、移住相談が難しかった方々に対し、時間や場所を問わず、

問合せができる環境を整備し、より多くの相談に対応していくことを目指しております。

また、ＡＩチャットボットの導入に当たりましては、実際に移住相談を行っております市町村

や関係団体の担当者から意見を伺うなど、実態に即した対応ができる仕組みを構築するととも

に、移住を考えている方々の関心事項などＡＩチャットボットで収集したデータをフィードバッ

クすることで、自治体の移住、定住に向けた取組に生かしていただくなど、本道への移住促進に

向けて、市町村等と一体となって効果的な活用に取り組んでまいります。

○赤根広介委員 ぜひ、ここの領域の活用というのは無限大に可能性があると思いますので、せ

っかく3000万円の予算をつぎ込むわけでありますので、最大限活用していただきたいということ

は指摘をさせていただきます。

こうした地方創生の取組を進める上で、地域の魅力を高め、地域への人の流れをつくるために

も、今、最も話題のラーケーションに関して、その意義や導入の必要性について所見を伺いま

す。

○岡田地域創生推進室長 ラーケーションについてでございますが、子どもが学校を休み、家族

と一緒に学校外で学習する、いわゆるラーケーションは、学校の学びだけではない体験的な学び

や、探究活動を通じた学びの機会創出が図られますほか、道内での実施を通じまして、子どもた

ちが地域への理解や愛着を深め、道内への定着や関係人口の創出にも資することが期待される一
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方、その実施には、休み方改革が社会に広く認知され、保護者の方々の有給休暇取得が促進され

るなど、社会的機運の醸成が不可欠であると考えてございます。

○赤根広介委員 道庁のやらない理由の決まり文句がまた今の答弁の最後にあって、大変残念で

すけれども、それでは、これは、皆さんの中の物差しとして、社会に広く認知される、有休取得

が促進される、社会的機運の醸成が不可欠、どういった物差しでこれらがクリアされればラーケ

ーションを導入できると思っているのですか、伺います。

○馬場地域創生局長 ラーケーションについてでありますが、本年度、道が実施をいたしました

休み方改革に関する道内企業や学校等を対象としたアンケート調査におきましては、道内での休

み方改革の理解はまだ十分に進んでおらず、道には、休み方改革の理解促進や機運の醸成に取り

組んでほしいといった多くの意見を頂戴しているところでございます。

道といたしましては、道内での普及に向けまして、企業における取組事例の発信に向けたヒア

リングを進めているところでございまして、引き続き、道内の関係団体等の御意見も伺いなが

ら、道民の皆様の豊かな生活と道内経済の活性化に向けた休み方改革に取り組んでまいる考えで

ございます。

以上でございます。

○赤根広介委員 全くエビデンスは示されなかったわけであります。これまでも繰り返しており

ますが、このラーケーションについて、他県では、やはり、トップがリーダーシップを発揮して

導入をする、そのことによって社会の機運醸成を高めていく、休み方改革を進めている、そうい

う類いの政策であることを部長は十分御存じだと思いますので、これは、知事に直接お伺いをし

たいというふうに思います。

次に、知事は、執行方針で、世界にも通用する新たな地域社会の在り方を提供していくことが

できると考えていると述べられたわけでありますが、残念ながら、代表質問の答弁では、そうし

たことを具体的にイメージすることが、少なくとも私はできなかったわけであります。具体的に

イメージできるよう詳細について伺います。

○宮下准一委員長 政策局長青山大介さん。

○青山政策局長 道政運営に対する考え方についてでございますが、本道は、エネルギー、デジ

タル、食といった分野で独自の優位性を持つ一方で、全国を上回るスピードで人口減少が進行

し、広大な大地に様々な課題を有する179の市町村が分散しており、世界の潮流を捉えた分野で

の強みと、それから、国内外の縮図とも言える多様な地域課題を併せ持つ、本道の特性等を踏ま

えた取組が重要と認識してございます。

例えば、今後、道内においてデジタル関連の基盤整備が進んでいく中で、全道を実証フィール

ドとしてＡＩ技術を積極的に実証、実装することで、産業を支える担い手不足といった地域課題

の解決を図るとともに、生産性の向上や新たな産業の創出につなげるなど、その強みを生かし、

我が国をリードする役割を担うことができる、北海道らしい持続可能な地域社会づくりを目指し

てまいります。
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○赤根広介委員 考え方は私も同意しますし、それを提示することには何の違和感もないのです

が、それをどう具体的に形として、政策として落とし込んでいくか、これは、やっぱり、知事に

直接聞いたほうがいいのだろうというふうに思います。

いろいろ課題がある中でも、私は、今答弁もいただきましたけれども、北海道の可能性、ポテ

ンシャルというのは間違いなくあると思っているわけであります。

一方、人口減少が進む中でありますが、今後どのように本道の地方創生の取組を推進していく

のか、所見を伺います。

○宮下准一委員長 総合政策部長兼地域振興監中村昌彦さん。

○中村総合政策部長兼地域振興監 地域創生に向けた今後の取組についてでございますが、本道

においては、急速に人口減少が進行し、若年層や女性の道外への転出超過が続くなど、依然とし

て厳しい状況にある中、道では、北海道創生総合戦略の改訂案に、若者や女性に選ばれる地域づ

くりを掲げ、地域づくり総合交付金の活用などにより、高校の魅力化を重点的に支援するほか、

大学と地域が連携した取組をサポートするなど、地域における人材の定着促進に取り組んでまい

る考えであります。

また、ＡＩやＤＸによる地域課題の解決に向け、市町村とスタートアップ企業等とのマッチン

グを図るとともに、産業クラスターの形成による地域資源を生かした産業振興に取り組むなど、

市町村の取組を支援する道の体制強化も図りながら、地方創生タスクフォース会議をはじめ、関

係機関との連携の下、本道の創生に向け取組を加速してまいります。

○赤根広介委員 よろしくお願いいたします。

次に、人口減少が進む中、地方団体が、公営企業の経営改善の取組を円滑に行うことができる

よう、これに伴い、公営企業に係る特別会計の廃止等を行う場合に、一般会計等が一時的に負担

する必要がある経費を対象として、国では、当分の間、公営企業経営改善特例債を発行できると

し、負担の平準化を図るとしているわけであります。

そこで、これはどのような活用が想定をされるのか、道内での事例と併せて制度の概要を伺い

ます。

○宮下准一委員長 財政担当課長近藤久史さん。

○近藤財政担当課長 公営企業経営改善特例債についてでありますが、この地方債は、人口減少

が進む中、住民生活に必要なサービスを公営企業が持続的に提供していくためには、上下水道の

広域化など経営改善の取組が重要との考えの下、これら取組に伴いまして、公営企業の特別会計

を廃止する場合に、施設や設備の撤去、補助金等の返還、地方債の繰上償還など一時的に多額の

経費が必要となることから、これら経費を一般会計が引き受け、その財源として発行できる特別

の地方債として、地方財政法を改正しまして、来年度、新設される予定のものでございます。

例えば、複数の下水道事業を統合する際に不要となる汚水処理場の撤去費用などが想定されて

いるほか、病院事業などを廃止する場合にも活用可能とされており、道内では、室蘭市の病院事

業において活用が検討されていると承知しているところでございます。
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○赤根広介委員 市立室蘭総合病院の閉院に関しては、これに伴う財政対策として70億円から80

億円程度の負債処理が必要であり、市では地方債の活用を予定していると、今御答弁にあったと

おりであります。

この問題につきましても、道として、ぜひ地財措置を講じるよう国に対して求めるべきと考え

るわけでありますが、所見を伺います。

○宮下准一委員長 地域行政局長笹森穣さん。

○笹森地域行政局長 公営企業に関する特例債に係る今後の対応についてでございますが、公営

企業経営改善特例債は、公営企業に係る特別会計廃止に伴い、一般会計が一時的に負担する経費

を平準化させるもので、交付税措置のない資金手当となっております。

道といたしましては、室蘭市の財政状況や、特例債を発行した場合の財政への影響を含めまし

た今後の収支見通しなど、市との間で情報共有や意向の把握を丁寧に行いながら必要な対応を検

討してまいります。

○赤根広介委員 必要な対応を検討してまいるということでございますので、ぜひ、寄り添った

対応をお願いしたいというふうに思います。

この地方創生と人口減少について、例えば、今日議論した高校の魅力化に向けた取組など、当

然、否定するものではありませんが、これは、私たち、地域にいる身からすると、もう20年前か

ら、ぜひこういうことをやっていただきたかった、そんな感想を持たざるを得ないわけでありま

す。道の取組の少しスピード感のなさが私は気になるところであります。この点、知事に直接お

伺いしたいと思いますので、委員長のお取り計らいをお願い申し上げまして、次に、交通政策に

ついてお伺いをしてまいります。

まず初めに、航空政策についてでありますけれども、最近、ＨＡＣの欠航の報道が目につき、

特に気になるところであります。今月の３日にも、機材の不具合のため、４便欠航したというこ

とでありまして、その原因は、エンジンオイルを冷やす機器のホースからオイル漏れが見つか

り、部品交換が必要だったということであります。

そこでまず、直近３か年の欠航の状況について、その主な理由と併せて伺います。

○宮下准一委員長 航空課長丹野正樹さん。

○丹野航空課長 北海道エアシステム―ＨＡＣの欠航状況についてでございますが、ＨＡＣ

からの聞き取りによりますと、令和５年度は831便、令和６年度は554便、令和７年度は、２月末

現在で941便が欠航となっております。

その主な理由を各年度で見ますと、令和５年度は、降雪などの天候によるものが約６割、令和

６年度は、機材の整備などによるものが約６割となっておりまして、令和７年度におきまして

は、天候及び整備によるものがそれぞれ約4.5割とほぼ同じ割合となっております。

○赤根広介委員 今の答弁を聞いても、機材に問題はないのか、正直、不安になるところであり

ますが、その交換の必要性も含めて認識を伺います。

また、ＨＡＣに対して、道はどのように対応されているのか、伺います。
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○丹野航空課長 ＨＡＣへの対応についてでございますが、ＨＡＣにおきましては、保有する４

機の機材につきまして、運航に必要な点検や整備、部品交換などが行われておりまして、いずれ

も使用年数が比較的少ないことから、日々の運航体制には大きな支障はないものと認識してござ

います。

一方、毎年、天候に起因する欠航が少なからず発生しますことから、これらを可能な限り減少

させられるよう、ＨＡＣが拠点としております丘珠空港の関係者である札幌市をはじめ、道や国

などの行政機関、航空会社等で構成する丘珠空港機能強化検討会におきまして、除雪体制の強化

策などの検討を進めてきたところでございます。

また、機材の不具合などにつきましては、年末年始にかけまして重大インシデント発生による

欠航がありまして、本年１月に、道からＨＡＣの社長に対しまして、道民や観光客の方々の利便

性が損なわれることがないよう機材の点検整備に万全を期すことや、安全確保を最優先に安定し

た運航に努めることを求めたところでございます。

道といたしましては、引き続き、ＨＡＣと機材の不具合やそれに伴う欠航などに関する情報共

有や意見交換を行いながら、利用者にとって安全かつ安定した運航が維持できるよう取り組んで

まいります。

○赤根広介委員 安全運航というものはもちろんでありますが、やはり、欠航が出るたびに、当

然、その分、損失になるわけでありますので、この考え方は経営判断でありますけれども、いわ

ゆる予備機をＨＡＣでしっかり整備して、なるべく欠航が出ないようにということを道から求め

るのも私は一つだと思いますので、指摘をさせていただきます。

次に、アウトバウンドについては、一般質問でも取り上げたところであります。次期重点戦略

の案では、道民のアウトバウンドを促進するとしておりますが、関連指標にはアウトバウンドへ

の対応は見当たらないわけであります。

そこで、目指すべき数値目標の設定も含め、取組について改めて見解を伺います。

○宮下准一委員長 空港戦略担当課長竹内敏博さん。

○竹内空港戦略担当課長 アウトバウンド拡大に向けた取組についてでございますが、道では、

これまで、アウトバウンド需要の喚起のため、官民が連携し、海外旅行フェアの開催などに取り

組む中、出展者からは、海外旅行の魅力を発信する機会を増やしたいとの意見が寄せられたこと

を踏まえまして、札幌市内におけるフェアの回数を２回設けることとしたほか、道内企業におけ

る海外旅行需要の喚起のため、各国・地域の観光局などに協力を依頼し、海外旅行商品を造成す

る道内の旅行会社向けの現地視察を台湾で実施するなど、柔軟な対応を図ってきたところでござ

います。

道としましては、円安や物価高の影響なども踏まえた日本人の海外旅行需要の動向を注視する

必要があるとの認識の下、引き続き、海外旅行フェアなどの参加者や出展者の意向などを最大限

生かす、より効果的な需要喚起策を関係団体とともに検討を進めまして、北海道航空ネットワー

クビジョンにおいて施策として掲げるアウトバウンド需要の拡大に努めてまいります。
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○赤根広介委員 これからさらに検討を進めるということでありますので、引き続き注視をして

まいりたいと思います。

今、新規で国際線も就航する中、それをいかに維持拡大していくかはこのアウトバウンドにか

かっていると言っても過言ではないわけでありますので、引き続きの強力な取組を求めておきた

いと思います。

次に、先ほどの和田委員への答弁の中で、アクションプランの検討という答弁がございました

が、まさにこの行動計画と言えるアクションプラン、これの策定に向けた進捗状況と今後の対応

についてお伺いをいたします。

○丹野航空課長 アクションプランについてでございますが、道では、これまで、北海道航空ネ

ットワークビジョンの実現に向けた取組を加速することを目的としまして、北海道エアポートや

空港が所在する自治体などと意見交換を行いながら、アクションプランの策定に向けた検討を進

めてきたところでございます。

道といたしましては、ビジョンに基づきますさらなる航空ネットワークの充実などに向けた取

組につきまして、今後、北海道エアポートや自治体の方々との会議の開催を調整しまして、アク

ションプランにおける重点的に進める施策などについての検討を深めてまいる考えでございま

す。

○赤根広介委員 これも、もう長年にわたり議論をしてきているものであります。今回、重点戦

略案では航空ネットワークの充実強化が記載をされている、あるいは、指標にも空港の利用者数

は出ているのですが、やはり、こうしたものにもう少し深み、厚みを持たせていく必要があると

思います。

そこで、これから検討ということでありますけれども、例えば、どんな施策を道としては想定

しているのか、伺います。

○宮下准一委員長 航空港湾局長藤嶋泰道さん。

○藤嶋航空港湾局長 アクションプランについてでございますが、道としては、今後、アクショ

ンプランにおいて、航空ネットワークの充実、空港機能の強化、空港間連携の推進に関する取組

を加速させていくために、こういった取組を進めてまいりたいと考えております。

○赤根広介委員 それで本当に議論が深まるのか、ちょっと謎の答弁ではありましたけれども、

北海道航空ネットワークビジョンでは、「未来をリードするＨｏｋｋａｉｄｏ型航空ネットワー

クの実現」と、その目指す姿を掲げているわけであります。

ビジョンのアップデートを含め、どのように取り組むのか、所見を伺います。

○藤嶋航空港湾局長 今後の取組についてでございますが、道内と海外や国内各地を結ぶ航空ネ

ットワークの充実強化を図ることは、地域経済の活性化に寄与する重要な取組と認識してござい

ます。

このため、道といたしましては、北海道エアポートや空港所在自治体などと連携した国内外の

航空会社に対する路線就航の働きかけや、インバウンド、アウトバウンドの双方の需要創出・拡
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大に向けた取組への支援のほか、航空路線の受入れに欠かせないグランドハンドリングなどの空

港業務を担う人材の確保などの施策を推進してきたところでございます。

道といたしましては、引き続き、北海道エアポートなど多様な主体との適切な役割分担の下

で、改めまして、航空ネットワークの充実や空港機能の強化、空港間連携の推進に関する取組を

加速させていくため、アクションプランにおいて、今後、重点的に進める施策についての検討を

深めながら、ビジョンが目指す「未来をリードするＨｏｋｋａｉｄｏ型航空ネットワークの実

現」に向けて取り組んでまいります。

○赤根広介委員 だから、先ほどは、その重点的に進める施策は何を考えているのですかという

ことを聞いたのですけれども、答弁がなかったので、また機会を改めてお伺いしたいと思いま

す。

次に、ＪＲ北海道についてであります。

いわゆる実行計画の最終年度となる令和８年度は、利用促進策をはじめ、地域としての協力、

支援にどう取り組み、鉄道網の維持・活性化を進めるのか、所見を伺います。

○宮下准一委員長 鉄道企画担当課長佐藤康大さん。

○佐藤鉄道企画担当課長 利用促進等の取組についてでございますが、事業の抜本的改善方策の

取りまとめに向けましては、地域の皆様との連携の下、徹底した利用促進など、実行計画に掲げ

る取組を着実に進めていくことが重要と認識しております。

昨年10月に開催されました実行計画の検証報告会において、さらなる収支改善に向け、引き続

き、生活・観光利用拡大に向けた取組や徹底したコスト削減に取り組むことが必要とされたとこ

ろであり、実行計画の最終年度となる令和８年度におきましては、北海道鉄道活性化協議会を中

心としたオール北海道による効果的な利用促進策等を切れ目なく展開するとともに、沿線が行う

取組への支援や、黄線区への誘客に向けた道民へのＰＲをより効果的に実施しながら、本道鉄道

網の維持・活性化に向けて取り組んでまいります。

○赤根広介委員 ぜひ、最終年度ですから、いま一度、気を引き締め直して、オール北海道と言

いながらも、やはり、その先頭に立つのは知事でありますので、しっかりとした取組をこれから

も議論させていただきたいと思います。

次に、重点戦略等について、先ほども議論があったわけでありますが、前回の北海道運輸交通

審議会では、新たな地域交通支援制度についての議論もあったわけであります。

例えば、次の時代―次代への投資や、事業継続に必要な適正経費を算入した新たな制度設

計について検討を求める、こうした意見も委員からはあったわけでありますが、道の受け止めを

伺うとともに、今後の検討の進め方についても所見を伺います。

○宮下准一委員長 地域交通担当課長髙松正裕さん。

○髙松地域交通担当課長 今後の支援制度の検討についてでございますが、道では、人口減少に

よる利用者の減少や人手不足の深刻化などの交通環境の変化に対応した地域交通支援制度の検討

に向けて、市町村や交通事業者が抱える課題や支援ニーズ等の調査を行いまして、その結果を基
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に、北海道運輸交通審議会において、地域交通の最適化や維持確保に必要となる施策について議

論を深めてきたところでございます。

先月開催した第３回北海道運輸交通審議会におきましては、委員から、同審議会の下に設置し

た地域交通小委員会において取りまとめた支援制度の検討の方向性について評価をいただくとと

もに、今後の支援制度の具体化に向けて、国の支援制度の見直しや設備投資等への支援などの御

意見もいただいたところでございます。

道といたしましては、交通環境の変化に的確に対応した支援制度とするためには、こうした御

意見も含め、地域や事業者の方々の御意見も踏まえつつ検討を進めることが必要と考えており、

引き続き、地域交通小委員会において、各委員に幅広い御議論をいただきながら、新たな支援制

度の具体化に向けて取り組んでまいります。

○赤根広介委員 次に、北海道型運輸連合についてでありますが、現戦略では、北海道型運輸連

合に向けた検討として、地域ごとにステップアップしながら、北海道全体で緩やかな連携を図っ

ていくこととしているわけであります。

また、地域ごとに、ステップ１から４の現在地がどのようになっているのか、これまでの取組

をどう総括しているのか、所見を伺います。

○宮下准一委員長 政策調整担当課長古関明教さん。

○古関政策調整担当課長 北海道型運輸連合に向けた取組についてでございますが、道では、こ

れまで、道内14地域におきまして、広域的な地域公共交通計画を策定し、地域交通の維持確保に

向けた取組を進めてまいりました。

こうした中、北海道型運輸連合に向けた検討といたしまして、現行の重点戦略でお示ししてい

る関係者間の連携体制の構築や、交通事業者間の連携による利便性向上の推進といったステップ

１とステップ２の取組につきましては、地域における交通事業者をはじめ、観光、経済団体、行

政等による連携体制の構築や、乗り継ぎ環境改善の取組などが全道各地において実施されており

ますほか、相互利用エリアの拡大と生産性向上の取組への着手や、運輸連合に向けた検討の開始

といったステップ３やステップ４につきましては、一部の地域において、フリーパスの利用可能

エリアの拡大や重複バス路線の解消などが実現してきているところでございます。

道といたしましては、こうした取組を推進する中で、道内各地において交通に関わる様々な関

係者の方々との連携協働の芽が生まれてきているものと考えております。

○赤根広介委員 まだ、全道それぞれの地域で、やはり、地域間によって取組の濃淡がある、こ

れは明らかなわけでありますし、やむを得ないと思います。それをどう引き上げていくかという

のがこれから大事になってくるわけでありますが、一方で、次期重点戦略では、この北海道型運

輸連合について、持続可能な地域交通の実現に向けて関係者が連携協働の在り方やそのステップ

アップに向けた取組を検討する場をつくることとし、これを北海道型運輸連合と位置づけ、全道

各地でその形成を目指していくとしているわけであります。

いわゆる地域公共交通活性化協議会が、すなわち北海道型運輸連合になるのか、見解を伺いま
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す。

また、私はそうは思いませんけれども、そうであれば、既に北海道型運輸連合は全道各地で形

成されている、こうした認識となるのか、併せて伺います。

○古関政策調整担当課長 関係者間の連携についてでございますが、上川地域やオホーツク地域

におきましては、重複したバス路線の解消や複数のバス事業者によります共同経営など、連携協

働の芽が生まれてきている一方、利用者の減少や運転手不足の深刻化などによりまして現下の交

通環境が厳しさを増す中、将来にわたって地域交通を維持確保していくためには、路線の休廃止

など個々の交通課題に着目した取組にとどまることなく、関係者が地域全体の交通の将来やある

べき姿を見据え、連携協働をステップアップさせていく取組が重要と考えております。

このため、道といたしましては、今後の施策展開の検討を進めていく土台として、従来までの

対応策に関する議論にとどまらず、それぞれの役割を持った関係者による連携協働の在り方の協

議などを通じまして、持続可能な地域交通を確保する方策やその方向性について検討を深めるた

めにふさわしい場を整えていくことが、北海道型運輸連合の取組を進めていく上で重要との認識

の下、全道各地において、地域の実情に応じた交通の最適化などの取組を加速してまいります。

○赤根広介委員 ちょっとイメージしづらいので確認しますが、この検討を深めるためにふさわ

しい場というのは、例えば、上川地域、オホーツク地域だったら、何がそれに当たるのか、ま

だ、ないものなのか、考え方を伺います。

○宮下准一委員長 総合政策部次長兼交通政策局長清水大貴さん。

○清水総合政策部次長兼交通政策局長 上川地域等々での協議の場が、まさにこの北海道型運輸

連合なのかという御指摘かと思いますけれども、今ほど答弁させていただいたとおり、今後、将

来にわたって地域交通を維持していくためには、個々の交通課題に着目した取組、例えば、バス

の運転手が不足しているから減便しなければならないとか、利用者が減っているので減便しなけ

ればならないとか、そういった何らかの課題が生じたときに、それを解消するために取組をして

いく、そういう議論をする場というのはまさに存在しているとは思っています。そうやって、そ

ういう個々の課題に着目して連携していくという取組が各地域で行われてきて、連携協働の芽が

生まれてきているというふうに捉えております。

ただ、これを将来にわたってさらに発展、加速化させていくためには、関係者の方々がその個

々の課題に着目するのではなくて、それだけにとどまらずに、地域全体の交通の将来の姿、ある

べき姿ということを考えた上で、それを見据えた上で、連携協働の在り方、そして、それをどう

ステップアップさせていくのかということを検討する場ということを整えていくということが必

要だというふうに考えております。

○赤根広介委員 考え方は分かるのですけれども、あまりにもちょっと概念的過ぎて、逆に地域

で温度差が生まれないかというところを、僕は、今回の書きぶりを見ていて懸念するのですよ

ね。

それで、将来的な北海道型運輸連合の絵姿として、交通に関する施策を北海道全体で一体とし
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て推進することで北海道のさらなる発展を支える交通ネットワークを実現する、そうした道とし

ての構想、そういったものは持ち合わせていないのか、所見を伺います。

○宮下准一委員長 総合政策部交通企画監斎藤由彦さん。

○斎藤総合政策部交通企画監 北海道型運輸連合の進め方についてでございます。

多くの委員の方々とこの運輸連合の方向性については長く議論してきた中で、今、委員から御

指摘がありましたけれども、これまでの議論の延長線上でいけば、いささか方向性にずれが生じ

ているので、厳しい御意見もいただきました。

そういった御指摘をいただく中で、今後の進め方についてでございますが、人口減少の進行な

どによりまして、利用者の減少や人手不足が深刻化し、交通事業者の経営環境も一層厳しさが増

す中にありまして、持続可能性の高い地域交通の実現に向け、効果的な取組を着実に進めていく

ためには、事業者の皆様における事業継続の目線と、地域交通における利便性の向上の目線とい

う双方の目線から地域交通の将来やあるべき姿を見据えつつ、関係者間において連携協働の在り

方について検討を深化させていくことが重要と認識してございます。

このたびの重点戦略の策定に向けては、運輸交通審議会の下に、課題に応じた小委員会を設置

し、検討を進める中におきましても、各地域の先進事例を広く共有し、全道一体となって持続可

能な交通網の構築に取り組む北海道型運輸連合の推進が不可欠といった御意見があったことも踏

まえまして、事業者の事業範囲や利用者の移動ニーズなどを踏まえつつ、地域間のつながりとい

った広域的な観点も持ちながら、全道各地の交通の維持確保にとって効果的な連携協働を進め、

地域の関係者が一体となって、交通の最適化や共同化、協業化などの取組を推進しつつ、その横

展開を図ることで全体の交通ネットワークの充実強化につなげてまいりたいということで、今御

答弁申し上げた中でも、委員の御指摘のとおり、これから、よりよい形といいますか、方向性を

持っていくためには、かなり幅広でいろんな課題について検討を深掘りしていかなきゃいけない

と思っています。

和田委員の質問のときにも御答弁申し上げましたが、取組の具体例を示すことで北海道型運輸

連合の形成を進めていく、これは、交通を取り巻く課題への対応を加速させていくことで、やっ

ぱり、一つの着地点は、持続可能な地域交通の実現に取り組むことが究極の目標かなと思ってい

ます。今、その構想はないのかという御指摘もありましたけれども、その着地点のイメージを関

係者がしっかり共有して、それぞれの地域ごとに、先ほど局長からも申し上げましたが、まだい

ろいろとその議論の進度というのは様々ありますけれども、その地域の実情、まずは事業者の考

え方を最大限尊重しながら、しっかり取り組んでいきたいと思っています。

以上でございます。

○赤根広介委員 この指針、そして、重点戦略を策定した当時、この運輸連合のモデルとして例

示しているのがドイツですが、これは、当然、法も制度も違うわけであります。地域内の事業者

が連合体を組織し、公共交通の運営を一元的に管理すると。当然、夢のような話ではありました

が、私は、いろいろ積み重ねていく中で、今、新たに宿泊税をこれから北海道も得ていく中で、
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当然、これは宿泊者へのということでありますが、今、一番問題になっているのは交通の問題で

すからね。やっぱり、今までの発想に収まらずに、こういう新たな税の財源を活用しながら、北

海道の交通を維持発展させていくことが、まさに北海道経済と道民福祉の向上にもつながる、こ

れぐらい幅広い構想を持って、ぜひ、斎藤監には頑張っていただきたいと思いますが、再度、答

弁を求めます。

○斎藤総合政策部交通企画監 委員からも激励をいただきましたけれども、まさに御指摘の点も

含めて、我々は、長く指針の取組を進めている中で、今回、明確に運輸連合の形成に向けてとい

うことで一つの方向性を示していこうと思っております。

我々、局長を含めて、職員は、柔軟な発想を持って、しっかり関係者と向き合って取り組んで

いきたいと思います。

以上でございます。

○赤根広介委員 ぜひ、道庁内のこれまでの議論の枠にとどまらない、そういう発想を知事にも

しっかりとお伝えしていただきたいということを強く求めます。

時間がなくなってまいりましたが、次に、新千歳空港への鉄道輸送力の増強について、先ほど

来議論があったとおりでありまして、私も、改めてこれまでの議論を見ると、令和２年ぐらいか

らこの議論を何回も皆さんとしていたわけであります。

そこで、これまでも様々な課題について意見交換を行うとともに、地域としても検討を進めて

きたと承知をしているわけでありますが、その整備内容や手法、課題などについて具体的な内容

を伺います。

また、地域としての検討をどう進めてきたのか、伺います。

○佐藤鉄道企画担当課長 新千歳空港の鉄道アクセスについてでございますが、道では、令和２

年７月に行った、持続的な鉄道網の確立に向けたオール北海道による国への提言において、新千

歳空港駅のスルー化など、新千歳空港の鉄道アクセスの抜本改良を提言して以降、国やＪＲ北海

道などの関係者と事務レベルでの意見交換を通じ、複線化やスルー化など、輸送力増強に向けて

想定される手法や事業主体の在り方、事業スキーム、事業採算性、費用対効果などに関する課題

認識を共有するとともに、国による調査の実施などについて対応を働きかけてきたところでござ

います。

また、これと並行して、地域においては、経済団体など関係者とも国と共有した内容などにつ

いて意見交換を重ねるとともに、各団体とも連携を図りながら、国への働きかけを継続的に行っ

てきたところでございます。

○赤根広介委員 いわゆるこのスルー化に関しては、平成11年から13年までの間に、道が事務局

を担い、新千歳空港鉄道アクセス検討ワーキンググループで、その手法や事業費などを検討して

きたと承知をしているわけであります。

例えば、今は活動休止となっているこの組織に、新たに空港の運営事業者等を含めて再編し、

再始動するなど、地域の対応について、道の所見を伺います。
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また、本件は、国家戦略に位置づけられる重要な半導体産業あるいは観光立国の実現などに資

するものでありますから、財政措置を含めて、国の責任において取り組むべきと考えるわけであ

りますが、見解を伺います。

○宮下准一委員長 鉄道担当局長佐藤寿志さん。

○佐藤鉄道担当局長 今後の取組についてでございますが、新千歳空港鉄道アクセス検討ワーキ

ンググループにつきましては、空港から苫小牧方面への路線の延伸に関して、想定されるルート

や事業化の可能性について検討しまして、採算性の面から事業化は困難との結論に至っていると

ころです。

このたび、インバウンドをはじめとした新千歳空港の旅客数の増加や、ラピダスをはじめとす

る半導体産業などの集積等に対応した必要なインフラ整備として、新千歳空港の鉄道アクセスの

輸送力増強などについて要望を行ったところでございますが、道としては、まずは国において必

要な調査を行っていただく、このことが重要と考えておりまして、引き続き、国に対応を求めて

まいります。

以上でございます。

○赤根広介委員 北海道、地元として、何かしらのこの取組を進めていくための受皿、会議体の

必要性というものは考えていないのか、伺います。

○佐藤鉄道担当局長 現在、国において調査をしていただきたいといったことを求めたところで

ございまして、道としては、国の対応の進捗を見極めた上で、関係者の意向を把握して対応して

まいりたい、このように考えております。

○赤根広介委員 そこで、これから最終的に成案を見る重点戦略ですね。ここの部分の書きぶり

も、そういった思いだとか、意図だとか、今後に向けた取組だとか、もう少し強く書いてもいい

のじゃないのかなと私は思うのですけれども、この点、いかがでしょうか。

今の質問も含めて、この交通政策については、知事に直接お伺いをいたしますので、委員長の

お取り計らいをお願い申し上げまして、質問を終わります。

ありがとうございました。

○宮下准一委員長 赤根委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

寺島信寿さん。

○寺島信寿委員 通告に従いまして、伺ってまいります。

初めに、道内空港についてです。

新千歳空港の国際線は、昨年12月にカンタス航空のシドニー線が再開し、東南アジア路線も増

便するなど、本年１月時点で過去最多の運航便数を記録したと承知しております。また、本年12

月に、本道初の北米路線である新千歳－バンクーバー線の就航が決定し、航空ネットワークが拡

大しました。こうした新千歳空港への国際線の新規就航、再開などは、海外からのインバウンド

客の増加と全道への波及につながるものと期待されます。
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一方で、新千歳空港以外の道内地方空港を見ますと、私の地元であります旭川空港において、

世界的なパイロット不足を理由として、３月29日以降、台湾の台北線が運休するとの報道があ

り、地域経済への影響も懸念されているところであります。そこで、以下、伺ってまいります。

まず、新千歳空港における国際線の状況について、インバウンド客の増加が顕著に見られるの

は、東アジアからの路線が集中している新千歳空港ですが、これからは、北米など他地域の航空

会社の誘致も強化し、路線を拡充していく必要があると考えます。

道として、今後どのように取り組むのかを伺います。

○宮下准一委員長 空港戦略担当課長竹内敏博さん。

○竹内空港戦略担当課長 新千歳空港の国際線の拡充についてでございますが、本道の航空ネッ

トワークの拡充は、海外との交流拡大による地域振興や観光振興など、本道経済の活性化を図る

上で重要な役割を果たすものと認識しております。

道では、これまで、国際線の新規就航や再開、増便に向けて、東アジアはもとより、東南アジ

アや欧米豪の航空会社を訪問し、本道への直行便の就航を働きかけてきたところでございます。

道としましては、新千歳空港への北米路線就航を最大の好機としつつ、引き続き、北海道エア

ポートなどと連携し、北米やヨーロッパ、東南アジアといった未就航、未再開の航空会社への訪

問に加えまして、新年度には、航空会社の幹部の方々を招聘した道内視察旅行を実施するなど、

航空会社への働きかけを強化し、新千歳空港における国際線の拡充に向けて取り組んでまいりま

す。

○寺島信寿委員 次に、地方空港への国際線の誘致についてです。

インバウンドがもたらす経済効果を全道へ波及させ、地域経済の活性化につなげるためには、

新千歳空港以外の地方空港へ国際線を誘致することが有効です。

しかしながら、道内空港全体における国際線の運航便数は過去最多を更新しているものの、地

方空港では運航便数は僅かな増加にとどまっております。また、３月29日から始まる国際線の夏

ダイヤにおいて、旭川空港での台北線の運休、帯広空港での仁川線の運休や清州線の減便のほ

か、函館空港では、今年６月から仁川線の運休について報道があり、釧路空港においては、令和

６年２月に台北とのチャーター便が運航して以来、国際線の運航がないのが現状です。

地方空港への国際線の誘致に向けて、航空会社に対し、地域の魅力を伝えるなど、より戦略的

な取組が必要と考えますが、今後どのように取り組んでいくのかを伺います。

○竹内空港戦略担当課長 地方空港への国際線の誘致についてでございますが、道では、これま

で、発着枠に余裕があり、地域経済の活性化が期待できる道内地方空港への国際線の就航に向け

て、北海道エアポートや地元自治体などと連携し、海外航空会社や旅行会社に対し、道内各地の

豊かな自然や食といった魅力についてＰＲするなど、地方空港への路線開設に取り組んできたと

ころであり、一昨年８月には旭川市、本年１月には釧路市とともに韓国に赴き、航空会社本社に

対し、地方空港への就航に向けた働きかけを行ったところでございます。

道としましては、道内空港にチャーター便を含む就航実績があり、リピーターや富裕層などの
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来道が期待できる韓国、台湾といった東アジアのほか、雪氷への憧れから冬季の観光需要が期待

されるタイやマレーシアといった東南アジアの航空会社にも地元自治体とともに就航を働きかけ

るなど、地方空港における国際線の誘致に取り組んでまいります。

○寺島信寿委員 次に、アウトバウンド需要創出に向けた取組についてです。

旭川や函館、帯広空港の例を見ると、国際線を誘致しても、その後、永続的に路線を維持して

いくには、インバウンド需要のみならず、道民のアウトバウンドの利用促進が重要と考えます。

道央圏に比べて人口が少ない地方において地域住民に国際線を利用してもらうため、道として

地方空港におけるアウトバウンド需要創出にどのように取り組んでいくのかを伺います。

○宮下准一委員長 航空港湾局長藤嶋泰道さん。

○藤嶋航空港湾局長 アウトバウンドの需要の創出についてでございますが、地方空港における

国際線の安定的な運航を図るためには、海外の観光客を中心としたインバウンドのみならず、本

道から海外へ渡航するアウトバウンドを含めた双方向の需要喚起が重要と認識してございます。

道におきましては、これまで、道民の皆様の海外旅行の促進を図るため、官民が連携して、道

内の学校関係者を対象とした海外教育旅行セミナーや、札幌市、函館市での海外旅行フェアの開

催、そして、今年度から新たに国際定期便が運航を始めた帯広市や、旭川市でのＳＮＳや情報誌

への海外旅行に関する広告掲載などにも取り組んできたところでございます。

道といたしましては、引き続き、北海道エアポートはもとより、地元自治体、各国・地域観光

局、海外航空会社などとも連携しながら、語学研修や修学旅行などの展開が期待できる海外教育

旅行セミナーにおいて、対象を全道に広げたオンライン個別相談会の実施や、より幅広い集客が

期待できる道内企業向け研修旅行の促進といった取組を通じ、地方空港を含めたアウトバウンド

需要の拡大を図りながら、本道の航空ネットワークの拡充に取り組んでまいります。

○寺島信寿委員 せっかく路線は誘致できたけれども、アウトバウンドが難しくて続かないとい

う、これはなかなかうまくいかないですけれども、やっぱり、地元経済界がもっとしっかり総合

的に取り組まなきゃいけないということはまず一つあります。やはり、観光収益が上がるわけで

す。アウトバウンドを維持してこそ、観光収益が上がるということになります。これは、アウト

バウンドは投資という発想に何かマインドセットを変えて、この円安で、みんなに行ってねと言

ってもなかなか難しいかもしれませんが、やっぱり、経済界、企業が、もっと投資的な発想で、

企業の研修旅行なのか分からないのですけれども、トータルで何かそういうインセンティブを働

かせないと駄目じゃないかなという気はします。

例えば、観光の収益を上げるのに、二重価格とか、ダイナミックプライシングをもっとやっ

て、もっと収益が上がれば、もっと投資する財源もできるわけで、そういう何か行って来いの話

になっているときは、トータルの経済のパイを動かすようなインセンティブというか、そういう

アイデアを出さないと駄目かなと思います。それから、地方なので、旭川空港、釧路空港、函館

空港は、空港圏域があるので、その空港圏域に対する経済的インセンティブを何かうまく与えれ

ばアウトバウンドが続くのじゃないかなという、その継続するインセンティブを、ぜひ、いろん
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なアイデアを持ち合って、経済界を含めて何か取組をしたらいいのじゃないかなと思っていま

す。

次に、新千歳空港の機能強化についてです。

新千歳空港では、海外との航空路線が拡大し、利用客が大きく増加する中、空港の機能強化が

喫緊の課題と考えますが、道としてこれまでどのように取り組んできたのかを伺います。

○宮下准一委員長 航空課長丹野正樹さん。

○丹野航空課長 新千歳空港の機能強化についてでございますが、コロナ禍後のインバウンド需

要の増加などにより、新千歳空港の利用者が拡大する中、利用者の利便性を確保するためには受

入れ環境の整備などが重要となります。

道では、これまで、空港の人材不足への対応のため、道独自に道内への移住希望者向けセミナ

ーを実施してきたほか、高校生までの若年層の方々を対象に、地元自治体と空港関係者が連携し

て実施する空港施設の見学会や搭乗体験などの普及啓発の取組に補助を行うとともに、国に対

し、空港施設の拡充や空港人材の確保、ＣＩＱ体制の強化といった、国際線利用者の受入れ体制

整備を進めるよう国に要望してきたところでございます。

○寺島信寿委員 次に、空港への鉄道アクセスについてです。

新千歳空港は、将来的に我が国の北の拠点空港を目指して、国際線の誘致や受入れ環境の整備

などを図っているところであり、今後の利用客の拡大を見据えて、それに対応するための鉄道ア

クセスの強化を図る必要があると考えますが、道の所見を伺います。

○宮下准一委員長 鉄道企画担当課長佐藤康大さん。

○佐藤鉄道企画担当課長 新千歳空港のアクセス強化についてでございますが、ＪＲ北海道にお

いては、これまで、快速エアポートの毎時６本化や車両更新による定員の増加などにより輸送力

の強化を図ってきたところでございますが、新千歳空港の航空旅客が過去最多を更新し、鉄道の

利用者数においても今後一層の増加が見込まれる中、空港駅や千歳線の混雑といった課題解決の

ためにも、空港アクセス鉄道の輸送力の強化が必要と認識しております。

道といたしましては、新千歳空港のさらなる国際旅客の増加等も見据え、新千歳空港の鉄道ア

クセスの抜本的な改良により、札幌と空港間の輸送力の増強などを図ることが必要と考えてお

り、様々な課題がある中、必要な調査の実施などについて国に対応を求めてまいります。

○寺島信寿委員 空港へのアクセスが悪いというのは、もう競争原理で間違いなく勝てないとい

うか、より快適なところに人は集まりますし、リピーターの確保も難しいということで、これ

は、やっぱり、スピードも要求されるといいますか、新千歳空港の機能強化は大変重要だと思い

ます。知事のお考えをお聞きしたいと思いますので、委員長におかれましてはお取り計らいをよ

ろしくお願いします。

次に、自転車の利活用の促進についてです。

道では、平成30年４月に北海道自転車条例を施行するとともに、平成31年３月に北海道自転車

利活用推進計画を、令和３年３月に第２期計画を策定し、自転車の活用等の推進に関する施策を
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進めていると承知しております。

現行の第２期計画の推進期間は、令和３年度から７年度までを推進期間としております。この

間、コロナ禍における人々の意識やライフスタイルの変容から、公共交通機関での混雑回避、３

密を避けた気軽な体力づくり、さらにエコでクリーンな乗り物として、自転車の役割が大きくな

る中で、道では、計画にある「もっと、自転車を知る・使う」、「もっと、自転車を安全・安心

に」、「もっと、自転車を楽しく・快適に」の三つの視点に立ち、本道における自転車の利活用

のさらなるステップアップに向けて取組を進めてきたものと承知しています。

現在、道では、第３期計画を今年度中に策定する予定です。そこで、道における自転車の利活

用の促進に向けた取組について伺います。

まず、第２期計画の期間においてどのような取組を行い、成果と課題についてどのような認識

なのかを伺います。

○宮下准一委員長 移住交流担当課長今田美幸さん。

○今田移住交流担当課長 第２期計画の取組についてでございますが、道では、これまで、国や

市町村、関係団体との連携の下、ヘルメットの着用促進など、安全利用に向けた各種啓発、保険

業界との連携による自転車損害賠償保険の加入促進のほか、シェアサイクルの利用促進やアドベ

ンチャートラベルと連動したサイクルツーリズムの推進など、様々な取組を進めてまいりまし

た。

また、自転車の利活用推進に向けた全道でのイベント開催に加え、ＳＮＳによる情報発信も行

うなどしたことにより、ヘルメットの着用率の上昇やシェアサイクル利用者数の増加など、自転

車の安全な利用や魅力についての理解が進んだものと考えてございます。

一方、道内のヘルメットの着用率や保険の加入率は全国平均を下回っており、安全、安心な利

用環境の整備が急務となっているほか、観光、交通関係の関係団体等からは、道民による自転車

のふだん使いや交通ルールの周知など、安全な利用をさらに進めるよう御意見があり、日常的な

利活用の推進に向けまして一層の取組が求められているところでございます。

○寺島信寿委員 次に、自転車利活用推進計画の改定についてです。

第２期計画は、自転車の特性を生かした利活用の促進を主眼とする計画でありましたが、第３

期計画案においては、三つの視点のうち二つが、高まる安全性、深まる安心感と、安全で安心な

自転車利用を強調する内容に変化しております。

御答弁いただいた現計画における課題を踏まえているものと考えますが、道は、どのような考

えを持って、自転車の安全、安心な利用を柱とする計画に改定したのか、所見を伺います。

○今田移住交流担当課長 第３期計画の内容についてでございますが、前計画がスタートした令

和３年４月以降に行われた道交法の改正により、ヘルメット着用が、法律上、努力義務化される

とともに、ながらスマホなどに新たに罰則が適用されるほか、本年４月からは、16歳以上の自転

車利用者が青切符制度の対象とされ、違反行為を行った利用者には明確な責任が課されることと

なったところでございます。
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これらの法改正を踏まえ、車両としての自転車の安全な利用に向け、道民の皆様へのルールの

徹底が特に重要でありますことから、第３期計画では、自転車利用における安全性の向上を着実

に図るよう位置づけております。

また、交通安全の確保はもとより、日常的な移動手段としての利便性向上などに向け、通行空

間整備の推進や損害賠償保険への加入など、安心して自転車を利用できる環境整備を展開方向の

一つとしているものでございます。

○寺島信寿委員 次に、第３期自転車利活用推進計画の推進についてです。

報道でも自転車に関する青切符制度について大きく取り上げており、特に、この４月以降は取

締りが始まり、多くの道民が、車両としての自転車の正しい利用について改めて重く認識するも

のと考えます。

一方で、総合政策委員会で報告されたパブリックコメントにおいて、自転車に関する青切符制

度の導入で、自転車の乗り控えが生じ、利用が減少することを憂慮する意見が出されていること

は、注目に値するものと考えます。

自転車の安全、安心な利用とともに、シェアサイクルの活用やサイクルツーリズム推進など、

道民が楽しく自転車を利活用できる環境を整備し、本格的なサイクリストはもとより、多くの道

民が自転車を利用するように促すことが重要と考えます。

道として、どのように第３期の自転車利活用推進計画を推進していく考えなのかを伺います。

○宮下准一委員長 総合政策部長兼地域振興監中村昌彦さん。

○中村総合政策部長兼地域振興監 第３期計画の推進についてでございますが、自転車は、環境

負荷の低減や健康増進、観光振興など、その役割が一層高まっており、本道においてもさらなる

利活用の推進が重要と認識しております。

このため、道といたしましては、国や市町村、関係団体と連携し、自転車利用者が快適に走行

できる通行空間の整備を進めるとともに、全道各地のサイクルルートとその沿線の自然や文化な

ど様々な地域資源の魅力を併せて発信し、サイクルツーリズムを推進するほか、地域の特性に応

じて、公共交通や観光資源と連携させた利便性の高いシェアサイクルネットワークの構築により

利用拡大を進めるなど、本道において、道民一人一人が安全で安心して楽しく快適に自転車を利

用できる環境づくりに取り組んでまいります。

○寺島信寿委員 最近、地元の方ではないサイクリスト、道外とか海外の人が、私の地元の旭川

で、いろんな自然や文化を発信してくれるようになっていまして、これはグリーンシーズンも結

構行けるのかなと思っていまして、非常に何かいい流れでもあるので、これを機に、安全、安心

な北海道ならではの自転車文化を育てていっていただければと思います。

次に、道総研についてです。

道総研―北海道立総合研究機構は、平成22年に各道立試験場を統合して設立されたもので

あり、これまで、公設の試験研究機関として、道民生活の向上と道内産業の振興に大きな役割を

果たしてきたものと考えます。そこで、以下、伺ってまいります。
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まず、人材の確保育成についてです。

道総研の職員は1000人、予算規模は150億円を超える法人であり、幅広い分野における研究を

推進していくためには、優秀な研究職員を確保し、また、研究職員の資質の向上を図ることが重

要と考えます。

道総研では、現在、人材の確保育成にどのように取り組んでいるのかを伺います。

○宮下准一委員長 科学技術振興課長榎波潤記さん。

○榎波科学技術振興課長 人材の育成確保についてでありますが、道総研では、職員の採用に向

けて、道総研をＰＲする動画を新たに制作し、広く発信しているほか、オンライン業務説明会や

インターンシップなどを実施し、道総研の業務への理解促進を図るとともに、試験日程の前倒し

や、年齢・資格要件の緩和、道総研退職者を対象としたジョブリターン制度の導入や、任期付研

究員の募集など、受験者の拡大に向け、採用試験制度の見直しを図ることで、道内外から優秀な

人材の確保に努めております。

また、人材育成の取組としては、大学、研究機関などへの派遣や実践的知識の習得、知的財産

の活用に向けたノウハウの取得など、専門的な研修を実施しているほか、研究職員の柔軟な発想

により研究課題に取り組む職員研究奨励事業を実施し、研究職員の技術力や資質などの向上を図

っております。

○寺島信寿委員 様々な取組を伺いました。

昨今は売手市場なので、大変な御苦労があると思いますが、民間との待遇格差とか、競争原理

がいろいろ働くと思うのですけれども、やっぱり、道総研の最大の資産は人材でしょうから、給

料だけじゃない、魅力のある、研究者に対する人材への投資という視点が何か大事ではないかと

考えます。ぜひ、研究人材を戦略的に確保する仕組みを強化して取り組んでほしいなと思いま

す。

次に、研究の推進方向についてです。

道総研では、社会経済情勢の変化を捉え、戦略的に分野を設定し、その総合力を生かした研究

を推進していると承知しております。第４期中期計画がスタートした今年度は、どのような考え

の下、課題を設定し、研究を行っているのかを伺います。

○榎波科学技術振興課長 研究の推進方向についてでありますが、道総研では、社会経済情勢な

どの変化を踏まえ、本年度から令和11年度までの第４期中期計画において、人口減少や気候変動

への緩和と適応の観点から、道の重要施策に関わる、人口減少社会における持続可能な道内産業

の構築、道内の地域資源を活かしたゼロカーボン社会の構築、気候変動に適応した道内産業と暮

らしの構築の三つのテーマを設定し、分野横断型の戦略研究として研究を推進しているところで

ございます。

この戦略研究につきましては、道総研が重点的に取り組む研究として位置づけ、複数の試験場

に加え、大学や企業などとの連携の下、研究を推進していくこととしております。

○寺島信寿委員 次に、関係機関との連携についてです。
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私の地元・旭川の旭川市立大学では、この４月に地域創造学部が開設されます。道総研の知見

や研究成果を地域課題の解決や産業の振興に生かしていくためには、こうした大学等の高等教育

機関や民間企業などの関係機関との連携を強化していくことが重要であると考えますが、どのよ

うに取り組んでいるのかを伺います。

○榎波科学技術振興課長 関係機関との連携についてでありますが、道総研では、企業や地域か

ら寄せられる様々な相談や課題解決の要請に応えるため、大学や研究機関、自治体などとの共同

研究のほか、連携協定を活用し、技術支援や人材交流などの取組を進めているところでございま

す。

こうした中、企業への技術支援に関して、理事長のトップセールスを契機として、昨年６月、

新たに北海道信用金庫との包括連携協定の締結に至るなど、現在、道総研では、22の包括連携協

定、31の研究分野別連携協定を締結しており、引き続き、地域や企業のニーズに的確に対応でき

るよう、道総研が有する専門性やネットワークを生かしながら、様々な主体との連携の強化に取

り組んでいるところでございます。

○寺島信寿委員 次に、道総研への支援についてです。

私としては、道総研をより魅力ある研究機関にしていくことにより、多くの企業からの応援を

いただけるような方向へ進むべきと考えております。

今後、道として、道総研の強みを生かしながら、地域の課題や道内企業のニーズに応じた取組

を充実させていくため、どのように道総研をサポートしていく考えなのかを伺います。

○宮下准一委員長 科学技術振興担当局長西海健さん。

○西海科学技術振興担当局長 道総研への支援についてでございますが、道総研は、幅広い分野

にわたる研究開発機能が集約された強みを生かし、企業や事業者に対し、技術的な支援を行うと

ともに、多様化、複雑化する地域課題や社会情勢の変化を捉えながら、道民生活の向上や道内産

業の振興に資する公設の試験研究機関として大きな役割を担っているものと認識しております。

こうした中、道では、道総研に対し、運営費交付金の確保や職員の派遣を行うなど、研究の推

進とそれを支える組織運営の両面への支援を行ってきたところであり、今後とも、道総研が、道

はもとより、地域との連携を深めながら、その総合力を発揮し、地域や企業が抱える課題の解決

により一層貢献することができるよう、必要な支援に取り組んでまいります。

以上でございます。

○寺島信寿委員 道総研は、これまで多くの研究成果を積み重ねてきていると思います。その成

果とか取組が、道民や企業、さらに全国に十分に伝わっているかどうかという点では、まだまだ

可能性があるといいますか、やっぱり、発信力をつけるということが何か大事じゃないかなと思

います。それは、リクルートにも影響しますし、関係機関との連携も進むと思います。

北海道は、食料、エネルギー、環境、宇宙、寒冷地技術とか、世界に誇ることができるテーマ

がありますし、道総研が、そういうシンクタンクとして役割を担って牽引してほしいなと強く思

います。道民の１人当たりのＧＤＰが上がるような、賃金が上がるような、内需が拡大するよう
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な、何か具体的に北海道が変わるような、ぜひ、そういう研究が進んでいくことを期待いたしま

して、質問を終わります。

○宮下准一委員長 寺島委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

広田まゆみさん。

○広田まゆみ委員 北海道水資源保全条例と広域土地利用管理について伺います。

この水資源保全条例ですけれども、土地取引の届出を通じてその土地の動きを把握する仕組み

でありまして、土地取得後の利用の変更や開発行為そのものについて、道が主体的に土地利用を

調整する制度とは必ずしもなっていない、そして、市町村の提案に基づく仕組みとなっておりま

して、広域自治体としての道が主体的に土地利用管理を行う制度としては限界があるというふう

に考えています。

この水資源保全条例の制度的性格と運用上の課題についての認識を伺います。

○宮下准一委員長 土地水対策課長守山英男さん。

○守山土地水対策課長 条例に基づく取組についてでございますが、道では、水資源の保全に関

する施策の基本的な方向を示し、特に適正な土地利用の確保が必要な区域を対象に、市町村長の

提案に基づき、水資源保全地域に指定しており、届出を通じて区域内の土地取引状況を把握した

上で、土地所有者に、都市計画法をはじめ、関係法令等を周知し、その遵守を促しているところ

でございます。

適正な土地利用に向けましては、水資源保全条例を含め、関係法令等や手続を周知し、土地所

有者等に理解いただくことが重要であり、今後とも、ホームページはもとより、土地取引に関わ

る団体等に御協力をいただきながら情報発信に努めるなど、本道の水資源の保全に向けた取組を

進めてまいります。

以上でございます。

○広田まゆみ委員 今の答弁ですと、課題として認識しているのは、土地利用者への周知や理解

が必要だという課題認識しか受け止められなかったのですけれども、ちょっと甘いのじゃないで

すか。知事は、開発行為に対し、地域との共生を図るとのメッセージを発出されていますが、今

の制度では限界があると感じています。

現行制度の限界も含め、条例の課題について改めて伺います。

○守山土地水対策課長 条例に基づく取組についてでございますが、道では、水資源の保全に向

け、区域内における届出を通じて土地取引を把握した上で、土地所有者に関係法令等を周知し、

その遵守を促しているところでございますが、道外、海外に在住されている土地所有者の方もい

ることから、引き続き、土地取引に関わる団体の御協力の下、法令等や手続の周知に努めるとと

もに、20の府県で道と同様の条例が制定されていることなどを踏まえ、法律による統一的な規制

等の検討も要望しているところでございます。

○広田まゆみ委員 今の答弁からは、何か本当に真面目に現行制度に従ってやっていますみたい
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なところは伝わってくるのですけれども、基本的に、この条例が制定された時期に求められてい

たことと、今の社会環境から求められることが変わってきているという認識が欠如しているとい

うことを指摘したいと思います。

次に、流域単位での水資源保全と広域自治体の役割について伺いたいのですが、国際的な常識

から言いますと、この水資源の管理というのは、今、流域単位なのですよね。なので、市町村単

位の取組だけではなく、広域自治体である道が状況を把握し、先ほど、20府県で道と同様の条例

が制定されているということでありましたけれども、先進県では広域的な観点からも対応してい

るところはありますので、水資源保全における広域自治体としての道の役割についてどのように

認識しているのか、伺います。

○守山土地水対策課長 水資源保全に向けた対応についてでございますが、本道においては、広

域分散型の地域構造を有する中、主な河川の流域面積や主な水源地となる森林の面積は全国の約

２割を占めており、道では、こうした地域特性も踏まえ、川上にある森林地域から下流域の農

業・都市地域まで、関係する法令等に基づき、適正な土地利用の確保に取り組んでいるところで

ございます。

道といたしましては、今後とも、開発行為に関する法令等の所管部局との連携はもとより、現

地の状況を把握しやすく住民に身近な市町村や振興局と土地利用に関する情報を共有しながら、

関係法令等の適切な運用を図るなど、水資源の保全に向けて取り組んでまいります。

○広田まゆみ委員 現時点での条例は、自然環境保全や道民の暮らしへの配慮については非常に

弱いということを私は指摘したいと思います。

次に、美々川流域の事例に見る広域的土地利用管理の必要性について伺いたいと思います。

苫小牧市の美々川流域において、市街化調整区域の一部を緩和し、半導体関連産業の物流施設

などの立地を可能とする開発が検討されているとの相談を受けています。この地域は、ラムサー

ル条約登録湿地であるウトナイ湖にも近接していまして、野鳥の重要な生息環境とも関係する地

域であることから、自然環境への影響を懸念する声も出ています。

もちろん、産業立地は地域経済にとって重要ですが、流域や生態系は行政区域を超えて広がる

ものであり、個別の都市計画だけでは十分に捉え切れない側面もあるのではないでしょうか。広

域自治体である道として、どのように対応していくのか、伺います。

○守山土地水対策課長 開発行為への対応についてでございますが、水資源の保全など適正な土

地利用の確保に向けましては、土地の取得から林地開発、土地造成や建築まで、各段階に応じ、

開発行為に関係する法令等を所管する各部局が横の連携を図るとともに、現状をよく知る市町村

と振興局、本庁による縦の連携の両方を図ることが重要であると考えてございます。

道といたしましては、このたび、市町村や関係部局間の連携の強化に向け、法令等の運用を見

直したところでございまして、こうした取組を通じ、土地利用に関する情報の共有を図りなが

ら、利用目的の変更を伴う開発行為などに関し、事案の早期把握と的確な対応につなげてまいり

ます。



【第１分科会 ３月13日 第３号】

○広田まゆみ委員 事実として申し上げますが、ここの開発行為について、環境生活部は知らな

かったですよ。

続いてお伺いしたいと思いますが、この美々川流域の事例を調べるうちに分かったことがあり

ます。美々川流域のほうは、まだ都市計画法の網がかかっているので、そこの評価はいろいろあ

りますが、自然保護団体などが意見聴取を受けるということが枠組みとしてあるのですけれど

も、北海道の土地利用制度を見てみますと、都市計画法による都市計画区域は、北海道全体の約

８％にとどまっていることが分かりました。

また、森林は森林法、農地は農地法、自然環境は自然公園法など、それぞれの制度が個別に運

用されておりまして、これも確実にちゃんとは調べていないのですけれども、ほかの県は、半分

以上が都市計画法の網にかかるのですよね。この土地利用を広域的、統合的に把握する仕組みが

道は十分ではないという状況にあります。

こうした北海道の土地利用の構造について、道としてどのように認識をしているのか、また、

この把握をする必要性について伺います。

○守山土地水対策課長 本道の特性についてでございますが、本道におきましては、土地面積の

うち、約７割を森林が占め、農地は１割以上、自然公園は全国最多の23か所と広大な土地資源を

有しておりまして、森林法の伐採届に関する情報などを基に、関連する法令等の手続状況を把握

するなど、市町村や関係部局が連携し、地域特性を踏まえた対応を行ってきたところでございま

す。

道といたしましては、引き続き、部局間の連携の下、国や市町村が保有する情報の共有とその

活用を図りながら、関係法令等を適切に運用することにより、適正な土地利用の確保に向けて取

り組んでまいります。

○広田まゆみ委員 関係法令等を適切に運用し、土地利用の確保に取り組むとの説明でしたけれ

ども、繰り返しになりますが、他県は、都市計画区域が半分以上になっているというふうに思い

ますけれども、北海道では都市計画区域が約８％にとどまっています。今、御答弁にありました

ように、森林が約７割、農地が約１割、自然公園も23か所あるということですが、例えば、自然

公園だとか森林の周辺地域を含め、土地利用の枠組みが必ずしも明確でない地域が一定程度存在

するのではないですか。

こうした北海道の土地利用の構造について、道としてどのように把握していくのか、改めて伺

います。

○守山土地水対策課長 本道の特性についてでございますが、本道において、その面積は国土の

２割強を占め、森林面積や河川の流域面積なども広大であるといった特性を踏まえ、道では、森

林法や都市計画法をはじめ、一定の地域を対象とした面での規制とともに、土壌汚染対策法な

ど、地域にかかわらず、一定の行為を規制する法令等を併せて適切に運用することにより、適正

な土地利用の確保を図ってまいります。

○広田まゆみ委員 適正な土地利用の確保を図るということですけれども、いわゆる土地の取得
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に関して水資源保全条例でやっていますよと言っていて、ここは行為の規制のことですよね。道

として、結局、土地について把握していないということですよ。

少なくとも北海道総合計画においては、ゼロカーボン北海道の実現や自然環境の保全なども、

例えば、市町村に対して、エゾシカもそうだし、再生可能エネルギーもそうだし、ゾーニングし

ろと市町村に言っているのに、道自体が、土地利用のそういうデータというか情報をちゃんと持

っていないというところが、一番の課題だというふうに思っております。

私としては、これから投資がたくさん入っていく中で、できる限り、例えば、法的対応だとか

科学的知見に基づいて政策を進めていくことが必要であると考えています。例えば、ＧＩＳ等を

活用した土地利用情報の整備や活用について、今後、その土地利用の情報をちゃんと把握してい

くということを前提にですけれども、そういう活用についてどのように取り組んでいく考えか、

伺います。

○宮下准一委員長 計画推進課長諸岡宏一さん。

○諸岡計画推進課長 土地利用に関する情報の取扱いについてでございますが、国は、ＧＩＳ、

いわゆる地理空間情報に関しまして、ソフトウエアの利用に関するガイドを作成するほか、ホー

ムページ上でＧＩＳを使用した地図データを公表するなど、その活用促進を図っており、道とい

たしましては、現在、国において進められている土地所有等情報のデータベースの検討状況も注

視しながら、関係部局において整備しているＧＩＳ情報の庁内共有を図るなど、その活用に取り

組んでまいります。

○広田まゆみ委員 指摘とさせていただきますけれども、道の土地利用の考え方が、地図情報

で、オープンデータで可視化できるように御検討いただきたいと思います。

次に、大規模投資と自然環境との調和について伺います。

近年、半導体関連産業をはじめとする大規模投資の動きが本道でも広がっておりまして、大き

な転換点を迎えているのではないかと思います。地域経済にとって重要な機会ではある一方で、

自然環境との調和や土地利用の在り方について道民の間には様々な声があります。

この産業振興と自然環境保全を両立していくという信頼を北海道全体で共有することが重要だ

と私は考えておりますが、こういった投資の受入れに当たり、自然環境との調和について道とし

てどのように対応していくのか、伺います。

○宮下准一委員長 計画局長石井順一郎さん。

○石井計画局長 開発行為への対応についてでございますが、道といたしましては、大規模な投

資を伴うものを含め、開発行為は、法令の下、適正に行われることを前提とし、法令の周知とそ

の遵守を促すことはもとより、違反の状況を早期に把握し、法令に基づき厳正に対処していくこ

とが重要と考えております。

このため、国に対し、規制の強化などを要望しているほか、ホームページで必要な法令上の手

続を広く発信するとともに、違法な開発等の通報窓口を設置し、悪質性の高い事案に対して、よ

り迅速かつ実効性の高い対応ができるよう、市町村や部局間の連携強化など運用を見直したとこ
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ろであり、市町村などとの連携の下、将来にわたり適正な土地利用が確保されるよう取り組んで

まいります。

○広田まゆみ委員 今の御答弁は、すごい象徴的だと思うのですけれども、いわゆる、知事が言

っている共生のメッセージですよね。そのコピーロボットみたく、各部の人たちがそればっかり

言うのですよ。この知事の共生のメッセージを通して、それを超えて、本当に実効が上がるため

に、自分たちが今持っている制度を見直すという思考に全くなっていないというところが、すご

く大きな問題だというふうに思っています。知事のメッセージは上限規制じゃありませんよ。そ

れを乗り越える役割が道庁組織に求められていると私は思います。

次の質問に移りたいと思いますけれども、御答弁の中でも、北海道の地域特性という言葉がた

くさん出ておりました。北海道における土地利用の基本的な方向性について伺いたいと思います

けれども、繰り返しになりますが、本道では、都市計画の枠組みが及ばない地域が広く存在する

一方で、森林、農地、自然公園など様々な制度が個別に運用されておりまして、土地利用に関

し、この北海道の土地をこれからどうするのかという全体像を示す仕組みは、必ずしも十分とは

言えません。

皆さん、個別個別のところで道庁の人は真面目にやっているとは思いますけれども、今後、半

導体産業をはじめとした新たな産業立地や再生可能エネルギー開発が進む中で、自然環境の保全

と地域開発の調和を図るためには、北海道として、土地利用の基本的な考え方を整理することが

重要ではないかと考えます。

北海道における土地利用の基本方向についてどのように整理していく考えか、伺います。

○宮下准一委員長 総合政策部長兼地域振興監中村昌彦さん。

○中村総合政策部長兼地域振興監 適正な土地利用の在り方についてでございますが、本道の面

積は国土の約22％を占め、森林面積や自然公園の面積は全国の約５分の１を占めるなど広大な土

地資源を有しており、庁内各部局の連携と市町村との連携の双方をしっかりと図りながら、関係

する法令等に基づき、適切な運用を図っていくことが重要と考えております。

道の総合計画におきましては、政策の方向性として、豊かで優れた自然環境が保全され、社

会・経済と調和する北海道を示しており、今後とも、庁内関係部局で構成する北海道土地・水対

策連絡調整会議などの活用や、振興局と市町村との間での情報共有などにより、土地利用に関す

る施策間の連携を図りながら、適正な土地利用の確保に取り組んでまいります。

○広田まゆみ委員 部長から、適正な土地利用の確保に取り組むという御答弁はいただきました

が、再質問させていただきます。

知事が発出された地域との共生のメッセージを踏まえると、皆さんがお持ちの現行の水資源保

全条例の枠組みだけでは対応に限界があるのではないでしょうか。

そこを踏まえて、例えば、今お話がありましたように、北海道土地・水対策連絡調整会議など

において、知事メッセージを踏まえて、土地利用の今までの在り方について具体的な議論が行わ

れてきたのか、そこを伺いたいと思います。
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また、部長のほうからも、北海道総合計画で、自然環境と経済の調和を実現するというふう

な、総合計画に言及いただきましたが、では、その土地利用の方向性について、これまで庁内で

きちんと検討されたことがあるのか、伺います。

もし十分な議論がなされていないのであれば、北海道の土地利用の構造的課題を整理し、先ほ

どお話しした、ＧＩＳも含む地図情報などの形で共有しながら、北海道としての土地利用ビジョ

ンなどを検討していく必要があると考えます。

この土地利用ビジョンをつくる必要性についての認識を改めて伺います。

○中村総合政策部長兼地域振興監 適切な土地利用の在り方についてでございますが、道では、

違法な開発事案の発生を受けて、関係法令の遵守は絶対といった道の方針を発信する知事メッセ

ージを道政課題全般を対象とする庁議において決定、公表するなど、庁内連携の下、取組を進め

てきており、総合計画に基づき策定する各種計画や方針を踏まえ、関係部局間の調整を図りなが

ら、開発行為に関わる法令等の運用の見直しなどを進めるなど、対応の強化に取り組んできたと

ころでございます。

今後におきましても、全庁的な会議などを通じ、土地利用を所管する部局間の連携を図るとと

もに、振興局と市町村との間での情報共有も行いながら、総合計画が示す方向性に基づき、適正

な土地利用の確保に努めてまいります。

○広田まゆみ委員 再質問をして失敗したかなと思ったのですけれども、最初の答弁で、適正な

土地利用の確保に取り組むと部長からおっしゃっていただいたのですけれども、再質問をした

ら、努めるというふうになってしまいまして、ちょっと失敗したかなと思うのですが、笑ってい

る場合じゃないですね。ごめんなさい。

今後、この大規模投資が想定される中で、自然環境との調和をどう図るかは北海道の未来にと

ても大きな課題だと思います。知事が掲げる地域との共生を実効あるものにするためにも、北海

道としての土地利用ビジョンが必要なのではないか、この点について知事にも伺いたいと思いま

すので、お取り計らいをお願いいたします。

以上で質問を終わります。

○宮下准一委員長 広田委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

総括質疑に保留された事項については本委員会において質疑を行うこととし、これをもって、

総合政策部所管に関わる質疑並びに質問は終結と認めます。

理事者交代のため、このまま暫時休憩いたします。

午後５時33分休憩

午後５時35分開議

○宮下准一委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。
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１．選挙管理委員会所管審査

○宮下准一委員長 これより選挙管理委員会所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、発言を許します。

木葉淳さん。

○木葉淳委員 本年２月に行われました第51回衆議院議員総選挙は、道央圏を中心に記録的な降

雪と厳しい寒さの中で行われました。道内各地では、連日の除排雪作業に追われ、交通事情も不

安定な状況が続いておりました。そうした中で、雪をかき分け、ポスター掲示場の設置をされた

方々や、期日前を含めた投票所の設営や運営に御尽力された関係者の皆様には、改めて敬意を表

するものであります。

一方で、厳冬期という本道特有の環境が、投票機会の確保や公平性の担保にどのような影響を

及ぼしたのか、検証すべき課題も浮き彫りになったのではないかと考えています。積雪寒冷地に

おける厳冬期選挙の在り方を改めて問い直す観点から、以下、質問をいたします。

１月25日の記録的な大雪を受けて、札幌市では大雪時の対応のフェーズ３に該当する状況と判

断しました。これは、札幌市の除雪・排雪対策の中で最も強い緊急対応レベルです。また、大雪

の影響で多数の便が欠航したこと、それから、鉄道やバスが運休し帰途につけなくなって、そう

した乗客が空港に残る形となり、新千歳空港では、空港内に7000人以上が滞留するということも

起きました。積雪寒冷地である北海道にとって、冬季選挙は、単なる季節要因にとどまらず、選

挙の公平性、実効性そのものに関わる課題を伴うものであったと受け止めています。

まずは、選挙の経費について伺います。

衆議院議員総選挙に係る経費は、法令上、全額、国費により措置されるものと承知しておりま

すし、経費は現在調査中であるということは分かっておりますけれども、今回の厳冬期対応に伴

う除排雪費等、全額、国費で措置される仕組みとなっているのか。市町村に持ち出しや一時的な

財政負担が生じていないのか。さらには、国の算定は実態に即したものとなっているのか、伺い

ます。

○宮下准一委員長 選挙管理委員会事務局次長幾島聡さん。

○幾島選挙管理委員会事務局次長 衆議院議員総選挙に係る選挙執行経費についてでございます

が、公職選挙法により、国会議員の選挙に係る経費は国が負担するものと規定されております。

具体的には、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の規定に基づき措置されている

ところでございます。

このたびの選挙は、厳冬期の実施となったことから、選挙の管理執行を確保することを目的と

する除排雪経費については執行経費の対象とする旨、総務省から通知があったところでございま

す。

また、このほかにも、選挙の執行に係るやむを得ない事情があると認められた経費につきまし

ては交付の対象とされておりますことから、冬期間における選挙の管理執行を確保することを目

的とした経費につきましては、国費で措置されるものと認識しております。
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なお、今回の選挙執行に係る経費につきましては、現在調査中ではございますが、これまで同

様、市町村における一時的な財政負担が生じないよう概算払いが行われておりまして、今後、事

業内容を精査した上で、精算交付がされる予定でございます。

○木葉淳委員 次に、ポスター掲示場について伺います。

厳冬期という事情から、掲示場設置のための除排雪作業が必要となり、設置場所の確保自体が

困難であった自治体もあると伺っております。我が会派代表質問において、鈴木知事は、ポスタ

ー掲示場を減少せざるを得なかったとの答弁もありました。

そこで、ポスター掲示場の設置状況について、道選管としてどのように把握をしているのか、

厳冬期における掲示場設置の基本的な考え方について、道選管の見解を伺います。

○幾島選挙管理委員会事務局次長 ポスター掲示場の設置状況等についてでございますが、公職

選挙法等の規定では、市町村の選挙管理委員会は、特別の事情がある場合には、都道府県選挙管

理委員会に協議の上、その設置総数を減らすことができるとされているところでございます。

市町村からは、これまでも、有権者の居住状況や設置の効果を十分に考慮の上、選挙の都度、

減少の協議が行われているところでございますが、このたびの選挙におきましては、積雪、凍結

により設置箇所の確保や安全確保が困難とした協議も42市区町村からあり、道選管では、準備期

間も短く、かつ、厳冬期の実施となったことなどから、設置箇所数の減少はやむを得ないという

承認をしたところでございます。

○木葉淳委員 次に、公平性について伺います。

積雪により、上下２段の区画となっている掲示板の下のほうが見えにくくなっていたという事

例が今回あったと思います。ポスター掲示場は、候補者間の公平性を担保する重要な制度でもあ

ります。

そこで、積雪により掲示板が見えにくくなる事例などをどのように把握しているのか。そし

て、どの程度、改善策が実施されたのか、それが選挙の公平性の観点から問題はなかったのか、

今後、掲示場の構造や設置基準について改善を検討する考えはあるのか、伺います。

○幾島選挙管理委員会事務局次長 ポスター掲示場の公平性についてでございますが、このたび

の選挙において、積雪等によりポスター掲示場に掲示しているポスターの視認性の影響があった

事例は、道選管が行った積雪等に関する事後の調査により把握しているところでございます。

その中で、視認性の影響があった場合には、市町村選管において職員または委託業者等により

除排雪作業を行うなどの改善を図ったとされており、公平な選挙実施に最大限努められたと考え

ております。

また、掲示場の区画の大きさなどの規格につきましては、道選管の執行規程により定められて

おりますが、その構造や設置方法については、市町村の判断により、効果や安全性などを考慮し

た上、決定しているものと認識しております。

○木葉淳委員 次に、投票環境と投票弱者への配慮について伺います。

投票所までの移動困難、特に高齢者や体の不自由な方々への影響、悪天候による不在者投票手
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続への支障など、今回の選挙ではこれまで以上に課題が顕在化したと考えております。

特に、私の地元の方からは、グループホームで生活している方について、高齢の方なのですけ

れども、施設によっては、入所者を投票所まで送迎するところもあれば、そういう送迎は行って

いないところもあって、施設ごとに対応の差がありました。投票機会の確保が十分ではなかった

のではないかとの声がありました。また、体に障がいのある方の保護者の方々からは、厳しい積

雪や凍結路面の状況によって、投票所に向かうこと自体が困難であったという声もありました。

そこで伺いますけれども、道選管として、こうした高齢者施設入所者や障がいのある方々の投

票環境について、今回どのように実態を把握したのか。また、施設ごとの対応に差が生じている

状況をどのように認識しているのか。さらに、道内では、移動期日前投票所を設置した自治体が

あったと承知をしておりますが、こうした取組について、道選管として、その効果と評価をどの

ように行っているのか、伺います。

○幾島選挙管理委員会事務局次長 高齢者施設などの投票環境についてでございますが、入所者

に対する投票所への送迎につきましては、市町村が行う投票所への移動支援を補完する有効な取

組の一つであると認識しておりますが、各施設が独自に実施しているサービスでもございまし

て、施設ごとの対応に差が生じていると承知しているところでございます。

老人ホームなどのうち、一定の要件を満たす施設は、その施設内で不在者投票が可能となる制

度もあることから、道選管といたしましては、市町村とも連携し、こうした制度の活用に向けた

検討を引き続き働きかけてまいります。

また、移動期日前投票所につきましては、高齢者など投票所への移動が困難な有権者の投票機

会の確保の観点から有効な取組と認識しておりますことから、道選管では、今回の選挙において

も市町村選管に対して積極的に検討するよう依頼をし、実際に19の市町村で実施されたと承知し

ております。

以上でございます。

○木葉淳委員 移動期日前投票所について伺うのですけれども、今後、移動期日前投票所の活用

拡大や高齢者施設等への巡回、送迎支援に対する市町村への助言など、いわゆる投票弱者への具

体的な支援策を検討すべきと考えますけれども、道としてどのように対応を講じるのか、伺いま

す。

○幾島選挙管理委員会事務局次長 移動期日前投票所についてでございますが、市町村において

は、福祉施設、リハビリ施設、老人ホームなどを移動期日前投票所の巡回箇所に含めている場合

や、事前に要望のあった場所へ移動期日前投票所を巡回する、いわゆるオンデマンド型により行

われている事例もあると承知しております。

道選管では、移動期日前投票の実施について、有権者の方々に対する投票支援の取組の一つと

して、これまで、各市町村に対し、導入の検討を依頼しております。また、検討の参考となるよ

う、昨年11月には、道内市町村選管向けの研修の場におきまして、オンデマンド型の移動期日前

投票所を先行実施している市町村から事例発表をしていただいたところでございます。
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道選管としては、引き続き、先進的な事例を市町村へ紹介するなど、投票支援拡大に向けて取

り組んでまいります。

○木葉淳委員 今回の衆議院選挙において、道内自治体で最大21人分の不在者投票が無効となる

事案が発生をしました。不在者投票制度は、投票所に直接赴くことが困難な方々の参政権を保障

する極めて重要な制度であり、その票が無効になったことは、当該有権者の権利行使の観点から

も重大な問題であります。

そこで、本件の経緯及び原因について、道選管としてどのように把握をしているのか、伺いま

す。

また、制度運用上の不備や事務手続上の問題があったのかについて、どのような検証が行われ

ているのか。さらに、本件を個別自治体の事案としてのみ捉えるのではなくて、全道的な課題と

して再発防止策を講じる必要があると考えますが、道選管としてどのような対応を検討している

のか、伺います。

あわせて、今回の事案を踏まえ、不在者投票制度の信頼性確保のため、国に対し、制度運用の

明確化や改善を求める考えがあるのか、伺います。

○幾島選挙管理委員会事務局次長 不在者投票制度についてでありますが、この制度は、選挙人

名簿が登録されている市町村以外の市町村で投票を行うことができる制度であり、その手続とい

たしましては、登録されている市町村に投票用紙を請求し、滞在先の市町村において記入後、そ

の投票用紙が滞在先の市町村から選挙人名簿の登録市町村に送付されるものでございます。

このたびの事案は、悪天候によりフェリーの欠航が続いたため、離島に送付される予定の不在

者投票による投票用紙が投票日までに届かなかったことにより発生したものでございまして、投

票用紙を受理する市町村では、手続上の問題はなかったものと認識しております。

不在者投票を実施するに当たっては、投票用紙の請求、送付などの手続に一定の時間を要する

ことから、道選管では、市町村選管に対しまして、不在者投票制度における管理執行上の留意事

項等につきまして引き続き周知を行うとともに、有権者に対しましても速やかな手続ができるよ

う制度の周知を図ってまいります。

○木葉淳委員 続いて、今回の選挙は、２月上旬という、いわゆる受験シーズン真っただ中に行

われました。

今回の選挙において、受験生世代への影響についてどのように認識し、対策を行ったのか。ま

た、受験生を含む若者の投票率向上は長年の課題でありますが、若年層の投票率向上について、

道選管として、今回、受験期の選挙を踏まえ、どのような取組を行い、新たな対策を検討したの

か、伺います。

○宮下准一委員長 選挙管理委員会事務局長笹森穣さん。

○笹森選挙管理委員会事務局長 受験生への影響や若年層の投票率向上についてでございます

が、このたびの選挙は、選挙運動期間が一部の大学入試などと重なり、道内の大学等からは、試

験会場周辺における静穏の保持について道選管へ要請があったところです。
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道選管といたしましては、法にも規定されております静穏の保持はもとより、10代、20代の若

年層の投票意識の向上を図ることが大変重要であると考えておりまして、要請のありました大学

等の試験会場をリスト化してホームページに記載し、あわせて、試験会場周辺における静穏保持

への配慮につきまして各政党に個別にお願いをいたしました。

道選管では、若年層の投票率向上に向けた対策は重点的に行うべきと考えておりまして、通年

で取り組む常時啓発として、高校や専門学校での選挙出前講座や、10代、20代を対象とする「明

るい選挙まんがコンクール」を実施するとともに、このたびの選挙時におきましては、新たに、

インフルエンサーからの情報発信や、札幌市の地下歩行空間で大型モニターを背負って歩く形で

の啓発を行いましたほか、インターネットやＳＮＳなどのツールを幅広く活用し、若年層の方々

の政治や選挙への関心を高める取組を実施してきております。

また、進学や就職等で住所を移転した若年層の方々が移転先でも投票機会を確保できるよう、

不在者投票制度を周知するとともに、正確な住民登録も促してきております。

さらに、道内では、大学、専門学校、高校などにおける期日前投票も実施されてきておりまし

て、投票に行く日を自分で選べるという期日前投票、この制度の周知も若年層にとって非常に有

効なものと考えておりまして、今後におきましても、市町村選管とも連携をしながらこうした啓

発に取り組んでまいります。

○木葉淳委員 最後に、民主主義の根幹であります選挙は、気象条件や季節事情によって実質的

な不平等が生じることがあってはなりません。今回の厳冬期選挙を一過性の出来事とせず、寒冷

地である北海道としての制度的課題を整理し、国への提言も含めた検証を行うべきと考えます

が、見解を伺います。

○笹森選挙管理委員会事務局長 選挙の執行に関する今後の対応についてでございますが、この

たびの選挙は、準備期間が短く、かつ、寒さや大雪などの影響によりまして、投開票所の確保や

ポスター掲示場の設置、立会人の確保など、市町村選管におきましては、事故のない選挙の実施

に大変苦慮されながら御尽力をいただいたと認識しております。

道選管といたしましては、今回の選挙の管理執行につきまして、市町村からの御意見等も踏ま

えて課題などの整理を行うとともに、都道府県選挙管理委員会連合会などとも連携し、今後の対

応を検討してまいります。

○木葉淳委員 終わります。

○宮下准一委員長 木葉委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

これをもって、選挙管理委員会並びに通告のなかった出納局、人事委員会、監査委員所管に関

わる質疑並びに質問は終結と認めます。

お諮りいたします。

本日の議事はこの程度にとどめたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○宮下准一委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

なお、３月16日月曜日の分科会は午後１時から開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

午後５時55分散会
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